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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の

設計方針に基づき，津波防護施設のうち１号機取水槽流路縮小工（以下「流路縮小工」と

いう。）及びその間接支持構造物である１号機取水槽北側壁が設計用地震力に対して，主

要な構造部材が十分な構造強度を有することを確認するものである。 

流路縮小工及び１号機取水槽北側壁に要求される機能の維持を確認するにあたっては，

地震応答解析に基づく構造部材の健全性評価により行う。 
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2. 位置 

流路縮小工は，１号機取水槽と１号機取水管の境界部に設置し，１号機取水槽北側壁に

間接支持される構造とする。 

流路縮小工及び１号機取水槽北側壁の設置位置図を図 2－1 に，流路縮小工及び１号機

取水槽北側壁の詳細位置図を図 2－2 に，流路縮小工の詳細図を図 2－3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 流路縮小工及び１号機取水槽北側壁の設置位置図 
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図 2－2 流路縮小工及び１号機取水槽北側壁の詳細位置図  
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図 2－3 流路縮小工の詳細図  
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3. 流路縮小工の耐震評価 

3.1 構造計画 

流路縮小工は，１号機取水管からの津波の流入を抑制し，１号機取水槽から津波が溢

水することを防止するため,１号機取水管の流路を鋼製の縮小板により縮小するもので

ある。流路縮小工は，１号機取水管の終端部のフランジ（以下「取水管（フランジ部）」

という。）に，鋼製の縮小板を取付板及び固定ボルトにより固定する構造とする。よっ

て，流路縮小工は，１号機取水管の管胴部（以下「取水管（管胴部）」という。），取

水管（フランジ部），縮小板，取付板及び固定ボルトから構成される。なお，１号機の

原子炉補機海水ポンプに必要な海水を取水するため，縮小板に直径 m の貫通部を

設ける。 

１号機取水槽は，設計当時からの基準地震動Ｓｓの増大により，１号機取水槽の耐震

性を確保するため，流路縮小工と同等の開口を設けたうえで漸拡ダクト部にコンクリー

トを充填する。これにより，流路縮小工を構成する部材については，縮小板及び取水管

（管胴部）を除いて充填コンクリートに被覆される。充填コンクリートに被覆される部

材については，定期的な維持管理は不要とし，充填コンクリートに被覆されない部材に

ついては，設計上の配慮として，余裕厚を有する構造とするとし，定期的に点検を行う。 

流路縮小工の構造計画を表 3.1－1 に示す。 
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表 3.1－1 流路縮小工の構造計画 

計画の概要 

構造概略図 基礎・ 

支持構造 
主体構造 

取水管（フ

ランジ部）

に，鋼製の

縮 小 板 を

取 付 板 及

び 固 定 ボ

ル ト に よ

り 固 定 す

る。 

縮小板，取

付 板 及 び

固 定 ボ ル

ト に よ り

構成する。 

組立図（A－A 断面） 

 

正面図 
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3.2 評価方針 

流路縮小工は，Ｓクラス施設である津波防護施設に分類される。 

１号機取水槽は，設計当時からの基準地震動Ｓｓの増大により，１号機取水槽の耐震

性を確保するため，流路縮小工と同等の開口を設けたうえで漸拡ダクト部にコンクリー

トを充填する。これにより，流路縮小工の大部分は充填コンクリートに拘束されるため，

剛構造であると考えられるが，保守的に充填コンクリートによる拘束は期待しない方針

とする。 

流路縮小工の耐震評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」の「3.1 構造強度上の

制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3.1 構造計画」

に示す流路縮小工の構造を踏まえ，「3.5 評価対象部位」にて設定する評価部位にお

いて，「3.6 固有値解析」で算出した固有振動数に基づく設計用地震力により算出し

た応力度が許容限界内に収まることを，「3.9 評価方法及び評価条件」に示す方法に

て確認する。耐震評価の確認を「3.10 評価結果」にて確認する。 

流路縮小工の評価項目を表 3.2－1 に，耐震評価フローを図 3.2－1 に，１号機取水槽

の耐震補強に伴うコンクリート充填範囲図を図 3.2－2 に示す。 

なお，１号機流路縮小工を構成する部材のうち取付板については，材質及び厚さが縮

小板と同等であることから，取付板の評価は縮小板の評価に包含されるものとする。 

 

表 3.2－1 流路縮小工の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構 造 強 度

を 有 す る

こと 

構造部材

の健全性 

縮小板 

発生する応力（曲げ応力，

せん断応力）が許容限界以

下であることを確認 

短期許容応力度 

固定ボルト 

発生する応力（引張応力）

が許容限界以下であるこ

とを確認 

短期許容応力度 

取水管 

（フランジ部） 

発生する応力（曲げ応力，

せん断応力）が許容限界以

下であることを確認 

短期許容応力度 

取水管 

（管胴部） 

発生する応力（曲げ応力，

せん断応力）が許容限界以

下であることを確認 

短期許容応力度 
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図 3.2－1 耐震評価フロ－ 

 

   

 

図 3.2－2 １号機取水槽の耐震補強に伴うコンクリート充填範囲図 
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3.3 適用規格・基準等 

適用する規格・基準類を以下に示す。また，各項目で適用する規格，基準類を表 3.3

－1 に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（（社）土木学

会，2005 年） 

・港湾の施設の技術上の基準・同解説（国土交通省港湾局，2007 年版） 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 年改訂） 

・鋼構造許容応力度設計規準（（社）日本建築学会，2019 年制定） 

・日本産業規格（ＪＩＳ） 

・構造力学公式集（（社）土木学会，1986 年） 

 

表 3.3－1 各項目で適用する規格，基準類 

項目 適用する規格，基準類 備考 

荷重及び荷重の組合せ 
港湾の施設の技術上の基準・同解

説（国土交通省港湾局，2007 年版） 

各構造部材に作用する

動水圧の算定 

許容限界 

鋼構造設計規準－許容応力度設計

法－（（社）日本建築学会，2005 年

改訂） 

曲げ・軸力照査及びせ

ん断力照査は，発生応

力度が短期許容応力度

以下であることを確認 

鋼構造許容応力度設計規準（（社）

日本建築学会，2019 年制定） 

ＪＩＳ Ｂ １０５１ 炭素鋼及

び合金鋼製締結用部品の機械的性

質－強度区分を規定したボルト，

小ねじ及び植込みボルト－並目ね

じ及び細目ねじ 

評価方法 
構造力学公式集（（社）土木学会，

1986 年） 

流路縮小工に生じる曲

げ応力度及びせん断応

力度の算定 

地震応答解析 

原子力発電所耐震設計技術指針 

ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日

本電気協会） 有限要素法による２次

元モデルを用いた時刻

歴非線形解析 原子力発電所屋外重要土木構造物

の耐震性能照査指針・マニュアル

（（社）土木学会，2005 年） 
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3.4 記号の説明 

流路縮小工の耐震評価に用いる記号を表 3.4－1～5 にそれぞれ示す。 

 

表 3.4－1 流路縮小工の固有振動数の計算に用いる記号 

記号 単位 定義 

f Hz 固有振動数 

L mm はりの長さ 

E N/mm2 ヤング係数 

I mm4 断面２次モ－メント 

m kg/mm 質量分布 

 

表 3.4－2 流路縮小工の縮小板の耐震計算に用いる記号 

記号 単位 定義 

p0 kN/mm2 縮小板に作用する単位面積あたりの等分布荷重 

A11 mm2 縮小板の作用面積 

P kN 縮小板に作用する地震時荷重 

a1 mm 縮小板の外半径 

b1 mm 縮小板の内半径 

Mr1 kN･mm/mm 縮小板に生じる半径方向の曲げモ－メント 

Mθ1 kN･mm/mm 縮小板に生じる周方向の曲げモ－メント 

ν － ポアソン比 

r1 mm 縮小板の中心から半径方向の距離 

κ1 － 係数 

β1 － 係数 

ρ1 － 係数 

σ1 kN/mm2 縮小板に生じる最大曲げ応力度 

Z1 mm3 縮小板の断面係数 

t1 mm 縮小板の板厚 

τ1 kN/mm2 縮小板に生じる最大せん断応力度 

A12 mm2 縮小板の有効せん断面積 

S1 kN 縮小板に作用するせん断力 
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表 3.4－3 流路縮小工の固定ボルトの耐震計算に用いる記号 

記号 単位 定義 

T kN/本 内側固定ボルトに作用する引張力 

T1 kN/本 縮小板に作用する荷重により内側固定ボルトに作用する引張力 

T2 kN/本 
縮小板に生じる曲げモーメントにより内側固定ボルトに作用す

る引張力 

M kN･mm/mm 縮小板に生じる曲げモーメント合力 

σb kN/mm2 内側固定ボルトに生じる最大応力度 

P kN 内側固定ボルトに作用する地震時荷重 

n 本 内側固定ボルトの本数 

D1 mm フランジ外径 

l1 mm 支点間距離 

Mr1 kN･mm/mm 縮小板に生じる半径方向の曲げモ－メント 

Mθ1 kN･mm/mm 縮小板に生じる周方向の曲げモ－メント 

A mm2 内側固定ボルト 1 本の有効断面積 
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表 3.4－4 流路縮小工の取水管（フランジ部）の耐震計算に用いる記号 

記号 単位 定義 

P′ kN/mm 取水管(フランジ部)に作用する単位長さあたりの等分布荷重 

Lf mm 取水管（フランジ部）の外周長 

P kN 取水管（フランジ部）に作用する地震時荷重 

bf mm 取水管（フランジ部）の外半径 

Mrf  kN･mm/mm 取水管（フランジ部）に生じる半径方向の曲げモ－メント 

Mθf kN･mm/mm 取水管（フランジ部）に生じる周方向の曲げモ－メント 

af mm 取水管（フランジ部）の内半径 

ν － ポアソン比 

rf mm 取水管（フランジ部）の中心から半径方向の距離 

κf － 係数 

βf － 係数 

ρf － 係数 

σf kN/mm2 取水管（フランジ部）に生じる最大曲げ応力度 

Zf mm3 取水管（フランジ部）の断面係数 

tf mm 取水管（フランジ部）の板厚 

τf kN/mm2 取水管（フランジ部）に生じる最大せん断応力度 

A3 mm2 取水管（フランジ部）付け根の断面積 

lf mm 取水管（フランジ部）付け根の周長 

Sf kN 取水管（フランジ部）に作用するせん断力 

Di mm 取水管（フランジ部）の管内径 

tp mm 取水管（管胴部）の管厚 
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表 3.4－5 流路縮小工の取水管（管胴部）の耐震計算に用いる記号 

記号 単位 定義 

σd kN/mm2 取水管（管胴部）に生じる最大曲げ応力度 

σdv kN/mm2 
取水管（管胴部）に作用する鉛直方向の地震時荷重により生

じる最大曲げ応力度 

σdh kN/mm2 
取水管（管胴部）に作用する水平方向の地震時荷重により生

じる最大曲げ応力度 

Mdv kN・mm/mm 
取水管（管胴部）に作用する鉛直方向の地震時荷重により生

じる曲げモ－メント 

Mdh kN・mm/mm 
取水管（管胴部）に作用する水平方向の地震時荷重により生

じる曲げモ－メント 

Zd mm3 取水管（管胴部）の断面係数 

σt kN/mm2 
縮小板に作用する地震時荷重により取水管（管胴部）に生じ

る最大引張応力度 

Ad mm2 取水管（管胴部）の作用面積 

σf kN/mm2 
取水管（フランジ部）に生じる曲げモーメントにより取水管

（管胴部）に生じる最大曲げ応力度 

W1 kN 取水管（管胴部）の自重（管内部の水を含む） 

P1 kN 取水管（管胴部）に作用する地震時荷重 

Ld mm 取水管（管胴部）の張り出し長さ 

P2 kN 取水管（フランジ部）に作用する地震時荷重 

Lf mm 取水管（フランジ部）の外周長 

a1 mm １号機取水管の外径 

b1 mm １号機取水管の内径 

P3 kN 縮小板に作用する地震時荷重 

τd kN/mm2 取水管（管胴部）に生じる最大せん断応力度 

τdv kN/mm2 
取水管（管胴部）に作用する鉛直方向の地震時荷重により生

じる最大せん断応力度 

τdh kN/mm2 
取水管（管胴部）に作用する水平方向の地震時荷重により生

じる最大せん断応力度 

Sdv kN 
取水管（管胴部）に作用する鉛直方向の地震時荷重により生

じるせん断力 

Sdh kN 
取水管（管胴部）に作用する水平方向の地震時荷重により生

じるせん断力 

A5 mm2 取水管（管胴部）の有効せん断面積 

W1 kN 取水管（管胴部）の自重（管内部の水を含む） 

Dd mm 取水管（管胴部）の管内径 

tp mm 取水管（管胴部）の管厚 
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3.5 評価対象部位 

流路縮小工の評価対象部位は，「3.1 構造計画」に設定している構造を踏まえて，地

震に伴う荷重の作用方向及び伝達過程を考慮し，縮小板，固定ボルト，取水管（フラン

ジ部）及び取水管（管胴部）とする。 

なお，縮小板と取付板は固定ボルトにより強固に固定された一体構造であるとともに

，縮小板と取付板は同様の材質及び厚さであることから，取付板の評価は縮小板の評価

に包含されるものとする。 

固定ボルトは内側固定ボルト及び外側固定ボルトにより構成され，それぞれの固定ボ

ルトが引張力を負担するが，内側固定ボルトと外側固定ボルトの位置が半径方向で異な

ることから，内側固定ボルトのみにより引張力を負担するものとして，保守的に耐震評

価を実施する。 

評価対象部位を図 3.5－1 に示す。 

 

図 3.5－1 評価対象部位  

外側固定ボルト

内側固定ボルト

取水管（管胴部）

フィラー材

取水管（フランジ部）

取付板

縮小板

【凡例】
赤字：評価対象部位
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縮小板の内側固定ボルトと外側固定ボルトの縁端距離は 72mm であり，「鋼構造設計

規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 年改訂）」に基づく最小縁端距

離（ボルト径 30mm の場合 54mm 以上）を確保していることから，固定ボルトの縁端距離

は妥当と判断した。また，固定ボルトにより縮小板は強固に固定されており，固定ボル

トのせん断方向の変形は抑制されるため，縁端距離が構造成立性に与える影響は軽微で

あると考えられる。 

固定ボルトの構造概要図を図 3.5－2 に示す。 

 

 

図 3.5－2 固定ボルト構造概要図 

  



 

2.3.1－16 

 

１号機取水管は複数の鋼管を継手した構造であり，流路縮小工の近傍の継手部（以下

「１号機取水管継手部」という。）は固定ボルトにより固定している。１号機取水管継

手部の取水管は，１号機取水槽北側壁に巻き込まれるように施工され，固定されている

ことから，１号機取水管継手部の固定ボルトに生じる引張力は軽微である。また，縮小

板の固定ボルトについては，地震時において，縮小板に作用する動水圧が伝達されるが，

１号機取水管継手部は，動水圧が作用しないため，１号機取水管継手部の固定ボルトに

作用する荷重と比べて縮小板の固定ボルトに作用する荷重の方が大きくなることから

縮小板の固定ボルトを代表として評価する。 

１号機取水管継手部の位置図を図 3.5－3 に示す。 

 

図 3.5－3 １号機取水管継手部の位置図  

１号機取水管継手部

１号機取水管継手部
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縮小板を設置する１号機取水管終端部は，１号機取水管継手部を介して，隣接する１

号機取水管に継手している。１号機取水槽の耐震性を確保するため，流路縮小工の周囲

にコンクリートを充填することにより，１号機取水管終端部の大部分は剛構造であるこ

とから，隣接する１号機取水管の管径方向の変形（土圧による内空側への変形）及び管

軸方向の変形（地震動による水平及び鉛直方向の変形）が縮小板の健全性に及ぼす影響

は軽微である。 

１号機取水管の拘束状況図を図 3.5－4 に示す 

 

 

図 3.5－4 １号機取水管の拘束状況図 

  

１号機取水槽北側壁

3.
85

0

0.50.4
コンクリート充填範囲

１号機取水管終端部 隣接する１号機取水管

１号機取水管継手部

コンクリート充填範囲

１号機取水管継手部
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3.6 固有値解析 

3.6.1 解析モデルの設定 

流路縮小工は，取水管（フランジ部）に，鋼製の縮小板を固定ボルトにより固定

する構造であることから，片持ちはりに単純化したモデルとする。図 3.6.1－1 に

固有値解析モデルを示す。 

 

図 3.6.1－1 固有値解析モデル 

 

3.6.2 固有振動数の算出方法 

固有振動数について，「構造力学公式集（（社）土木学会，1986 年）」に基づき

以下の式より算出する。 

f＝
1.87512

L2
√
E ∙ I

m
∙ 103 

ここで，f ：固有振動数（Hz） 

L ：はりの長さ（mm） 

E ：ヤング係数（N/mm2） 

I ：断面２次モーメント（mm4） 

m ：質量分布（kg/mm） 

 

3.6.3 固有振動数の算出条件 

固有振動数の算出条件を表 3.6.3－1 に示す。 

 

表 3.6.3－1 固有振動数の算出条件 

はりの長さ 
Ｌ(mm) 

ヤング係数 
Ｅ(N/mm2) 

断面２次モ－メント 
Ｉ(mm4) 

質量分布 
ｍ(kg/mm) 

 2.0×105 7099 3.4569×10－4 

 

3.6.4 固有振動数の算出結果 

固有振動数の算出結果を表 3.6.4－1 に示す。固有振動数は 20Hz 以上であること

から，流路縮小工は剛構造である。 

 

表 3.6.4－1 固有振動数の算出結果 

固有振動数(Hz) 150.35 
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3.7 荷重及び荷重の組合せ 

3.7.1 荷重 

耐震評価には，以下の荷重を用いる。なお，荷重の設定に用いる水位及び流速の

詳細については，「2.3.3 １号機流路縮小工の設置による津波防護機能及び取水

機能への影響 参考資料１ １号機取水槽流路縮小工の強度計算に用いる水位及

び流速」に示す。 

 

（1） 固定荷重(Ｇ) 

固定荷重として，流路縮小工を構成する部材の自重を考慮する。 

また，流路縮小工の上下流の水位差を考慮した静水圧を考慮することとし，以

下の式により算定する。上下流の水位差は，2 条ある１号機取水管ごとに１号機

取水口と１号機取水槽の水位差を算定し，そのうち水位差が大きい値を設定する。 

表 3.7.1－1 に静水圧による荷重の算定における計算条件を，図 3.7.2－1 に静

水圧の荷重作用図を示す。 

 

 Fh＝γw × ∆h × A 

ここで， 

Fh ：静水圧（kN） 

γw ：海水の単位体積重量（=10.1kN/m3） 

∆h ：１号機取水口と１号機取水槽の水位差（m） 

A ：縮小板の面積（m2） 
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表 3.7.1－1 静水圧による荷重 

項 目 単位 地震時 

１号機取水槽水位 － m EL 0.00 

１号機取水口水位 － m EL 0.58 

１号機取水口と１号機取水槽の水位差 ∆h m 0.58 

縮小板の面積 A m2 7.304 

静水圧による荷重 Fh kN 43 

 

 

図 3.7.2－1 静水圧の荷重作用図 

  

縮小板

１号機取水槽底標高

静水圧（Ｆh）

縮小板の面積（A）
（静水圧が作用する面積）

縮小板
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（2） 地震荷重（Ｓｓ） 

地震荷重として，基準地震動Ｓｓに伴う慣性力及び動水圧による荷重を考慮する。 

流路縮小工の地震時の評価に用いる設計震度は，「3.6 固有値解析」から流路

縮小工を剛構造として考慮したⅥ-2-10-2-5「１号機取水槽の地震応答計算書」の

地震応答解析結果より，流路縮小工が設置される位置から抽出した加速度より設計

震度を設定する。 

なお，設計震度には，地盤物性のばらつきを含めた解析ケース①～③の結果も踏

まえた余裕を考慮する。 

基準地震動Ｓｓによる最大加速度分布図及び加速度抽出位置を図 3.7.2－2 に，

最大加速度及び設計震度を表 3.7.2－2 に示す。 

 

 

 

 

（水平方向） 

 

（鉛直方向） 

図 3.7.1－2 基準地震動Ｓｓによる最大加速度分布図及び加速度抽出位置 

 

表 3.7.1－2 基準地震動Ｓs による最大加速度及び設計震度 

方向 地震動 位相 解析ケース 最大加速度（cm/s2） 設計震度 

水平 Ｓｓ－Ｄ ＋－ ケース① 867 1.5 

鉛直 Ｓｓ－Ｄ ＋＋ ケース① 610 1.5 

通水方向 

Ｎ Ｓ 

通水方向 

867 

610 

：流路縮小工設置位置 

（加速度抽出位置） 
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a. 慣性力 

慣性力は，流路縮小工の重量に基準地震動Ｓｓによる設計水平震度又は設計鉛

直震度を乗じた次式により算出する。 

なお，鉛直慣性力は取水管（管胴部）のみ考慮する。 

縮小板，固定ボルト，取水管(フランジ部)及び取水管（管胴部）に作用する慣

性力による荷重の算定における計算条件を表 3.7.1－3 に，慣性力の算定に用い

る重量の算定範囲を図 3.7.1－3 に示す。 

 Pih＝W×Kh 

 Piv＝W×Kv 

ここで， 

Ph ：水平慣性力（kN） 

Pv ：鉛直慣性力（kN） 

W ：重量（kN） 

Kh ：基準地震動Ｓｓによる設計水平震度 

Kv ：基準地震動Ｓｓによる設計鉛直震度 

 

表 3.7.1－3(1) 慣性力による荷重の算定における計算条件（縮小板，固定ボルト） 

項 目 単位 地震時 

重量 W kN 25 

設計水平震度 Kh － 1.5 

水平慣性力 Ph kN 38 

 

図 3.7.1－3(1) 慣性力の算定に用いる重量の算定範囲（縮小板，固定ボルト）  

取水管（管胴部）

取付板

縮小板

外側固定ボルト

内側固定ボルト

フィラー材

取水管（フランジ部）

【凡例】
重量を考慮する範囲
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表 3.7.1－3(2) 慣性力による荷重の算定における計算条件 

（取水管(フランジ部)） 

項 目 単位 地震時 

重量 W kN 46 

設計水平震度 Kh － 1.5 

水平慣性力 Ph kN 69 

 

 

図 3.7.1－3(2) 慣性力の算定に用いる重量の算定範囲（取水管(フランジ部)） 

 

  

取水管（管胴部）

取付板

縮小板

外側固定ボルト

内側固定ボルト

フィラー材

【凡例】
重量を考慮する範囲

取水管（フランジ部）



 

2.3.1－24 

 

表 3.7.1－3(3) 慣性力による荷重の算定における計算条件 

（取水管(管胴部)） 

項 目 単位 地震時 

水平

方向 

重量 W kN 96.6 

設計水平震度 Kh － 1.5 

慣性力 Ph kN 145 

鉛直

方向 

重量 W kN 96.6 

設計鉛直震度 Kv － 1.5 

慣性力 Pv kN 145 

 

 

図 3.7.1－3(3) 慣性力の算定に用いる重量の算定範囲（取水管(管胴部)） 

  

取水管（管胴部）

内側固定ボルト

【凡例】
重量を考慮する範囲

外側固定ボルト
フィラー材

取水管（フランジ部）

取付板

縮小板
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b. 動水圧 

動水圧は，以下の Westergaard の式により算定する。 

表 3.7.1－4 に動水圧による荷重の算定における計算条件を，図 3.7.1－4 に動水

圧の荷重作用図を示す。 

 Pdw＝±
7

8
× C × Kh × γw ×√Zdw × zdw 

ここで， 

Pdw ：動水圧(kN/m2) 

C ：補助係数（＝1.0） 

Kh ：基準地震動Ｓｓによる水平方向の設計震度 

γw  ：海水の単位体積重量（=10.1kN/m3） 

Zdw ：水深（m） 

zdw ：水面から動水圧を求める点までの深さ（m） 
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表 3.7.1－4(1) 動水圧による荷重の算定における計算条件 

（縮小板，固定ボルト及び取水管（フランジ部）） 

項 目 単位 地震時 

設計水平震度 Kh － 1.5 

１号機取水槽水位 － m EL 0.000 

１号機取水槽底標高 － m EL-7.000 

縮小板下端標高 － m EL-6.825 

水深 Zdw m 7.000 

縮小板下端水深 zdw m 6.825 

動水圧 pdw kN/m2 183.3 

縮小板の面積 A m2 7.304 

動水圧による荷重 Pdw kN 1339 

 

 

図 3.7.1－4(1) 動水圧の荷重作用図 

（縮小板，固定ボルト及び取水管（フランジ部））  

１号機取水槽底標高

動水圧（ｐdw）

縮小板の面積（A）
（動水圧が作用する面積）

縮小板

縮小板
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表 3.7.1－4(2) 動水圧による荷重の算定における計算条件 

（取水管（管胴部）） 

項 目 単位 地震時 

設計水平震度 Kh － 1.5 

設計鉛直震度 Kv － 1.5 

１号機取水槽水位 － m EL 0.000 

１号機取水管底標高 － m EL-6.603 

取水管（管胴部）下端標高 － m EL-6.603 

水深 Zdw m 7.000 

取水管（管胴部）下端水深 zdw m 6.603 

動水圧 pdw kN/m2 276 

取水管（管胴部）の面積 A m2 1,533 

動水圧による鉛直及び水平荷重 Pdw kN 276 

 

 

断面図 

 

平面図 

鉛直方向 水平方向 

図 3.7.1－4(2) 動水圧の荷重作用図（取水管（管胴部）） 

 

  

１号機取水層底標高

１号機取水槽水位

▼ EL 0.000

動水圧

動水圧

7
.0

0
0

水
深
（Ｚ

d
w
）

取水管（管胴部）の面積（A）
（動水圧が作用する面積）

１号機取水槽北側壁

▼ EL -4.900

▼ EL -6.825

１号機取水層底標高

動水圧

動水圧

取水管（管胴部）の面積（A）
（動水圧が作用する面積）
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3.7.2 荷重の組合せ 

流路縮小工の評価に用いる荷重の組合せを以下に示す。荷重の組合せを表 3.7.2

－1 に，地震時の荷重作用図を図 3.7.2－1 に示す。 

Ｇ＋Ｓｓ  

ここで，Ｇ ：固定荷重（kN） 

Ｓｓ：地震荷重（kN） 

 

表 3.7.2－1 荷重の組合せ 

種別 荷重 記号 算定方法 

固定荷重 

躯体自重 

Ｇ 

設計図書に基づいて，対象構造物の体積に材料の

密度を乗じて設定する。 

静水圧 
管路解析より１号機取水口と１号機取水槽との水

位差による静水圧を考慮する。 

地震荷重 

水平慣性力 

Ｓｓ 

基準地震動Ｓｓによる躯体の慣性力を考慮する。 

鉛直慣性力 

縮小板，固定ボルト，及び取水管（フランジ部）は，

主たる荷重が水平方向荷重のため考慮しない。 

取水管（管胴部）は基準地震動Ｓｓによる躯体の慣

性力を考慮する。 

動水圧 
管路解析より１号機取水槽の水位が最大となる水

位での動水圧を考慮する。 

 

 

図 3.7.1－1 地震時の荷重作用図 

  

静水圧

１号機取水槽での水位
▽

１号機取水口位置での水位
▽

慣性力

動水圧

S Ｎ
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3.7.3 荷重の選定 

各構造部材における地震時の作用荷重を表 3.7.3－1 に示す。 

 

表 3.7.3－1 地震時の作用荷重 

（縮小板，固定ボルトの作用荷重） 

項 目 単位 地震時 

慣性力 Ph kN 38 

動水圧 Pdw kN 1339 

静水圧 Fh kN 43 

合計値 P kN 1420 

 

（取水管(フランジ部)） 

項 目 単位 地震時 

慣性力 Ph kN 69 

動水圧 Pdw kN 1339 

静水圧 Fh kN 43 

合計値 P kN 1452 

 

(取水管(管胴部)） 

項 目 単位 地震時 

水平

方向 

慣性力 Ph kN 145 

動水圧 Pdw kN 276 

合計値 P kN 421 

鉛直

方向 

慣性力 Ph kN 145 

動水圧 Pdw kN 276 

合計値 P kN 421 
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3.8 許容限界 

流路縮小工の許容限界は，「3.5 評価対象部位」にて設定した部位に対し，Ⅵ-2-1-

9「機能維持の基本方針」にて設定している許容限界を踏まえて設定する。 
 

3.8.1 使用材料 

流路縮小工を構成する各部材の使用材料を表 3.8.1－1 に示す。 
 

表 3.8.1－1 使用材料 

評価対象部位 材質 仕様 

縮小板 SS400 t＝40(mm)＊ 

固定ボルト SCM435 内側：M30，外側：M24 

取水管（フランジ部） SS400 t＝46(mm)＊ 

取水管（管胴部） SS400 t＝24(mm)＊ 

注記＊：「2.3.3 １号機取水槽流路縮小工の設置による津波防護機能及び

取水機能への影響 参考資料２ １号機取水槽流路縮小工におけ

る要求機能を喪失しうる事象」に示すエロージョン摩耗に対する設

計・施工上の配慮として，縮小板の余裕厚を 4mm として考慮し，板

厚を 44－4＝40(mm)と設定する。また，取水管（フランジ部）及び

取水管（管胴部）についても，余裕厚を 4mm として考慮し，取水管

（フランジ部）の板厚を 50－4＝46(mm)，取水管（管胴部）の板厚

を 28－4＝24(mm)と設定する。 
 

3.8.2 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

流路縮小工を構成する各部材の許容限界のうち，縮小板，取水管（フランジ部）

及び取水管（管胴部）は「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築

学会，2005 年改定）」に基づき，固定ボルトは，「鋼構造許容応力度設計規準（（社）

日本建築学会，2019 年制定）」及び「ＪＩＳ Ｂ １０５１ 炭素鋼及び合金鋼製

締結用部品の機械的性質－強度区分を規定したボルト，小ねじ及び植込みボルト－

並目ねじ及び細目ねじ」に基づき設定した短期許容応力度とする。流路縮小工を構

成する各部材の許容限界を表 3.8.2－1 に示す。 
 

表 3.8.2－1 流路縮小工を構成する各部材の許容限界 

評価対象部位 材質 
短期許容応力度（N/mm2） 

曲げ せん断 引張 

縮小板 SS400 235 135 － 

固定ボルト SCM435 － － 560 

取水管（フランジ部） SS400 215 124 － 

取水管（管胴部） SS400 235 135 － 
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3.9 評価方法及び評価条件 

流路縮小工の耐震評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している荷重及

び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，「3.5 評価対象部位」にて設定する評価

対象部位に発生する応力度が「3.8 許容限界」にて示す許容限界以下であることを確

認する。 
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3.9.1 縮小板 

縮小板の管軸方向（水平方向）に対する耐震評価を実施する。外径を固定とする

有孔円板に等分布荷重が作用することで縮小板に生じる応力度が許容限界以下で

あることを確認する。 

評価対象位置図を図 3.9.1－1 に，縮小板のモデル図を図 3.9.1－2 に示す。 

  

図 3.9.1－1 評価対象位置図（縮小板） 

 

 

図 3.9.1－2 縮小板のモデル図  

外側固定ボルト

内側固定ボルト

取水管（管胴部）

フィラー材

取水管（フランジ部）

取付板

縮小板

ｐ0

ｂ1

ａ1

ｐ0

縮小板

ａ1
ｂ1

縮小板

【凡例】 

赤字：評価対象部位 
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(1) 縮小板に作用する単位面積あたりの等分布荷重 

縮小板に作用する単位面積あたりの等分布荷重について，以下の式より算出する。

また，縮小板に作用する単位面積あたりの等分布荷重の計算に用いる入力値を表 3．

9.1-1 に示す。 

 p0＝
P

A11
 

 A11＝(a1
2 − b1

2) × π 

ここで， 

p0 ：縮小板に作用する単位面積あたりの等分布荷重（kN/mm2） 

A11 ：縮小板の作用面積（mm2） 

P  ：縮小板に作用する地震時荷重（kN） 

a1  ：縮小板の外半径（mm） 

b1  ：縮小板の内半径（mm） 

 

表 3.9.1－1 縮小板に作用する単位面積あたりの等分布荷重の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

P kN 縮小板に作用する地震時荷重 1420 

a1 mm 縮小板の外半径 1925 

b1 mm 縮小板の内半径  

 

上記の評価式に，表 3.9.1－1 の入力値を代入すると縮小板に作用する単位面積

あたりの等分布荷重は以下のとおりとなる。 

 

A11＝(a1
2 − b1

2) × π 

＝(19252 − × 3.1416 

＝7304220 mm2 

 

p0＝
P

A11
 

＝1420 7304220⁄  

＝0.0001944kN mm2⁄  
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(2) 縮小板に生じる曲げモ－メント 

縮小板に生じる曲げモ－メントについて，「構造力学公式集（（社）土木学会，

1986 年）」に基づき，以下の式より算出する。また，縮小板に生じる曲げモ－メン

トの計算に用いる入力値を表 3.9.1－2 に示す。 

Mr1=
p0a1

2

16
[(1＋ν)(1 − κ1)＋4β1

2 − (3＋ν)ρ1
2 −

(1 − ν)κ1

ρ1
2 ＋4β1

2(1＋ν) ln ρ1] 

Mθ1=
p0a1

2

16
[(1＋ν)(1 − κ1)＋4νβ1

2 − (1＋3ν)ρ1
2 −

(1 − ν)κ1

ρ1
2 ＋4β1

2(1＋ν) ln ρ1] 

κ1=β1
2
(1－ν)β1

2＋(1＋ν)(1＋4β1
2 ln β1)

1－ν＋(1＋ν)β1
2

 

β1=
b1
a1
 

ρ1=
r1
a1
 

ここで， 

Mr1 ：縮小板に生じる半径方向の曲げモ－メント（kN・mm/mm） 

Mθ1 ：縮小板に生じる周方向の曲げモ－メント（kN・mm/mm） 

p0  ：縮小板に作用する単位面積あたりの等分布荷重（kN/mm2） 

a1  ：縮小板の外半径（mm） 

ν    ：ポアソン比 

b1  ：縮小板の内半径（mm） 

r1  ：縮小板の中心から半径方向の距離（mm） 

κ1，β1，ρ1：係数 

 

表 3.9.1－2 縮小板に作用する曲げモ－メントの計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

p0 kN/mm2 
縮小板に作用する単位面積あたり

の等分布荷重 
1.944×10-4 

a1 mm 縮小板の外半径 1925 

b1 mm 縮小板の内半径  

ν － ポアソン比 0.3 

r1 mm 縮小板の中心から半径方向の距離 1925 
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上記の評価式に，表 3.9.1－2 の入力値を代入すると縮小板に生じる曲げモ－メ

ントは以下のとおりとなる。 

 

β1 =
b1
a1
 

= 1925⁄  

= 0.61039 

ρ1 =
r1
a1
 

= 1925 1925⁄  

= 1.0000 

 

κ1= β1
2
(1－ν)β1

2＋(1＋ν)(1＋4β1
2 ln β1)

1－ν＋(1＋ν)β1
2

 

=0.610392
(1 − 0.3) × 0.610392＋(1＋0.3)(1＋4×0.610392 ln 0.61039)

1－0.3＋(1＋0.3) × 0.610392
 

= 0.19013 

 

Mr1=
p0a1

2

16
[(1＋ν)(1 − κ1)＋4β1

2 − (3＋ν)ρ1
2 −

(1 − ν)κ1
ρ1
2 ＋4β1

2(1＋ν) ln ρ1] 

= 
1.944 × 10−4 × 1,9252

16
[(1＋0.3)(1 − 0.19013)＋4×0.610392 − (3＋0.3) × 1.00002

−
(1 − 0.3) × 0.19013

1.00002
＋4×0.610392×(1＋0.3) ln 1.0000] 

= −40.07 kN ∙ mm mm⁄  

 

Mθ1=
p0a1

2

16
[(1＋ν)(1 − κ1)＋4νβ1

2 − (1＋3ν)ρ1
2 −

(1 − ν)κ1

ρ1
2 ＋4β1

2(1＋ν) ln ρ1] 

=
1.944 × 10−4 × 1,9252

16
[(1+0.3)(1 − 0.19013)＋4×0.3×0.610392

− (1＋3×0.3) × 1.00002＋
(1 − 0.3) × 0.19013

1.00002
＋4×0.610392×(1+0.3) ln 1.0000] 

= −12.02 kN ∙ mm mm⁄   
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(3) 縮小板に生じる最大曲げ応力度 

縮小板に生じる最大曲げ応力度について，「構造力学公式集（（社）土木学会，

1986 年）」に基づき，以下の式より算出する。また，縮小板に生じる最大曲げ応力

度の計算に用いる入力値を表 3.9.1－3 に示す。 

 σ1 =
√Mr1

2 ＋Mθ1
2

Z1
 

 Z1 =
t1
2

6
 

ここで， 

σ1  ：縮小板に生じる最大曲げ応力度（N/mm2） 

Mr1 ：縮小板に生じる半径方向の曲げモ－メント（kN・mm/mm） 

Mθ1 ：縮小板に生じる周方向の曲げモ－メント（kN・mm/mm） 

Z1  ：縮小板の断面係数（mm3/mm） 

t1  ：縮小板の板厚（mm） 

 

表 3.9.1－3 縮小板に生じる最大曲げ応力度の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

t1  mm 縮小板の板厚 40 

Mr1 kN・mm/mm 縮小板に生じる半径方向の曲げモ－メント 40.07 

Mθ1 kN・mm/mm 縮小板に生じる周方向の曲げモ－メント 12.02 

 

上記の評価式に，表 3.9.1－3 の入力値を代入すると縮小板に生じる最大曲げ応

力度は以下のとおりとなる。 

Z1 =
t1
2

6
 

=
402

6
 

= 266.67 mm3 

σ1 =
√Mr1

2 ＋Mθ1
2

Z1
 

=
√(40.07)2＋(12.02)2

266.67
 

= 0.1569 kN mm2⁄  

≒ 157 N mm2⁄  
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(4) 縮小板に生じる最大せん断応力度 

縮小板に生じる最大せん断応力度について，以下の式より算出する。また，縮小

板に生じる最大せん断応力度の計算に用いる入力値を表 3.9.1－4 に示す。 

 τ1 =
S1
A12

 

 A12 = 2 ∙ π ∙ a1 ∙ t1 

ここで， 

τ1 ：縮小板に生じる最大せん断応力度（kN/mm2） 

A12 ：縮小板の有効せん断面積（mm2） 

S1 ：縮小板に作用するせん断力（＝P）(kN) 

P ：縮小板に作用する地震時荷重（kN） 

a1 ：縮小板の外半径（mm） 

t1 ：縮小板の板厚（mm） 

 

表 3.9.1－4 縮小板に生じる最大せん断応力度の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

S1 kN 縮小板に作用するせん断力 1420 

a1 mm 縮小板の外半径 1925 

t1 mm 縮小板の板厚 40 

 

上記の評価式に，表 3.9.1－4 の入力値を代入すると縮小板に生じる最大せん断

応力度は以下のとおりとなる。 

 

A12 = 2 ∙ π ∙ a1 ∙ t1 

= 2 × 3.1416 ×1925×40 

= 483806 mm2 

 

τ1 =
S1
A12

 

=
1420

483806
 

= 0.00293 kN mm2⁄  

≒ 3 N mm2⁄  
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3.9.2 固定ボルト 

固定ボルトの管軸方向（水平方向）に対する耐震評価を実施する。固定ボルトに

は，縮小板に作用する水平力により固定ボルトに作用する引張力に加え，縮小板外

縁に生じる曲げモーメントに伴い固定ボルトに作用する引張力を有効断面積で除

することで求めた応力度が許容応力度以下であることを確認する。 

評価対象位置図を図 3.9.2－1 に，固定ボルトのモデル図を図 3.9.2－2 に示

す。 

  

図 3.9.2－1 評価対象部位（固定ボルト） 

 

図 3.9.2－2 取水管（固定ボルト）のモデル図  

外側固定ボルト

内側固定ボルト

取水管（管胴部）

フィラー材

取水管（フランジ部）

取付板

縮小板

T1

外側固定ボルト

内側固定ボルト

１号機取水槽 １号機取水管

T2
縮小板外縁に作用する
曲げモーメントに伴い生

じる固定ボルトの引張力

縮小板に作用する
水平力により生じる

固定ボルトの引張力

縮小板外縁に作用する
曲げモーメント

【凡例】 

赤字：評価対象部位 
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(1) 固定ボルトに生じる最大応力度 

固定ボルトに生じる最大応力度は，以下の式より算出する。また，固定ボルトに

生じる最大応力度の計算に用いる入力値を表 3.9.2-1 に示す。 

なお，縮小板に生じる曲げモーメントは半径方向及び周方向の曲げモーメントの

合力とした。 

 T = T1 + T2 

 T1 =
P

n
 

 T2 = M ∙ π ∙ D1 ∙
1

n ∙ l1
 

 M = √Mr1
2 ＋Mθ1

2  

 σb＝
T

A
 

 

ここで， 

T ：内側固定ボルトに作用する引張力（kN/本） 

T1 ：縮小板に作用する荷重により内側固定ボルトに作用する引張力（kN/本） 

T2 ：縮小板に生じる曲げモーメントにより内側固定ボルトに作用する 

引張力（kN/本） 

M ：縮小板に生じる曲げモーメント合力（kN・mm/mm） 

σb ：内側固定ボルトに生じる最大応力度（kN/mm2） 

P ：内側固定ボルトに作用する地震時荷重（kN） 

n ：内側固定ボルトの本数（本） 

D1 ：フランジ外径（mm） 

l1 ：支点間距離（mm） 

Mr1 ：縮小板に生じる半径方向の曲げモ－メント（kN・mm/mm） 

Mθ1 ：縮小板に生じる周方向の曲げモ－メント（kN・mm/mm） 

A ：内側固定ボルト 1 本の有効断面積（mm2） 
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表 3.9.2－1 固定ボルトに生じる最大応力度の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

D1 mm フランジ外径 3850 

l1 mm 支点間距離 111 

Mr1 kN・mm/mm 縮小板に生じる半径方向の曲げモ－メント 40.07 

Mθ1 kN・mm/mm 縮小板に生じる周方向の曲げモ－メント 12.02 

P kN 内側固定ボルトに作用する地震時荷重 1420 

n 本 内側固定ボルトの本数 40 

A mm2 内側固定ボルト１本の有効断面積 561 

 

上記の評価式に，表 3.9.2－1 の入力値を代入すると固定ボルトに生じる最大応

力度は以下のとおりとなる。 

T1 =
P

n
 

  =
1420

40
 

  = 35.5 kN/本 
 

M = √Mr1
2 ＋Mθ1

2  

= √40.072＋12.022 

= 41.83 kN ∙ mm/mm 
 

T2 = M ∙ π ∙ D1 ∙
1

n ∙ l1
 

= 41.83 × 3.1416 × 3850 ×
1

40 × 111
 

= 113.95 kN/本 
 

σ𝑏＝
T

A
 

  =
35.5 + 113.95

561
 

  = 0.2663 kN/mm2 

= 266 N/mm2  
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3.9.3 取水管（フランジ部） 

取水管（フランジ部）の管軸方向（水平方向）に対する耐震評価を実施する。取

水管（フランジ部）は内側固定ボルトを介して荷重が作用するものとして，内径を

固定とする有孔円板に等分布荷重が作用することで取水管（フランジ部）に生じる

応力度が許容限界以下であることを確認する。 

評価対象位置図を図 3.9.3－1 に，取水管（フランジ部）のモデル図を図 3.9.3－

2 に示す。 

 

 

図 3.9.3－1 評価対象位置図（取水管（フランジ部）） 

 

 
 

図 3.9.3－2 取水管（フランジ部）のモデル図 

  

外側固定ボルト

内側固定ボルト
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(1) 取水管（フランジ部）に作用する単位長さあたりの等分布荷重 

取水管（フランジ部）に作用する単位長さあたりの等分布荷重は，以下の式より

算出する。また，取水管（フランジ部）に作用する単位長さあたりの等分布荷重の

計算に用いる入力値を表 3.9.3－1 に示す。 

 P′＝
P

Lf
 

 Lf＝2 ∙ π ∙ bf 

ここで， 

P′ ：取水管（フランジ部）に作用する単位長さあたりの等分布荷重（kN/mm） 

Lf ：取水管（フランジ部）の外周長（mm） 

P ：取水管（フランジ部）に作用する地震時荷重（kN） 

bf ：取水管（フランジ部）の外半径（mm） 

 

表 3.9.3－1 取水管（フランジ部）に作用する単位長さあたりの 

等分布荷重の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

P kN 取水管（フランジ部）に作用する地震時荷重 1452 

bf mm 取水管（フランジ部）の外半径 1814 

 

上記の評価式に，表 3.9.3－1 の入力値を代入すると，取水管（フランジ部）に

作用する単位長さあたりの等分布荷重は以下のとおりとなる。 

 

Lf＝2 × π × bf 

＝2 × 3.1416 × 1814 

＝11398 mm 

P′＝
P

Lf
 

＝
1452

11398
 

＝0.127 kN mm⁄  
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(2) 取水管（フランジ部）に生じる曲げモ－メント 

取水管（フランジ部）に生じる曲げモ－メントについて，「構造力学公式集（（社）

土木学会，1986 年）」に基づき，以下の式より算出する。また，取水管（フランジ

部）に生じる曲げモ－メントの計算に用いる入力値を表 3.9.3－2 に示す。 

 Mrf=
P′afβf
2

[−1 + (1＋ν)κf + (1 − ν)
κf

pf
2 − (1＋ν) ln ρf] 

 Mθf＝
P′afβf
2

[−ν + (1＋ν)κf − (1 − ν)
κf

pf
2 − (1＋ν) ln ρf] 

 κf=βf
2 1＋(1＋ν) ln βf

1－ν＋(1＋ν)βf
2

 

 βf =
bf
af
 

 ρf =
rf
af 

 

ここで， 

Mrf ：取水管（フランジ部）に生じる半径方向の曲げモ－メント（kN・mm/mm） 

Mθf ：取水管（フランジ部）に生じる周方向の曲げモ－メント（kN・mm/mm） 

P′ ：取水管（フランジ部）に作用する単位長さあたりの等分布荷重（kN/mm） 

af ：取水管（フランジ部）の内半径（mm） 

ν ：ポアソン比 

bf ：取水管（フランジ部）の外半径（mm） 

rf ：取水管（フランジ部）の中心から半径方向の距離（mm） 

κf，βf，ρf：係数 

 

表 3.9.3－2 取水管（フランジ部）に生じる曲げモ－メントの計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

P′ kN/mm 
取水管（フランジ部）に作用する単位

長さあたりの等分布荷重  
0.127 

ν － ポアソン比 0.3 

af mm 取水管（フランジ部）の内半径 1675 

bf mm 取水管（フランジ部）の外半径 1814 

rf mm 
取水管（フランジ部）の中心から半径

方向の距離 
1675 
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上記の評価式に，表 3.9.3－2 の入力値を代入すると取水管（フランジ部）に生

じる曲げモ－メントは以下のとおりとなる。 

βf ＝
bf
af

 

＝
1814

1675
 

＝1.0830 

ρf ＝
rf
af

 

＝
1675

1675
 

＝1.0000 

κf＝βf
2 1＋(1＋ν) ln βf

1－ν＋(1＋ν)βf
2

 

＝1.10632
1＋(1＋0.3) ln 1.0830

1－0.3＋(1＋0.3) × 1.08302
 

＝0.58184 

 

Mrf＝
P′afβf
2

[−1 + (1＋ν)κf + (1 − ν)
κf

ρf
2 − (1＋ν) ln ρf] 

＝
0.127 × 1675 × 1.0830

2
[−1 + (1＋0.3) × 0.60433 + (1 − 0.3)

0.60433

12
− (1＋0.3) ln 1] 

＝  18.85 kN ∙ mm mm⁄   

 

Mθf＝
P′afβf
2

[−ν + (1＋ν)κf − (1 − ν)
κf

pf
2 − (1＋ν) ln ρf] 

＝
0.127 × 1675 × 1.1063

2
[−0.3 + (1＋0.3) × 0.60433 − (1 − 0.3)

0.60433

12
− (1＋0.3) ln 1] 

＝5.66 kN ∙ mm mm⁄  
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(3) 取水管（フランジ部）に生じる最大曲げ応力度 

取水管（フランジ部）に生じる最大曲げ応力度について，「構造力学公式集（（社）

土木学会，1986 年）」に基づき以下の式より算出する。また，取水管（フランジ部）

に生じる最大曲げ応力度の計算に用いる入力値を表 3.9.3－3 に示す。 

 σf＝
√Mrf

2＋Mθf
2

Zf
 

 Zf=
tf
2

6
 

ここで， 

σf ：取水管（フランジ部）に生じる最大曲げ応力度（kN/mm2） 

Zf ：取水管（フランジ部）の断面係数（mm3） 

Mrf  ：取水管（フランジ部）に生じる半径方向の曲げモ－メント（kN・mm/mm） 

Mθf ：取水管（フランジ部）に生じる周方向の曲げモ－メント（kN・mm/mm） 

tf ：取水管（フランジ部）の板厚（mm） 

 

表 3.9.3－3 取水管（フランジ部）に生じる最大曲げ応力度の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Mrf  kN・mm/mm 
取水管（フランジ部）に生じる半

径方向の曲げモ－メント 
18.85 

Mθf kN・mm/mm 
取水管（フランジ部）に生じる周

方向の曲げモ－メント 
5.66 

tf mm 取水管（フランジ部）の板厚 46 

 

上記の評価式に，表 3.9.3－3 の入力値を代入すると取水管（フランジ部）に生

じる最大曲げ応力度は以下のとおりとなる。 

Zf＝
462

6
 

＝352.7 mm3 
 

σf＝
√Mrf

2＋Mθf
2

Zf
 

＝
√18.852＋5.662

352.7
 

＝0.0558 kN mm2⁄  

≒ 56 N mm2⁄   
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(4) 取水管（フランジ部）に生じる最大せん断応力度 

取水管（フランジ部）に生じる最大せん断応力度は，以下の式より算出する。ま

た，取水管（フランジ部）に生じる最大せん断応力度の計算に用いる入力値を表

3.9.3－4 に示す。 

 τf=
Sf
A3

 

 A3 = tf ∙ lf 

 lf=π ∙ (Di＋2tp) 

ここで， 

τf ：取水管（フランジ部）に生じる最大せん断応力度（kN/mm2） 

A3 ：取水管（フランジ部）付け根の断面積（mm2） 

lf ：取水管（フランジ部）付け根の周長（mm） 

Sf ：取水管（フランジ部）に作用するせん断力（＝P）(kN) 

P ：取水管（フランジ部）に作用する地震時荷重（kN） 

tf ：取水管（フランジ部）の板厚（mm） 

Di ：取水管（フランジ部）の管内径（mm） 

tp ：取水管（管胴部）の管厚（mm） 

 

表 3.9.3－4 取水管（フランジ部）に生じる最大せん断応力度の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Sf kN 取水管（フランジ部）に作用するせん断力 1452 

Di mm 取水管（フランジ部）の管内径 3350 

tp mm 取水管（管胴部）の管厚 24 

𝑡f mm 取水管（フランジ部）の板厚 46 

 

上記の評価式に，表 3.9.3－4 の入力値を代入すると取水管（フランジ部）に生

じる最大せん断応力度は以下のとおりとなる。 

 

lf＝π(Di+2tp) 

＝3.1416×(3350+2×24) 

＝10675 mm 

 

A3＝tf ∙ lf 

＝46×10675 

＝491050 mm2 
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τf=
Sf
A3

 

=
1452

491050
 

＝0.00296  kN mm2⁄  

≒3  N mm2⁄  
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3.9.4 取水管（管胴部） 

取水管（管胴部）には，取水管（管胴部）に生じる曲げモーメントに加え，取水

管（フランジ部）に生じる曲げモーメントを考慮する。取水管（管胴部）の検討で

は，１号機取水槽北側壁を固定端とした片持ちはりとして，管軸方向（水平方向）

及び管軸直交方向（鉛直方向）に対する耐震評価を実施する。 

評価対象位置図を図 3.9.4－1 に，取水管（管胴部）のモデル図を図 3.9.4－2 に

示す。 

 

図 3.9.4－1 評価対象位置図（取水管（管胴部）） 

 

 

図 3.9.4－2 取水管（管胴部）のモデル図  
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曲げモーメントの廻り込み
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(1) 取水管（管胴部）に生じる最大曲げ応力度 

取水管（管胴部）に生じる最大曲げ応力度は，以下の式より算出する。また，取

水管（管胴部）に生じる最大曲げ応力度の計算に用いる入力値を表 3.9.4－1 に示

す。 

 σd = √σdh
2 + σdv

2 + σt + σf 

 σdv =
Mdv

Zd
 

 σdh =
Mdh

Zd
 

 Mdv =
(W1 + P1) ∙ Ld

2
+ P2 ∙ (Ld +

Lf
2
) 

 Mdh =
P1 ∙ Ld
2

+ P2 ∙ (Ld +
Lf
2
) 

 Zd =
π

32 ∙ a1
∙ (a1

4 − b1
4) 

 σt =
P3
Ad

 

 Ad = (a1
2 − b1

2) ×
π

4
 

ここで， 

σd ：取水管（管胴部）に生じる最大曲げ応力度（kN/mm2） 

σdv ：取水管（管胴部）に作用する鉛直方向の地震時荷重により生じる 

最大曲げ応力度（kN/mm2） 

σdh ：取水管（管胴部）に作用する水平方向の地震時荷重により生じる 

最大曲げ応力度（kN/mm2） 

Mdv ：取水管（管胴部）に作用する鉛直方向の地震時荷重により生じる 

曲げモ－メント（kN・mm/mm） 

Mdh ：取水管（管胴部）に作用する水平方向の地震時荷重により生じる 

曲げモ－メント（kN・mm/mm） 

Zd ：取水管（管胴部）の断面係数（mm3） 

σt ：縮小板に作用する地震時荷重により取水管（管胴部）に生じる 

最大引張応力度（kN/mm2） 

Ad ：取水管（管胴部）の作用面積（mm2） 

σf ：取水管（フランジ部）に生じる曲げモーメントにより 

取水管（管胴部）に生じる最大曲げ応力度（kN/mm2） 
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W1 ：取水管（管胴部）の自重（管内部の水を含む）（kN） 

P1 ：取水管（管胴部）に作用する地震時荷重（kN） 

Ld ：取水管（管胴部）の張り出し長さ（mm） 

P2 ：取水管（フランジ部）に作用する地震時荷重（kN） 

Lf ：取水管（フランジ部）の外周長（mm） 

a1 ：１号機取水管の外径（mm） 

b1 ：１号機取水管の内径（mm） 

P3 ：縮小板に作用する地震時荷重（kN） 

 

表 3.9.4－1 取水管（管胴部）に生じる曲げ応力度の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

σ𝑓 N/mm2 
取水管（フランジ部）に生じる曲げモーメントによ

り取水管（管胴部）に生じる最大曲げ応力度 
205 

W1 kN 取水管（管胴部）の自重（管内部の水を含む） 9 

P1 kN 取水管（管胴部）に作用する地震時荷重 352 

Ld mm 取水管（管胴部）の張り出し長さ  450 

P2 kN 取水管（フランジ部）に作用する地震時荷重 69 

P3 kN 縮小板に作用する地震時荷重（kN） 1420 

a1 mm １号機取水管の外径 3398 

b1 mm １号機取水管の内径 3350 

 

上記の評価式に，表 3.9.4－1 の入力値を代入すると取水管（管胴部）に生じる

最大曲げ応力度は以下のとおりとなる。 

Zd =
π

32 ∙ a1
∙ (a1

4 − b1
4) 

=
3.1416

32 × 3398
× (33984 − 33504) 

= 213076705.2 mm3 
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Mdv =
(W1 + P1) ∙ Ld

2
+ P2 ∙ (Ld +

Lf
2
) 

=
(9 + 352) × 450

2
+ 69 × (450 +

50

2
) 

= 114000 kN ∙ mm/mm 

 

Mdh =
P1 ∙ Ld
2

+ P2 ∙ (Ld +
Lf
2
) 

=
352 × 450

2
+ 69 × (450 +

50

2
) 

= 111975  kN ∙ mm/mm 

 

Ad = (a1
2 − b1

2) ×
π

4
 

Ad = (3398
2 − 33502) ×

3.1416

4
 

 = 254394.2 mm2 

 

σt＝
P3
Ad

 

=
1420

254394.2
 

= 0.005582 kN/mm2 

= 5.58 N/mm2 

 

σdv＝
Mdv

Zd
 

=
114000

213076705.2
 

= 0.000535 kN/mm2 

= 0.535 N/mm2 
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σdh =
Mdh

Zd
 

=
111975

213076206.9
 

= 0.000528 kN/mm2 

= 0.526 N/mm2 

 

σd = √σdh
2 + σdv

2 + σt + σf 

= √0.5352+0.5262 + 5.58 + 205 

= 211.33 N/mm2 

≒211 N/mm2 
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(2) 取水管（管胴部）に生じる最大せん断応力度 

取水管（管胴部）に生じるせん断応力度は，以下の式より算出する。また，取水

管（管胴部）に生じるせん断応力度の計算に用いる入力値を表 3.9.4－2 に示す。 

τd = √τdv
2 + τdh

2  

τdv =
Sdv +W1

A5
 

τdh =
Sdh
A5

 

Sdv = Sdh＝P 

A5 =
{(
Dd
2
+ tp)

2

∙ π − (
Dd
2 )

2

∙ π}

2
 

ここで， 

τd ：取水管（管胴部）に生じる最大せん断応力度（kN/mm2） 

τdv ：取水管（管胴部）に作用する鉛直方向の地震時荷重により 

生じる最大せん断応力度（kN/mm2） 

τdh ：取水管（管胴部）に作用する水平方向の地震時荷重により 

生じる最大せん断応力度（kN/mm2） 

Sdv ：取水管（管胴部）に作用する鉛直方向の地震時荷重により 

生じるせん断力（kN） 

Sdh ：取水管（管胴部）に作用する水平方向の地震時荷重により 

生じるせん断力（kN） 

A5 ：取水管（管胴部）の有効せん断面積（mm2） 

W1 ：取水管（管胴部）の自重（管内部の水を含む）（kN） 

Dd ：取水管（管胴部）の管内径（mm） 

tp ：取水管（管胴部）の管厚（mm） 

 

表 3.9.4－2 取水管（管胴部）に生じる最大せん断応力度の計算に用いる入力値 

記号 単位 定義 入力値 

Sdv, Sdh kN 取水管（管胴部）に作用する地震時荷重 421 

Dd mm 取水管（管胴部）の管内径 3350 

tp mm 取水管（管胴部）の管厚 24 
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上記の評価式に，表 3.9.4－2 の入力値を代入すると取水管（管胴部）に生じる

曲げ応力度は以下のとおりとなる。 

A5 =
{(
Di
2
＋tp)

2

∙ π − (
Di
2 )

2

∙ π}

2
 

=

{(
3350
2 ＋24)

2

∙ π − (
3350
2 )

2

∙ π}

2
 

= 127132.3mm2 

 

τdv =
Sdv +W1

A5
 

=
421 + 9

127132.3
 

= 0.00338 kN/mm2 

≒ 3.4 N/mm2 

 

τdv =
Sdv
A5

 

=
421

127132.3
 

= 0.00331 kN/mm2 

≒ 3.3 N/mm2 

 

τd = √τdv
2 + τdh

2  

= √3.42 + 3.32 

= 4.74N/mm2 

≒ 5 N/mm2 
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3.10 評価結果 

流路縮小工の耐震評価結果を表 3.10－1 に示す。各部材の断面照査を行った結果，す

べての部材において応力度が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 3.10－1 流路縮小工の耐震評価結果 

評価対象部位 発生応力度 短期許容応力度 照査値 

縮小板 
曲げ 157 N/mm2 235 N/mm2 0.67 

せん断 3 N/mm2 135 N/mm2 0.03 

固定ボルト 引張 266 N/mm2 560 N/mm2 0.48 

取水管 

（フランジ部） 

曲げ 56 N/mm2 215 N/mm2 0.26 

せん断 3 N/mm2 124 N/mm2 0.03 

取水管 

（管胴部） 

曲げ 211 N/mm2 235 N/mm2 0.90 

せん断 5 N/mm2 135 N/mm2 0.04 
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4. １号機取水槽北側壁の耐震評価 

4.1 概要 

１号機取水槽において，Ｓクラス施設である津波防護施設に分類される流路縮小工

の間接支持構造物である１号機取水槽北側壁が設計用地震力に対して，構造強度を有

することを確認する。 

 

4.2 評価条件 

4.2.1 適用規格 

１号機取水槽の耐震評価にあたっては，「コンクリート標準示方書［構造性能照査

編］（（社）土木学会，2002 年制定）」（以下「コンクリート標準示方書 2002」と

いう。），「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（（社）日本

電気協会）」（以下「ＪＥＡＧ４６０１－1987」という。）を適用するが，鉄筋コン

クリート部材の曲げ・軸力系及びせん断破壊の許容限界の一部については，「原子力

発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（（社）土木学会，2005

年）」（以下「土木学会マニュアル 2005」という。）及び「コンクリート標準示方書

2002」を適用する。なお，鉄筋コンクリート部材のうち PHb 工法適用部材のせん断破

壊の許容限界については「建設技術審査証明報告書 技術名称 後施工プレート定着型

せん断補強鉄筋「Post－Head－bar」，一般財団法人土木研究センタ一」（以下「建

設技術証明書」という。）を適用する。充填コンクリートの健全性評価については

「コンクリート標準示方書 2002」及び「コンクリート標準示方書[ダムコンクリート

編](（社）土木学会，2013 年制定)」（以下「コンクリート標準示方書 2013」とい

う。）を適用する。また，基礎地盤の支持性能の許容限界については，「道路橋示方

書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 14 年 3 月）」

を適用する。表 4.2.1－1 に適用する規格，基準類を示す。 
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表 4.2.1－1 適用する規格，基準類 

項目 適用する規格，基準値 備考 

使用材料及び

材料定数 
コンクリート標準示方書 2002 

鉄筋コンクリートの材料諸元 

（γ，Ｅ，ν） 

荷重及び荷重

の組合せ 
コンクリート標準示方書 2002 

永久荷重，偶発荷重等の適切な組合せ

を検討 

許容限界 

土木学会マニュアル 2005 
降伏曲げモーメントを設定し，発生曲

げモーメントが降伏曲げモーメントを

下回ることを確認 

せん断破壊に対する照査は，発生せん

断力がせん断耐力を下回ることを確認 

建設技術証明書 

コンクリート標準示方書 2002 

充填コンクリートの健全性評価のうち

引張強度における局所安全係数が 1.0

を超えることを確認 

コンクリート標準示方書 2013 

充填コンクリートの健全性評価のうち

せん断強度における局所安全係数が 1.0

を超えることを確認 

道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ

下部構造編）・同解説

（（社）日本道路協会，平成

14 年 3 月） 

基礎地盤の支持性能に対する照査は，

基礎地盤に発生する応力が極限支持力

度を下回ることを確認 

地震応答解析 ＪＥＡＧ４６０１－1987 
有限要素法による２次元モデルを用い

た時刻歴非線形解析 
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4.2.2 １号機取水槽構造概要及び補強の概要 

(1） １号機取水槽構造概要 

１号機取水槽の平面図を図 4.2.2－1 に，断面図を図 4.2.2－2 及び図 4.2.2－3

に示す。Ａ－Ａ断面及びＢ－Ｂ断面の地質断面図を図 4.2.2－4 及び図 4.2.2－5 に

示す。 

１号機取水槽は，地下２階構造となっており，上部は除じん機エリア，海水ポンプ

エリア，ストレーナエリアの３エリアに分かれている。下部は水路となっており，除

じん機エリアの下部は６連のボックスカルバート構造，海水ポンプエリアの下部は３

連のボックスカルバート構造となっている。 

1 号機取水槽の北側壁は，流路縮小工の間接支持構造物である。１号機取水槽北

側壁及び流路縮小工の位置図を図 4.2.2－6 に示す。 

 

 

図 4.2.2－1 １号機取水槽 平面図 
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図 4.2.2－2 １号機取水槽 断面図(Ａ－Ａ断面) 
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図 4.2.2－3 １号機取水槽 断面図(Ｂ－Ｂ断面) 
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（岩級図） 

 

（速度層図） 

図 4.2.2－4 １号機取水槽 地質断面図(Ａ－Ａ断面)  
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（岩級図） 

 

 

 

（速度層図） 

図 4.2.2－5 １号機取水槽 地質断面図(Ｂ－Ｂ断面) 
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図 4.2.2－6 １号機取水槽流路縮小工及び北側壁の範囲 

  

（単位：mm） 
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(2） １号機取水槽補強概要 

１号機取水槽の北側壁は，設計当時からの基準地震動Ｓｓの増大により，取水

槽の耐震性を確保するため，PHb 工法によるせん断補強を実施する。 

また，１号機取水槽北側壁と接続する部材の補強を目的に漸拡ダクト部にコン

クリートを充填する。漸拡ダクト部充填コンクリートには流路縮小工の内径と同

じ開口を設け，取水機能を確保する。ここで，漸拡ダクト部充填コンクリートの

南北方向の幅については，導流壁との干渉を避けたうえで，流路縮小工の内径以

上となるように決定した。なお，漸拡ダクト部充填コンクリートに設置した流路

縮小工の内径と同じ開口については，評価上考慮しないものの保守的に開口補強

筋を設置する。 

なお，１号機取水槽ピット部については下部に閉塞版を設置したのちに，コン

クリートを充填し，閉塞する。 

補強工事の一覧表を表 4.2.2－1 に示す。また，補強工事の詳細図面を図 4.2.2

－8～図 4.2.2－11 に１号機取水槽北側壁配筋図を図 4.2.2－12 に示す。 

 

表 4.2.2－1 補強工事一覧 

部材名 部材位置＊1 補強工事概要 

北側壁 ① PHb＊2 

漸拡ダクト部 ② 充填コンクリート打設＊3 

ピット部 ③ 充填コンクリート打設 

ピット部（閉塞版） ④ ピット部閉塞版鉄筋コンクリート打設 

注記＊1：部材位置図については図 4.2.2－7 に示す。 

     ＊2：１号機取水槽北側壁配筋図については図 4.2.2－12 に示す。 

     ＊3：充填コンクリート内部には流路縮小工と同じ大きさの開口を設置 

 

図 4.2.2－7 補強工事実施部材位置 
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図 4.2.2－8 補強工事実施後平面図 

 

 

図 4.2.2－9 補強工事実施図（Ａ－Ａ断面）  
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図 4.2.2－10 補強工事実施図（Ｂ－Ｂ断面） 

 

 

図 4.2.2－11 補強工事実施図（Ｃ－Ｃ断面） 
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図 4.2.2－12 １号機取水槽北側壁配筋図  

：PHb 工法：D19＠400×300，SD345 （単位：mm） 
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4.2.3 評価対象部材の選定 

１号機取水槽の耐震評価については，Ｓクラス施設である津波防護施設に分類

される流路縮小工の間接支持構造物である１号機取水槽北側壁が設計用地震力に

対して，構造強度を有することを確認する。また，１号機取水槽北側壁の耐震評

価の前提としてモデル化している漸拡ダクト部充填コンクリートの健全性につい

ても確認を行う。 

図 4.2.3－1 及び図 4.2.3－2 に評価対象部材を示す。 
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図 4.2.3－1 １号機取水槽評価対象部材平面図 

図 4.2.3－2 １号機取水槽評価対象部材断面図（Ａ－Ａ断面） 
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4.2.4 評価対象断面の選定 

１号機取水槽北側壁に対して，弱軸断面となる南北方向断面を評価対象断面と

して選定する。 
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4.2.5 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 4.2.5－1 に，材料の物性値を表 4.2.5－2 に示す。 

 

表 4.2.5－1 使用材料 

材料 仕様 

構造物 

コンクリート 設計基準強度 20.6N/mm2 

充填コンクリート 設計基準強度 21.0N/mm2 

鉄筋 SD345 

ＭＭＲ 設計基準強度 18.0N/mm2 

 

表 4.2.5－2 材料の物性値 

材料 
ヤング係数 

(N/mm2) 

単位体積重量 

(kN/m3) 
ポアソン比 

構造物 

（鉄筋コンクリート

構造物） 

2.33×104 24.0＊1 

0.2 

構造物 

（漸拡ダクト部充填

コンクリート）＊３ 

2.33×104 24.0＊1 

構造物 

（ピット部充填コン

クリート）＊３ 

2.33×104 24.0＊1 

ＭＭＲ 2.20×104 22.6＊2 

注記＊1：鉄筋コンクリートの単位体積重量を示す。 

＊2：無筋コンクリートの単位体積重量を示す。 

＊3：ヤング係数については設計基準強度 20.6N/mm2 の鉄筋コンクリート構造物 

と同様の値を設定し，単位体積重量については鉄筋コンクリートの重量を 

設定する。 
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4.2.6 地盤物性値 

地盤については，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定してい

る物性値を用いる。地盤の物性値を表 4.2.6－1 及び表 4.2.6－2 に示す。 

 

表 4.2.6－1 地盤の解析用物性値（岩盤） 

注記＊：入力地震動の算定においてのみ用いる解析用物性値 

 

  

層番号 
Ｓ波速度 

Ｖｓ（m/s） 

Ｐ波速度 

Ｖｐ(m/s) 

単位体積重量 

γ

（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

動せん断弾性係数 

Ｇｄ（×

105kN/m2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

□3 層 1600 3600 24.5 0.377 64.0    3 

□4 層 1950 4000 24.5 0.344 95.1    3 

□5 層＊ 2000 4050 26.0 0.339 105.9    3 

□6 層＊ 2350 4950 27.9 0.355 157.9    3 
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表 4.2.6－2 地盤の有効応力解析における解析用物性値（埋戻土） 

 解析用物性値 

物理特性 

密度 ρ＊1 (g/cm3) 
2.11 

【2.00】 

間隙率 ｎ  0.45 

変形特性 

動せん断弾性係数 Ｇｍａ
＊2

 (kN/m2) 163,600 

基準平均有効拘束圧 ρｍａ
’ ＊2 (kN/m2) 98.0 

ポアソン比 ν  0.33 

減衰定数の上限値 ｈｍａｘ  0.095 

強度特性 

粘着力 ｃ’ (N/mm2) 0.00 

内部摩擦角 φ’ (°) 39.75 

液状化特性 

変相角 φｐ (°) 28.0 

液状化パラメータ＊2 

Ｓ1 0.005 

ｗ1 4.190 

Ｐ1 0.500 

Ｐ2 0.980 

Ｃ1 2.016 

注記＊1：括弧内【】の数字は地下水位以浅の数値を表す。 

  ＊2：動せん断弾性係数，基準平均有効拘束圧及び液状化パラメータは代表的数値を示

す。 
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4.2.7 地下水位 

設計地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に従い設定す

る。設計地下水位の一覧を表 4.2.7－1 に示す。 

 

表 4.2.7－1 設計地下水位の一覧 

施設名称 解析断面 設計地下水位（EL m） 

１号機取水槽 Ａ－Ａ断面 3.0 
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4.2.8 耐震評価フロー 

１号機取水槽の耐震評価フローを図 4.2.8－1 に示す。 

 

 

図 4.2.8－1 １号機取水槽北側壁の耐震評価フロー 

  

評価開始 

評価方針 

評価対象断面の設定 

地震応答解析 

（２次元有限要素法解析） 

構造部材の応答値算定 

構造部材の健全性評価 

評価終了 

基礎地盤に生じる接地圧の算定 

基礎地盤の支持性能評価 

解析方法の設定 

荷重及び荷重の組合せの設定 

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄ 

 

入力地震動の算定 

（一次元波動論による 

地震応答解析） 

解析モデル及び諸元の設定 

（地盤物性のばらつきを考慮） 

常時応力解析 

許容限界の設定 

入力地震動 
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4.3 地震応答解析 

4.3.1 地震応答解析手法 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元有限要素法によ

り，基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振による

逐次時間積分の時刻歴応答解析により行うこととし，解析手法については，図

4.3.1－1 に示す解析手法の選定フローに基づき選定する。 

Ａ－Ａ断面は，設計地下水位以深の液状化対象層が施設と接するため解析手法

のフローに基づき「⑤有効応力解析」を選定する。なお，有効応力解析に加え，

液状化しない場合の影響を確認するため，全応力解析も実施する。 

構造部材の非線形特性については，鉄筋コンクリートのＭ－φ関係を適切にモ

デル化する。また地盤については平面ひずみ要素でモデル化することとし，この

うち岩盤及びＭＭＲについては，線形でモデル化する。埋戻土については，地盤

の剛性及び減衰のひずみ依存性を適切に考慮できるマルチスプリング要素でモデ

ル化することとし，ばね特性は双曲線モデル（H-D モデル）を用いて非線形性を考

慮する。 

地震応答解析の解析コードについては，有効応力解析及び全応力解析で「ＦＬ

ＩＰ」を使用する。なお，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要について

は，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

地震応答解析手法の選定フローを図 4.3.1－2 に示す。 
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図 4.3.1－1 解析手法の選定フロー 

  

土木構造物の代表断面 

 

 施設周辺に設計地下水位以深の液状化対象層が存在する 

施設周辺の設計地下水位が底版より高い 

液状化検討対象施設 

 地表面が傾斜している等，液状化による側方流動 

の影響を受ける可能性がある 

YES 

YES 

YES（③） 

有効応力解析 

NO（②） 

全応力解析 

NO（①） 

全応力解析 

NO 

Ａ－Ａ断面 

有効応力解析 

YES（⑤） 

NO（④） 
 

設計地下水位以深の液状化対象層が施設と 

接する又は施設側方に広範囲に分布する 



 

2.3.1－78 

 

 

図 4.3.1－2 地震応答解析手法の選定フロー 

 

  

【解析手法①】 

【構造モデル】 

ＳＴＡＲＴ 

質点系解析 ２次元有限要素解析 

【解析手法②】 

線形解析 等価線形解析 

はり要素 

（線形モデル） 

【地盤モデル】 

双曲線モデル 

（H-D モデル，修正 GHE モデル） 

指数関数モデル 

（修正 R-O モデル） 

非線形解析 

はり要素 

（Ｍ－φモデル） 

はり要素 

（ファイバーモデル） 

〇構造物と地盤の動的相互作用を 

考慮できる連成系の 

 地震応答解析手法を用いる 

〇地震応答解析手法は，線形，等価 

 線形，非線形のいずれかによること 

 （ガイドにおける要求事項） 

〇地盤の地震時における非線形性を 

 考慮する 

〇非線形はり要素でモデル化する 

〇地盤の応力－ひずみ関係を 

 モデル化する 
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4.3.2 地震応答解析モデルの設定 

(1) 解析モデル領域 

地震応答解析モデルは，境界条件の影響が地盤及び構造物の応力状態に影響を

及ぼさないよう，十分広い領域とする。「ＪＥＡＧ４６０１-1987」を参考に，図

4.3.2－1 に示すとおりモデル幅を構造物基礎幅の 5 倍以上，モデル高さを構造物

基礎幅の 1.5 倍～2 倍以上とする。 

１号機取水槽の解析モデル領域については，南側に 1 号機タービン建物及び 1

号機原子炉建物が隣接しているため，上記の考え方に加えて，隣接構造物外側の

地盤応答を適切に表現できる範囲までモデル化領域を拡大して設定する。 

なお，解析モデルの境界条件は，側面及び底面ともに粘性境界とする。 

地盤の要素分割については，波動をなめらかに表現するために，対象とする波

長の 5 分の 1 程度を考慮し，要素高さを 1m 程度まで細分割して設定する。 

構造物の要素分割については，「土木学会マニュアル」に従い，要素長さを部

材の断面厚さ又は有効高さの 2.0 倍以下とし，1.0 倍程度まで細分して設定する。 

 

 

図 4.3.2－1 モデル化範囲の考え方 

  

評価対象構造物 

基礎幅の 1.5～2 倍以上 
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有効応力解析において，２次元地震応答解析モデルは，検討対象構造物とその

周辺地盤をモデル化した不整形地盤に加え，この不整形地盤の左右に広がる地盤

をモデル化した自由地盤で構成される。この自由地盤は，不整形地盤の左右端と

同じ地質構成を有する１次元地盤モデルである。２次元地震応答解析における自

由地盤の常時応力解析から不整形地盤の地震応答解析までのフローを図 4.3.2－2

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3.2－2 自由地盤の常時応力解析から不整形地盤（二次元有限要素法）の 

地震応答解析までのフロー（有効応力解析） 

  

①自由地盤の常時応力解析 

②自由地盤の地震応答解析 

③不整形地盤（２次元有限要素

法）の常時応力解析 

③不整形地盤（２次元有限要素法）

の地震応答解析 
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(2) 境界条件 

a. 常時応力解析時 

常時応力解析は，地盤や構造物の自重等の静的な荷重を載荷することによる

常時応力を算定するために行う。そこで，常時応力解析時の境界条件は底面固

定とし，側方は自重等による地盤の鉛直方向の変形を拘束しないよう鉛直ロー

ラーとする。境界条件の概念図を図 4.3.2－3 に示す。 

 

 

図 4.3.2－3 常時応力解析における境界条件の概念図 

  

評価対象構造物 

基礎幅Ｂの 1.5～2 倍以上 
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b. 地震応答解析時 

地震応答解析時の境界条件については，有限要素解析における半無限地盤を

模擬するため，粘性境界を設ける。底面の粘性境界については，地震動の下降

波がモデル底面境界から半無限地盤へ通過していく状態を模擬するため，ダッ

シュポットを設定する。側方の粘性境界については，自由地盤の地盤振動と不

整形地盤側方の地盤振動の差分が側方を通過していく状態を模擬するため，自

由地盤の側方にダッシュポットを設定する。 

境界条件の概念図を図 4.3.2－4 に示す。 

 

 

図 4.3.2－4 地震応答解析における境界条件の概念図 

  

評価対象構造物 

基礎幅Ｂの 1.5～2 倍以上 
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(3) 構造物のモデル化 

１号機取水槽北側壁等の鉄筋コンクリート部材のうち１号機取水槽北側壁は非

線形はり要素，その他の部材は線形はり要素でモデル化する。また，漸拡ダクト

部充填コンクリート及びピット部充填コンクリートは平面ひずみ要素でモデル化

する。 

なお，１号機取水槽南北断面の妻壁の中で評価対象範囲である漸拡ダクト部に

位置する妻壁は，その他の屋外重要土木構造物の耐震評価の考え方と同様に保守

的にモデル化しない。一方，漸拡ダクト部より南側のエリアに位置する妻壁は１

号機取水槽の全体的な剛性を反映するため，平面ひずみ要素でモデル化する。 

 

(4) 隣接構造物のモデル化 

Ａ－Ａ断面において，1 号機タービン建物及び防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は取

水槽の隣接構造物に該当するため，1 号機タービン建物及び防波壁（多重鋼管杭式

擁壁）をモデル化する。 

以下に，それぞれの構造物のモデル化方針を示す。 

 

a. 1 号機タービン建物 

Ａ－Ａ断面の解析モデル範囲において隣接構造物となる１号機タービン建物

は，等価剛性として線形の平面ひずみ要素でモデル化する。 

１号機タービン建物は，Ⅵ-2-11-2-1-2「１号機タービン建物の耐震性につい

ての計算書」における多質点系モデル（多軸床柔多質点系モデル（水平））を基

に図 4.3.2－5 に示す手順で有限要素モデルを作成する。まず，多質点系モデル

のフロア毎に重量を，層毎に剛性を集約し，多質点系モデルと振動的に等価な単

軸モデル（水平，鉛直）を作成し，１次モードの固有周期が同等となるよう単軸

モデルのせん断断面積及び断面２次モーメントを補正する。その後，図 4.3.2－

6 に示す関係式を用いて，単軸モデルの水平剛性ＫＨ，鉛直剛性ＫＶ及び曲げ剛

性Ｋφを有限要素モデルのせん断剛性Ｇ，ポアソン比ν及びばね定数ｋｓに変換

し，単軸モデルと有限要素モデルが振動的に等価となるよう一致させる。なお，

重量については，各節点の分担長に応じて層毎に設定する。 

１号機タービン建物の有限要素モデルを図 4.3.2－7 に，有限要素モデルの平

面ひずみ要素の物性値を表 4.3.2－1 に，１次モードの固有周期の調整結果を表

4.3.2－2 に示す。 
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図 4.3.2－5 1 号機タービン建物の有限要素モデル作成の考え方 
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図 4.3.2－6 質点系モデルから有限要素モデルへのモデル化概要 

（原子力発電所の基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価技術＜技術資料＞ 

（土木学会，原子力土木委員会，2009 年 2 月）より抜粋） 
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図 4.3.2－7 1 号機タービン建物 有限要素モデル図 

 

表 4.3.2－1 原子炉建物（平面ひずみ要素）の物性値 

物性 

番号 

せん断弾性係数Ｇ 

(kN/m2) 

ヤング係数Ｅ 

(kN/m2) 
ポアソン比ν 

① 7.870×104 2.359×105 0.49873 

② 1.477×105 4.405×105 0.49120 

③ 1.436×105 3.367×105 0.17235 

④ 5.036×105 1.469×106 0.45850 

⑤ 5.398×105 1.571×106 0.45517 

⑥ 8.758×106 1.795×107 0.02478 
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表 4.3.2－2 固有周期（１次モード）の調整結果 

 有限要素モデル 
多質点系モデル 

（地盤ばねなし） 

水平方向 0.1135 0.1135 

鉛直方向 0.0416 0.0416 

 

b. 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は，Ⅵ-2-10-2-3-3「防波壁（多重鋼管杭式擁

壁）の耐震性についての計算書」に基づき，線形はり要素でモデル化する。 

 

(5) 地盤及びＭＭＲのモデル化 

地盤及びＭＭＲは線形の平面ひずみ要素でモデル化する。埋戻土は，地盤の非

線形性をマルチスプリング要素で考慮した平面ひずみ要素でモデル化する。ま

た，改良地盤については評価対象構造物から離れていること，分布が局所的であ

ることから埋戻土としてモデル化を行う。 

地盤のモデル化に用いる，地質断面図を図 4.3.2－8 に示す。 
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（速度層図） 

図 4.3.2－8 評価対象地質断面図（Ａ－Ａ断面） 
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(6) 地震応答解析モデル 

評価対象地質断面図を踏まえて設定した地震応答解析モデル図を図 4.3.2－9 に

示す。 

 

 

（全体図） 

 

（拡大図） 

図 4.3.2－9 地震応答解析モデル図（Ａ－Ａ断面）  
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(7) ジョイント要素の設定 

地盤と構造物との接合面にジョイント要素を設けることにより，地震時の地盤

と構造物の接合面における剥離及びすべりを考慮する。 

ジョイント要素は，地盤と構造物の接合面で法線方向及びせん断方向に対して

設定する。法線方向については，常時状態以上の引張荷重が生じた場合，剛性及

び応力をゼロとし，剥離を考慮する。せん断方向については，地盤と構造物の接

合面におけるせん断強度以上のせん断荷重が生じた場合，せん断剛性をゼロと

し，すべりを考慮する。 

せん断強度τf は次式の Mohr－Coulomb 式により規定される。粘着力с及び内部

摩擦角φは周辺地盤のс，φとし，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」

に基づき表 4.3.2－3 のとおりとする。また，要素間の粘着力с及び内部摩擦角φ

は表 4.3.2－4 のとおり設定する。 

なお，漸拡ダクト部及びピット部の充填コンクリートについては，周囲を側

壁，底版等に囲まれており，側壁，底版等に目荒らしを行ったうえで，打設する

ため一体で挙動することから，ジョイント要素は設定しない。 

 

τf＝ｃ＋σtanφ 

    ここに， τf：せん断強度 

         ｃ：粘着力（＝初期せん断強度τ０） 

         φ：内部摩擦角 

 

表 4.3.2－3 周辺地盤との境界に用いる強度特性 

地盤 粘着力 c（N/mm2） 内部摩擦角φ（°） 

埋戻土 0.22 22 

岩盤（ＣＭ級） 1.23 52 

ＭＭＲ（ｆ’ｃｋ＝18.0N/mm2） 3.58 40 
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表 4.3.2－4 要素間の粘着力と内部摩擦角 

接合条件 粘着力ｃ 

（N/mm2） 

内部摩擦角φ 

（°） 材料１ 材料２ 

構造物 

無筋コンクリート＊1 材料２のｃ 材料２のφ 

埋戻土 材料２のｃ 材料２のφ 

岩盤 材料２のｃ 材料２のφ 

無筋コンクリート＊1 岩盤 －＊2 －＊2 

注記＊1：ＭＭＲ，置換コンクリート及び埋戻コンクリートの総称 

＊2：表面を露出させて打継処理が可能である箇所については，ジョイント要素を 

設定しない。 

 

ジョイント要素のばね定数は，「土木学会マニュアル 2005」を参考に，数値計

算上，不安定な挙動を起こさない程度に周囲材料の剛性よりも十分に大きな値を

設定する。表 4.3.2－5 にジョイント要素のばね定数を示す。 

また，ジョイント要素の力学特性を図 4.3.2－10 に，ジョイント要素の配置を

図 4.3.2－11 に示す。 

 

表 4.3.2－5 ジョイント要素のばね定数 

圧縮剛性ｋｎ 

（ｋN/m3） 

せん断剛性ｋｓ 

（ｋN/m3） 

1.0×107 1.0×107 

 

 

図 4.3.2－10 ジョイント要素の力学特性  
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（全体図） 

 

（拡大図） 

図 4.3.2－11 ジョイント要素の配置（Ａ－Ａ断面） 
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(8) 材料特性の設定 

有効応力解析における鉄筋コンクリート部材は，非線形はり要素でモデル化す

ることとし，図 4.3.2－12 に示すＭ－φ関係のトリリニアモデルとする。履歴特

性は，図 4.3.2－13 に示すとおり修正武田モデルを適用し，図 4.3.2－14 に示す

コンクリートの応力－ひずみ関係を考慮する。 

また，図 4.3.2－15 に鉄筋の応力－ひずみ関係を示す。 

 

 

（「土木学会マニュアル 2005」より引用） 

図 4.3.2－12 鉄筋コンクリート部材のＭ－φ関係 

 

 

（「道路橋示方書（Ⅴ耐震設計編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 14 年 3 月）」より引用） 

図 4.3.2－13 鉄筋コンクリート部材の履歴特性（修正武田モデル） 
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（「コンクリート標準示方書 2002」より引用） 

図 4.3.2－14 構造部材の非線形特性（コンクリートの応力－ひずみ関係） 

 

 

 

（「コンクリート標準示方書 2002」より引用） 

図 4.3.2－15 構造部材の非線形特性（鉄筋の応力－ひずみ関係） 
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4.3.3 減衰定数 

有効応力解析及び全応力解析における Rayleigh 減衰は，地震力による時系列で

の地盤剛性の軟化に伴う１次固有振動数の低振動数側へのシフトに応じて，地盤

応答の保守的な評価が行われるよう係数αを 0 として設定し，低振動数帯で減衰

α［Ｍ］の影響がない剛性比例型減衰としている。また，係数βは，「FLIP 研究

会 14 年間の検討成果のまとめ［理論編］」に基づきβ=0.002 と設定する。 
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4.3.4 荷重及び荷重の組合せ 

耐震評価にて考慮する荷重は，通常運転時の荷重（永久荷重）及び地震荷重を

抽出し，それぞれを組み合わせて設定する。地震荷重には，地震時土圧及び機

器・配管系からの反力による荷重が含まれるものとする。 

地震時に１号機取水槽に作用する機器・配管系からの反力については，機器・

配管系を解析モデルに付加質量として与えることで考慮する。 

荷重の組合せを表 4.3.4－1 に示す。 

 

表 4.3.4－1 荷重の組合せ 

種別 荷重 算定方法の概要 

永久荷重 

（常時荷重） 

固定

荷重 

躯体自重 〇 

設計図書に基づいて，対象構造物

の体積に材料の密度を乗じて設定

する。 

機器・配管荷重 〇 
機器・配管系の重量に基づいて設

定する。 

積載

荷重 

静止土圧 〇 常時応力解析により設定する。 

外水圧 〇 

地下水位に応じた静水圧として考

慮する。 

地下水の密度を考慮する。 

内水圧 〇 

内水位に応じた静水圧として考慮

する。 

海水の密度を考慮する。 

積雪荷重 〇 
地表面及び構造物天端に考慮す

る。 

土被り荷重 〇 常時応力解析により設定する。 

永久上載荷重 － 
地表面に恒常的に置かれる設備等

はないことから考慮しない。 

偶発荷重 

（地震荷重） 

水平地震動 〇 基準地震動Ｓｓによる水平・鉛直

同時加振を考慮する。 鉛直地震動 〇 

動水圧 ○ 

水位条件及び密度は，永久荷重の

うち内水圧と同様とする。 

地震時動水圧を付加質量により考

慮する。 
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(1) 機器・配管荷重 

地震時に１号機取水槽に作用する機器・配管系の荷重図を図 4.3.4－1 に荷重一

覧表を表 4.3.4－2 及び表 4.3.4－3 に示す。機器・配管荷重は，常時・地震時と

もに付加質量としてモデル化する。 

 

図 4.3.4－1 解析用機器・配管荷重図 

 

表 4.3.4－2 機器配管荷重一覧（分布荷重） 

範囲 位置 機器荷重 配管荷重 
浸水防止 

設備 

流路 

縮小工 

合計 

(kN/m2) 

a EL 1.500 1.29 8.90 － － 10.19 

b-1 EL 8.800 6.71 － － － 6.71 

b-2 EL 1.500 3.71 1.50 － － 5.21 

c-1 EL 8.800 － － 0.23 － 0.23 

c-2 EL 1.500 2.79 4.50 － － 7.29 

d-1 EL 8.800 － － 0.25 － 0.25 

d-2 EL 5.000 5.49 － － － 5.49 

e-1 EL 8.800 － － 0.25 － 0.25 

e-2 EL 5.000 5.56 － － － 5.56 

f EL 8.800 － － 0.29 － 0.29 

g EL 6.700 1.59 － － － 1.59 

h 開口部 － － － 5.71 5.71 
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表 4.3.4－3 機器配管荷重一覧（集中荷重） 

範囲 
合計 

(kN/m) 

Ａ 4.59 

Ｂ 2.19 

Ｃ 2.19 
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(2) 外水圧 

外水圧は，地下水位に応じた静水圧を設定する。地下水位については，「4.2.7 

地下水位」のとおりとし，地下水の密度として 1.00g/cm3 を考慮する。 

 

(3) 内水圧 

取水槽の内部には，EL 0.58m を内水位として設定する。設定の際は，海水の密

度として，1.03g/cm3 を考慮する。 

内水圧図を図 4.3.4－2 に示す。 

 

 

図 4.3.4－2 内水圧図 

 

(4) 積雪荷重 

積雪荷重は，Ⅵ-1-1-3-1-1「発電用原子炉施設に対する自然現象等における損

傷の防止に関する基本方針」に基づき，発電所敷地に最も近い気象官署である松

江地方気象台で観測された観測史上１位の月最深積雪 100cm に平均的な積雪荷重

を与えるための係数 0.35 を考慮し 35.0 ㎝とする。積雪荷重については，「松江

市建築基準法施行細則（平成 17 年 3 月 31 日，松江市規則第 234 号）」により，

積雪量１㎝ごとに 20N/m2 の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 
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(5) 動水圧 

動水圧は Westergaard 式から算定する。動水圧の設定箇所概要図を図 4.3.4－3

に示す。ここで，漸拡ダクト部充填コンクリートの水路開口部にかかる動水圧の

み，自由液面がない状態として算定する。その他については，自由液面のある状

態として算定する。 

図 4.3.4－3 動水圧図 

 

 

a. 水平方向の動水圧 

取水槽内部の海水を固定水として扱い，次式で算定する。水平方向動水圧の

分布図を図 4.3.4－4 に示す。 

pw =
7

8
× c × γw ×√(h × y) × kH  

pw：動水圧 

ｃ：補正係数 

Ｌ／ｈ＜1.5 の場合，ｃ＝Ｌ／(1.5ｈ) 

Ｌ／ｈ≧1.5 の場合，ｃ＝1.0 

Ｌ：水路幅 

ｈ：水深 

γw：海水の単位体積重量 

ｙ：水面から動水圧を求める点までの深さ 

kH：水平震度 
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図 4.3.4－4 水平方向の動水圧分布図 

 

 

b. 鉛直方向の動水圧 

取水槽内部の海水を固定水として扱い，次式で算定する。鉛直方向動水圧の分

布図を図 4.3.4－5 に示す。 

pw = kV × γw × h 

pw：動水圧 

kV：鉛直震度 

γw：海水の単位体積重量 

ｈ：水深 

 

 

図 4.3.4－5 鉛直方向の動水圧分布図 
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c. 漸拡ダクト部充填コンクリート水路開口部の動水圧 

漸拡ダクト部充填コンクリート水路開口部の海水を自由液面のないものとして

扱い，次式で算定する。 

pw = kV × γw × H/2 

pw：動水圧 

kV：鉛直震度 

γw：海水の単位体積重量 

Ｈ：水路開口部の高さ 
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4.3.5 地震応答解析の解析ケース 

(1) 耐震評価における解析ケース 

a. 地盤物性のばらつきを考慮した解析ケース 

Ａ－Ａ断面の周辺には主に埋戻土が分布していることから，埋戻土の初期せ

ん断弾性係数のばらつきを考慮する。 

解析ケースについては，非液状化の条件を仮定した解析ケース（表 4.3.5－1

に示すケース④及び⑤）を実施することにより，地盤物性のばらつきの影響を

網羅的に考慮する。 

地盤のばらつきの設定方法の詳細は，「補足-023-01 地盤の支持性能につい

て」に示す。 

 

表 4.3.5－1 解析ケース 

解析ケース 解析手法 

地盤物性 

埋戻土 

（Ｇ０：初期せん断 

弾性係数） 

岩盤 

（Ｇｄ：動せん断 

弾性係数） 

ケース① 

（基本ケース） 
有効応力解析 平均値 平均値 

ケース② 有効応力解析 平均値＋１σ 平均値 

ケース③ 有効応力解析 平均値－１σ 平均値 

ケース④ 全応力解析 平均値 平均値 

ケース⑤ 全応力解析 平均値＋１σ 平均値 

 

b. 耐震評価における解析ケースの組合せ 

耐震評価における解析ケースを表 4.3.5－2 に示す。耐震評価においては，基

準地震動Ｓｓ全波（６波）及びこれらに位相反転を考慮した地震動（６波）を

加えた全 12 波に対し，基本ケース（表 4.3.5－2 に示すケース①）を実施す

る。基本ケースにおいて，曲げ・軸力系の破壊，せん断破壊及び地盤の支持力

照査の照査項目ごとに照査値が 0.5 を超える照査項目に対して，最も厳しい地

震動を用いて，表 4.3.5－2 に示す解析ケース②～⑤を実施する。すべての照査

項目の照査値がいずれも 0.5 以下の場合は，照査値が最も厳しくなる地震動を

用いて，解析ケースを実施する。また，追加解析ケースを実施する地震動の選

定フローを図 4.3.5－1 に示す。 
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表 4.3.5－2 耐震評価における解析ケース 
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図 4.3.5－1 追加解析を実施する地震動の選定フロー 

START 

12 波 *を用いてケース① 

（基本ケース）の耐震評価を

実施 

ケース①（基本ケース）を用

いた 12 波に対する照査値が 

曲げ・軸力系の破壊＞ 0.5 

せん断破壊＞ 0.5 

基礎地盤の支持力照査＞ 0.5 

曲げ・軸力系の破壊,せん断

破壊,基礎地盤の支持力照査

の照査値のうち最も照査値

が厳しい地震動 1 波を選定 

曲げ・軸力系の破壊,せん断

破壊,基礎地盤の支持力照査

に対する,それぞれの照査項

目について,照査値が最も厳

しい地震動 1 波を選定 

曲げ・軸力系の破壊,せん断

破壊,基礎地盤の支持力照査

値のうち照査値が 0.5 を超

える照査項目について,照査

値が最も厳しい地震動 1 波

を選定 

曲げ,せん断,支持性能に対するそれぞれの照査項目について ,

上記解析ケースの結果を踏まえ ,さらに照査値を大きくなる可

能性がある場合は,追加解析及び耐震評価を実施 

END 

YES 

NO 

ケース①（基本ケース）を用い

た 12 波に対する照査値が 

曲げ・軸力系の破壊≦ 0.5 

せん断破壊≦ 0.5 

基礎地盤の支持力照査≦ 0.5 

NO 

YES 

注記＊：基準地震動 Ss 波（6 波）に位相反転を考慮した地震

動（6 波）を加えた 12 波 

選定した地震動を用い, 

ケース②～⑤ 

の耐震評価を実施 
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(2) 流路縮小工に対する応答加速度抽出のための解析ケース 

流路縮小工に対する応答加速度抽出においては，基準地震動Ｓｓ全波（６波）

及びこれらに位相反転を考慮した地震動（６波）を加えた全 12 波に対し，解析

ケース①（基本ケース）を実施する。 

また，津波に伴う荷重と余震に伴う荷重作用時（以下「重畳時」という。）の

強度計算のため弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄに対し，解析ケース①（基本ケース）

を実施する。 

流路縮小工に対する応答加速度抽出における解析ケースを表 4.3.5－3 に示

す。 

 

表 4.3.5－3 応答加速度抽出における地震応答解析の解析ケース 

解析ケース 
ケース① 

基本ケース 

地盤物性 平均値 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

＋－＊ ○ 

－－＊ ○ 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） 
＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） 
＋＋＊ ○ 

－＋＊ ○ 

Ｓｄ－Ｄ ＋＋＊ ○ 

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位

相を反転させたケースを示す。 
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4.4 評価内容 

4.4.1 入力地震動の設定 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土

木構造物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓ

ｓを一次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。

なお，入力地震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能

に係る基本方針」のうち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用

いる。 

図 4.4.1－1 に入力地震動算定の概念図を示す。入力地震動の算定には，解析コ

ード「ＳＨＡＫＥ」及び「ｍｉｃｒｏＳＨＡＫＥ／３Ｄ」を使用する。解析コー

ドの検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ－5「計算機プログラム（解析コー

ド）の概要」に示す。 

 

 

図 4.4.1－1 入力地震動算定の概念図 

  

反射波
(F2)

▽ELｰ85m
(解析モデル下端位置)

▽EL-10m
(解放基盤表面)

▽ EL-215m

基準地震動
(2E0)

反射波
(F1)

入射波
(E1)

▽EL-215m

地表面
▽EL 8.5m
(地表面)

▽ELｰ85m

地下構造モデル 構造物位置地盤モデル

入力地震動
(2E2)

１号機取水槽

地震応答解析モデル

▽EL 8.5m

入射波
(E1)

反射波
(F1’)

入射波
(E2)

 

・逆応答解析においては解析プログラム
「ＳＨＡＫＥ」を使用

・順応答解析においては解析プログラム
「ｍｉｃｒｏＳＨＡＫＥ／３Ｄ」を使用

一次元波動論による

応答計算（順応答解
析）

一次元波動論による

応答計算（逆応答解
析）
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図 4.4.1－2～図 4.4.1－15 にＡ－Ａ断面の入力地震動の加速度時刻歴波形及び

加速度応答スペクトルを示す。 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4.4.1－2 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4.4.1－3 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4.4.1－4 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4.4.1－5 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4.4.1－6 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4.4.1－7 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4.4.1－8 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4.4.1－9 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4.4.1－10 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4.4.1－11 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4.4.1－12 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4.4.1－13 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4.4.1－14 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｄ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 4.4.1－15 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｄ－Ｄ） 
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4.4.2 許容限界の設定 

１号機取水槽北側壁の耐震安全性評価は，以下に示すように許容限界を設定し

照査を行う。 

耐震安全性評価は，限界状態設計法を用いることとし，限界状態設計法につい

ては以下に詳述する。 

 

(1) 1 号機取水槽北側壁の照査 

a. 曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

１号機取水槽北側壁はＳクラス施設である流路縮小工を間接支持する機能が

求められることから，構造物が終局限界に至らないことを確認する。 

ただし，照査対象となる１号機取水槽北側壁は PHb 工法を適用する部材であ

り，PHb 工法はおおむね弾性範囲となる状況下で使用することから，構造部材に

発生する曲げモーメントが鉄筋降伏に相当する降伏モーメントを下回ることを

確認する必要がある。 

以上を踏まえ，より厳しい許容限界である降伏モーメントによる評価を実施

することで，構造物が終局限界に至らないことも併せて確認する。 

鉄筋コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界を表 4.4.2－1 に，

曲げ・軸力系の破壊に対する照査（断面力）において考慮する安全係数を表

4.4.2－2 に示す。 
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表 4.4.2－1 曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

確認項目 許容限界 

構造強度を有すること 

（PHb 工法の適用性） 
曲げモーメント 降伏モーメント＊ 

注記＊：γｉ
Ｍ

ｄ

Ｍ
ｙ

<1.0 

ここで， 

・γｉ ：構造物係数(γｉ=1.0) 

・Ｍ
ｙ
 ：鉄筋降伏に相当する曲げモーメント 

・Ｍ
ｄ
 ：照査用曲げモーメント(Ｍ

ｄ
=γａ・Ｍ) 

・γａ ：構造解析係数(γａ = 1.0) 

・Ｍ ：発生曲げモーメント 

 

表 4.4.2－2 曲げ・軸力系の破壊に対する照査（断面力）において考慮する安全係数 

安全係数 

曲げ・軸力系の破壊に対

する照査 内容 

応答値算定 限界値算定 

材料係数 
コンクリート γｍｃ 1.0 1.3 

コンクリートの特性値を

低減 

鉄筋 γｍｓ 1.0 1.0 ― 

部材係数 γｂ ― 1.15 

曲げ耐力（断面降伏に相

当する曲げモーメント）

を低減 
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b. せん断破壊に対する許容限界 

照査対象となる１号機取水槽北側壁は，PHb 工法を適用する部材であるた

め，照査用せん断力が PHb によりせん断補強された部材のせん断耐力を下回る

ことを確認する。 

なお，設計上の保守的な配慮として，PHb によるせん断補強を配置する場合

は，対象とする構造部材の主鉄筋の降伏以下の場合に適用することとし，せん

断破壊に対する照査値は 0.80 程度とする。 

PHb を配置した構造部材のせん断耐力については，「建設技術証明書」に示

されている以下の設計式により求める。 
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PHb が負担するせん断耐力は，先端型定着体の定着長が 3.5D～5.5D であるこ

とから，通常のせん断鉄筋に比べ補強効率が低下する。PHb が負担するせん断耐

力は同定着長と補強対象部材の主鉄筋間隔から算出される有効率βａｗを通常の

せん断補強鉄筋の負担分に乗じることにより考慮されている。図 4.4.2－1 に有

効率算定における概念図を示す。 

 

 

 

図 4.4.2－1 ポストヘッドバー（PHb）の有効率算定の概念図 
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また，「土木学会マニュアル 2005」におけるせん断耐力式による評価におい

ては，表 4.4.2－3 に示すとおり，複数の安全係数が見込まれていることから，

せん断破壊に対して安全余裕を見込んだ評価を実施することが可能である。 

 

表 4.4.2－3 せん断耐力式による評価において考慮している安全係数 

安全係数 
せん断照査 

内容 
応答値算定 限界値算定 

材料係数 
コンクリート γｍｃ 1.0 1.3 

コンクリートの特性値を

低減 

鉄筋 γｍｓ 1.0 1.0 ― 

部材係数＊ 

コンクリート γｂｃ ― 1.3 
せん断耐力（コンクリー

ト負担分）を低減 

鉄筋 γｂｓ ― 1.1 
せん断耐力（鉄筋負担

分）を低減 

構造解析係数 γａ 1.05 ― 
応答値（断面力）の割り

増し 

注記＊：土木学会マニュアルでは，部材係数γｂ＝γｂ１・γｂ２とされている。 

 

γｂ１＝ {
1.3  （コンクリート））

1.1  （鉄筋）     
 

γｂ２＝

{
 
 

 
 1.0     (Ｒ≤0.01)    

100Ｒ＋2

3
 (0.01<Ｒ≤0.025) 

1.5    (Ｒ>0.025)    

 

ここで，Ｒ：層間変形角 

γｂ２は層間変形角の値によらず，部材が降伏していない状態であれば，γｂ２＝

1.0 としてよいとされている。 
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(2) 基礎地盤の支持機能に対する許容限界 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に

係る基本方針」に基づき，岩盤の極限支持力度とする。 

基礎地盤の支持性能に対する許容限界を表 4.4.2－4 に示す。 

 

表 4.4.2－4 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

評価項目 基礎地盤 
許容限界 

（N/mm2） 

極限支持力度 ＣＭ級岩盤 9.8 
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4.5 評価結果 

4.5.1 地震応答解析結果 

地震応答解析結果として曲げ・軸力系の破壊に対する照査及びせん断破壊に対

する照査を行っている項目のうち最も厳しい照査値に対する「断面力分布」，曲

げ・軸力系の破壊に対する照査及びせん断破壊に対する照査で最大照査値を示す

ケースの地盤の「最大せん断ひずみ分布」，「過剰間隙水圧比分布」を記載す

る。なお，断面力分布は単位奥行きあたりの断面力を図示する。 

 

(1) 解析ケースと照査値 

耐震評価においては，基準地震動Ｓｓ全波（６波）及びこれらに位相反転を考

慮した地震動（６波）を加えた全 12 波に対し，基本ケースを実施する。基本ケー

スにおいて，曲げ・軸力系の破壊，せん断破壊及び地盤の支持力照査の照査項目

ごとに照査値が 0.5 を超える照査項目に対して，最も厳しい地震動を用いて解析

ケース②～⑤を実施する。すべての照査項目の照査値がいずれも 0.5 以下の場合

は，照査値が最も厳しくなる地震動を用いて，解析ケース②～⑤を実施する。 

解析ケース②～⑤を実施する地震動について，表 4.5.1－1 に示す。 

上記実施ケ－スの結果を踏まえ，照査値に十分な裕度を有することから，追加

解析を実施しない。 

 

表 4.5.1－1 解析ケース②～⑤を実施する地震動 

断面 
解析ケース②～⑤を 

実施する地震動 
備考 

Ａ－Ａ断面 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） せん断破壊から選定 
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(2) 断面力分布（曲げ・軸力系の破壊に対する照査） 

曲げ・軸力系の破壊に対する照査において，最も厳しい照査値となる解析ケー

スの照査時刻における断面力図（曲げモーメント，軸力，せん断力）を図 4.5.1－

1 に示す。 
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(a)曲げモーメント（kN・m） 

 

(b)軸力（kN）（＋：引張，－：圧縮） 

 

(c)せん断力（kN） 

図 4.5.1－1（1） 曲げ・軸力系の破壊に対する照査値最大時の断面力図 

（Ａ－Ａ断面，解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（＋－）） 
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 0

 -500 (kN・m)
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16  2000
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 -2000 (kN)
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0 2(m)

-174

構造スケール
0 2(m)

 1000

 0

 -1000 (kN)

-1000応答値スケール 0 1000 (kN)
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(d)断面力分布図化範囲 

図 4.5.1－1（2） 曲げ・軸力系の破壊に対する照査値最大時の断面力図 

（Ａ－Ａ断面，解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（＋－））  
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(3) 断面力分布（せん断破壊に対する照査） 

せん断破壊に対する照査において，最も厳しい照査値となる解析ケースの照査

時刻における断面力図（曲げモーメント，軸力，せん断力）を図 4.5.1－2 に示

す。 
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(a)曲げモーメント（kN・m） 

 

 (b)軸力（kN）（＋：引張，－：圧縮） 

 

 (c)せん断力（kN） 

図 4.5.1－2（1） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力図 

（Ａ－Ａ断面，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（＋＋））  
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2.3.1－134 

 

 

 

(d)断面力分布図化範囲 

図 4.5.1－2（2） せん断破壊に対する照査値最大時の断面力図 

（Ａ－Ａ断面，解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（＋＋））  
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(4) 最大せん断ひずみ分布 

曲げ・軸力系の破壊に対する照査及びせん断破壊に対する照査で最大照査値を

示すケースについて，発生した最大せん断ひずみを確認する。 

最大照査値を示す解析ケースの一覧を表 4.5.1－2 に，最大せん断ひずみ分布図

を図 4.5.1－3 に示す。 

Ａ－Ａ断面においては，有効応力解析を実施していることから，構造物側方の

埋戻土において，１％を超えるせん断ひずみが発生している。 

 

 

表 4.5.1－2 最大照査値を示すケースの一覧 

対象断面 対象ケース 照査項目 

Ａ－Ａ断面 
解析ケース② 

Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 
せん断に対する照査 
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（全体図） 

 

 

 

（拡大図） 

図 4.5.1－3 最大せん断ひずみ分布図（Ａ－Ａ断面） 

（解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（＋＋）） 
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(5) 過剰間隙水圧比分布 

曲げ・軸力系の破壊に対する照査及びせん断破壊に対する照査で最大照査値を

示す結果について，地盤に発生した過剰間隙水圧比分布を確認する。 

最大照査値を示す解析ケースの一覧を表 4.5.1－3 に，過剰間隙水圧比分布図を

図 4.5.1－4 に示す。 

 

表 4.5.1－3 最大照査値を示すケースの一覧 

対象断面 対象ケース 照査項目 

Ａ－Ａ断面 
解析ケース② 

Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 
せん断に対する照査 
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（全体図） 

 

（拡大図） 

 

図 4.5.1－4 最大過剰間隙水圧比分布図（Ａ－Ａ断面） 

（解析ケース②，Ｓｓ－Ｄ（＋＋）） 
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4.5.2 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果 

PHb 工法の適用範囲内の確認における曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果を表

4.5.2－1 に示す。 

照査値は，発生値を許容限界で除した値として時々刻々求め，全時刻において

最大となる照査値を記載する。 

表 4.5.2－1 の全ケースにおいて，照査用モーメントが降伏モーメントを下回っ

ていることを確認した。 

 

表 4.5.2－1 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（PHb 工法の適用範囲内の確認） 

解析 

ケース 
地震動 

照査用 

モーメント 

Ｍｄ
＊(kN・

m) 

軸力 

(kN/m) 

降伏 

モーメント 

Ｍｙ(kN・m) 

照査値 

Ｍｄ/Ｍｙ 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ -92 23 -637 0.15 

－＋ -104 -47 -661 0.16 

＋－ -106 16 -639 0.17 

－－ -110 -152 -697 0.16 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ -94 -49 -662 0.15 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ -86 -29 -655 0.14 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ -69 -70 -669 0.11 

－＋ -74 -41 -659 0.12 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ -105 -205 -715 0.15 

－＋ -90 -27 -654 0.14 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ -87 -51 -662 0.14 

－＋ -89 -124 -687 0.13 

② Ｓｓ－Ｄ ＋＋ -92 38 -631 0.15 

③ Ｓｓ－Ｄ ＋＋ -102 7 -642 0.16 

④ Ｓｓ－Ｄ ＋＋ -99 7 -642 0.16 

⑤ Ｓｓ－Ｄ ＋＋ -93 5 -643 0.15 

注記＊：照査用モーメント＝発生モーメントＭ×構造解析係数γ
ａ
(＝1.0) 
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4.5.3 せん断破壊に対する評価結果 

構造強度を有することの確認におけるせん断破壊に対する評価結果を表 4.5.3－

1 に示す。照査値は，せん断力を許容限界で除した値として時々刻々求め，全時刻

において最大となる照査値を記載する。 

同表より，全ケースにおいて，照査用せん断力がせん断耐力を下回ることを確

認した。また，その際の照査値がおおむね 0.8 に収まっていることから，PHb 工

法の適用範囲内であることを確認した。 

 

表 4.5.3－1 せん断破壊に対する評価結果 

解析ケース 地震動 

照査用 

せん断力 

Ｖ
ｄ

＊(kN) 

せん断 

耐力 

Ｖ
ｙｄ

(kN) 

照査値 

Ｖ
ｄ
/Ｖ

ｙｄ
 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 196 743 0.27 

－＋ -228 977 0.24 

＋－ -247 997 0.25 

－－ -247 983 0.26 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ -194 979 0.20 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ -196 1015 0.20 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 150 804 0.19 

－＋ -180 1005 0.18 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ -227 1014 0.23 

－＋ -188 988 0.20 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 139 731 0.20 

－＋ -189 1050 0.18 

② Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 214 731 0.30 

③ Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 167 731 0.23 

④ Ｓｓ－Ｄ ＋＋ -191 989 0.20 

⑤ Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 151 731 0.21 

注記＊：照査用せん断力Ｖ
ｄ
＝発生せん断力Ｖ×構造解析係数γ

ａ
(＝1.05) 
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4.5.4 基礎地盤の支持性能に対する評価結果 

基礎地盤の支持性能に対する評価結果を表 4.5.4－1 に示す。また，最大接地圧

分布図を図 4.5.4－1 に示す。なお，最大接地圧についても漸拡ダクト部充填コン

クリート打設範囲を対象としている。 

同表より，基礎地盤に発生する最大接地圧が，極限支持力度を下回ることを確

認した。 

 

表 4.5.4－1 基礎地盤の支持性能に対する照査結果（Ａ－Ａ断面） 

解析 

ケース 
地震動 

最大接地圧 

Ｒ
ｄ
(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｒ
ｕ
(N/mm2) 

照査値 

Ｒ
ｄ
/Ｒ

ｕ
 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 2.05 9.8 0.21 

－＋ 1.90 9.8 0.20 

＋－ 2.26 9.8 0.24 

－－ 1.88 9.8 0.20 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 1.50 9.8 0.16 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 1.55 9.8 0.16 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 1.21 9.8 0.13 

－＋ 1.75 9.8 0.18 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋ 1.38 9.8 0.15 

－＋ 1.33 9.8 0.14 

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋ 1.40 9.8 0.15 

－＋ 1.33 9.8 0.14 

② Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 2.08 9.8 0.22 

③ Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 2.11 9.8 0.22 

④ Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 1.96 9.8 0.20 

⑤ Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 1.93 9.8 0.20 
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図 4.5.4－1 最大接地圧分布図（Ａ－Ａ断面） 

（解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（＋－）） 
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4.6 漸拡ダクト部充填コンクリートの評価 

4.6.1 評価概要 

流路縮小工の間接支持構造物である１号機取水槽北側壁の背面に漸拡ダクト部

充填コンクリートが存在することから，１号機取水槽北側壁の評価においては漸

拡ダクト部充填コンクリートが健全であることが前提となるため，漸拡ダクト部

充填コンクリートの健全性について確認する。 

 

4.6.2 評価方針 

漸拡ダクト部充填コンクリートの健全性評価としては，局所安全係数に対する

照査を実施する。局所安全係数に対する照査は各要素において，全時刻で実施す

る。なお，漸拡ダクト部充填コンクリートには開口補強筋を設置するが，保守的

に無筋コンクリートとして評価を行う。 

 

ｆ
ｓ
＝Ｒ／Ｓ 

ここに，ｆ
ｓ
：局所安全係数 

Ｒ：表 4.6.2－1 に示すせん断強度又は引張強度 

Ｓ：発生せん断応力又は発生引張応力 

 

表 4.6.2－1 漸拡ダクト部充填コンクリートの許容限界 

 評価項目 算定式 許容限界 

漸拡ダクト部 

充填コンクリート 

ｆ ’ｃｋ＝20.6（N/mm2） 

せん断強度（N/mm2） 1/5ｆ ’ｃｋ 4.12 

引張強度（N/mm2） 0.23ｆ ’ｃｋ
2/3 1.72 
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4.6.3 評価結果 

漸拡ダクト部充填コンクリートのせん断破壊に対する局所安全係数を表 4.6.3－

1 に，引張破壊に対する局所安全係数を表 4.6.3－2 に示す。局所安全係数につい

ては全時刻における最小値を記す。 

また，局所安全係数が最小となる地震動の全時刻における最大せん断応力分布

図及び最大引張応力分布図を図 4.6.3－1 及び図 4.6.3－2 に示す。 

表 4.6.3－1 及び表 4.6.3－2 より，すべての局所安全係数が 1.0 を上回ること

から，漸拡ダクト部充填コンクリートが健全であることを確認した。 

 

表 4.6.3－1 漸拡ダクト部充填コンクリートのせん断破壊に対する局所安全係数 

解析ケース 地震動 
せん断応力 

Ｓ（N/mm2） 

せん断強度 

Ｒ（N/mm2） 

局所安全係数 

ｆ
ｓ
 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 1.66 4.12 2.48 

－＋ 1.73 4.12 2.38 

＋－ 1.60 4.12 2.57 

－－ 1.79 4.12 2.30 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 1.20 4.12 3.43 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 1.46 4.12 2.82 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 1.54 4.12 2.67 

－＋ 1.24 4.12 3.32 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 1.30 4.12 3.16 

－＋ 1.37 4.12 3.00 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 1.48 4.12 2.78 

－＋ 1.21 4.12 3.40 

② Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 1.60 4.12 2.57 

③ Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 1.67 4.12 2.46 

④ Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 1.56 4.12 2.64 

⑤ Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 1.57 4.12 2.62 
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表 4.6.3－2 漸拡ダクト部充填コンクリートの引張破壊に対する局所安全係数 

解析ケース 地震動 
引張応力 

Ｓ（N/mm2） 

引張強度 

Ｒ（N/mm2） 

局所安全係

数 

ｆ
ｓ
 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 0.54 1.72 3.18 

－＋ 0.74 1.72 2.32 

＋－ 0.54 1.72 3.18 

－－ 0.70 1.72 2.45 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 0.29 1.72 5.93 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 0.53 1.72 3.24 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 0.56 1.72 3.07 

－＋ 0.40 1.72 4.30 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

＋＋ 0.41 1.72 4.19 

－＋ 0.49 1.72 3.51 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

＋＋ 0.42 1.72 4.09 

－＋ 0.32 1.72 5.37 

② Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 0.55 1.72 3.12 

③ Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 0.55 1.72 3.12 

④ Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 0.48 1.72 3.58 

⑤ Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 0.47 1.72 3.65 
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図 4.6.3－1 最大せん断応力分布図（Ａ－Ａ断面）（全時刻） 

（解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（－－）） 

 

 

 

 

 

図 4.6.3－2 最大引張応力分布図（Ａ－Ａ断面）（全時刻） 

（解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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2.5 漂流防止装置に関する補足説明 

2.5.1 漂流防止装置（係船柱）の耐震性についての計算書に関する補足説明 

2.5.2 漂流防止装置（係船柱）の強度計算書に関する補足説明 

2.5.3 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の耐震性についての計算書に関する補足説明 

2.5.4 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の耐震性についての計算書に関する補足説明 

 

 （参考資料 1）漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の許容限界の設定 

 （参考資料 2）漂流防止装置基礎の護岸構造の詳細 

 （参考資料 3）杭－地盤相互作用ばねモデルの概要 
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2.5.1-1 

1. 概要

本資料は，Ⅵ-2-別添 6-1「漂流防止装置の耐震計算の方針」に設定している構造強度及

び機能保持の設計方針に基づき，漂流防止装置（係船柱）が基準地震動Ｓｓに対して十分

な構造強度を有していることを確認するものである。 

漂流防止装置（係船柱）に要求される機能の維持を確認するにあたっては，応力評価に

基づく，施設の健全性評価を行う。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

漂流防止装置（係船柱）及び基礎の位置図を図 2.1－1 に示す。 

 

 

図 2.1－1 漂流防止装置（係船柱）位置図 

  

Ｎ

漂流防止装置（係船柱）
漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）

漂流防止装置（係船柱）
漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）

漂流防止装置（係船柱）
漂流防止装置基礎（荷揚護岸）

250 500m0
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2.2 構造概要 

漂流防止装置（係船柱）は，漂流防止装置基礎（荷揚護岸，多重鋼管杭）に，係船柱

をアンカーボルト及びアンカー板により固定する構造である。 

よって，漂流防止装置（係船柱）は係船柱，アンカーボルト及びアンカー板から構成

され，係船柱は燃料等輸送船の係留索と接続する。 

漂流防止装置の概要図を図 2.2－1 に，構造図を図 2.2－2 に示す。 

 

 

図 2.2－1 漂流防止装置（係船柱）の概要図 

  

凡例
漂流防止装置（係船柱）

― 係留索

多重鋼管杭天端
EL 7.0

多重鋼管杭天端
EL 7.0

荷揚護岸天端
EL 6.0

Ｎ

（平面図） （断面図）

（単位ｍ）
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図 2.2－2(1) 漂流防止装置（係船柱）の構造図 
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EL 7000

係船柱

アンカー板
アンカーボルト

アンカーボルト

アンカー板

（平面図） （アンカー図）

（正面図）

（単位ｍｍ）
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2.3 評価方針 

漂流防止装置（係船柱）の各部位の役割及び性能目標を表 2.3－1 及び表 2.3－2 に示

す。 

漂流防止装置（係船柱）の耐震評価は，表 2.3－3 に示すとおり，施設の健全性評価

を行い，構造強度を有することを確認する。 

漂流防止装置の耐震評価フローを図 2.3－1 に示す 
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表 2.3－1 漂流防止装置（係船柱）の各部位の役割 

部位の名称 地震時の役割 津波時の役割 

係船柱 － ・燃料等輸送船を係留する。 

アンカーボルト ・係船柱を支持する。 ・係船柱を支持する。 

アンカー板 ・係船柱を支持する。 ・係船柱を支持する。 

 

表 2.3－2 漂流防止装置基礎（係船柱）の各部位の性能目標 

部位の名称 
性能目標 

耐震性 耐津波性 

係船柱 

構造部材の健全性を保持するた

めに，係船柱がおおむね弾性状態

にとどまること。 

燃料等輸送船を係留するために，

係船柱がおおむね弾性状態にと

どまること。 

アンカーボ

ルト 

構造部材の健全性を保持するた

めに，アンカーボルトがおおむね

弾性状態にとどまること。 

構造部材の健全性を保持するた

めに，アンカーボルトがおおむね

弾性状態にとどまること。 

アンカー板 

構造部材の健全性を保持するた

めに，アンカー板がおおむね弾性

状態にとどまること。 

構造部材の健全性を保持するた

めに，アンカー板がおおむね弾性

状態にとどまること。 
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表 2.3－3 漂流防止装置（係船柱）の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度

を有する

こと 

施設の 

健全性 

係船柱 

発生する応力（曲げ

応力及びコンクリ

ートの支圧応力）が

許容限界以下であ

ることを確認 

短期許容応力度 

アンカーボルト 

発生する応力（引張

応力，せん断応力）

が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

アンカー板 

発生する応力（曲げ

応力及びコンクリ

ートの支圧応力）が

許容限界以下であ

ることを確認 

短期許容応力度 
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図 2.3－1 漂流防止装置（係船柱）の耐震評価フロー  

設計用地震力

許容限界の設定

荷重及び荷重の組合せの設定

評価対象部位の設定

評価方法の設定
・応力算定方法
・断面算定方法

耐震評価

評価条件の設定

基準地震動Ｓｓ

Ⅵ-2-別添6-2「漂流防止装置の耐震性について
の計算書」
2. 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の耐震性につ

いての計算書
3. 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の耐震性に

ついての計算書
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・港湾技研資料 No.102 けい船柱の標準設計（案）（運輸省港湾技術研究所，1970 年） 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 年改定） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年改訂） 

・コンクリート標準示方書［構造性能照査編］(（社）土木学会，2002 年制定） 

・日本産業規格（ＪＩＳ） 

・機械工学便覧 改訂第６版（（社）日本機械学会編，1977 年） 
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2.5 記号の説明 

漂流防止装置（係船柱）の耐震評価に用いる記号を表 2.5－1 に示す。 

 

表 2.5－1（1） 漂流防止装置（係船柱）の耐震評価に用いる記号（1/2） 

記号 単位 定義 

σｓ N/mm2 係船柱の直胴部縁応力度 

Ｍｓａ N・mm 係船柱の直胴部転倒モーメント 

ＰＨ N 基準地震動Ｓｓによる慣性力の水平成分 

Ｄ mm 係船柱の直胴部径 

Ｚｓａ mm3 係船柱の断面係数 

Ｐｖ N 基準地震動Ｓｓによる慣性力の鉛直成分 

Ａｓａ mm2 係船柱の断面積 

σｃ1 N/mm2 コンクリート（係船柱底板）の支圧応力度 

Ｒ1 mm 中心軸から係船柱底板端までの距離 

ｙ mm 中心軸と中立軸の距離 

ｎ － アンカーボルトとコンクリートの弾性係数比 

Ｇｓ mm3 アンカーボルトの中立軸のまわりの断面 1 次モーメント 

Ｇｃ mm3 コンクリートの中立軸のまわりの断面 1 次モーメント 

σｃ2 N/mm2 コンクリート（係船柱前面）の支圧応力度 

ＰＨ N 基準地震動Ｓｓによる慣性力の水平成分 

μ － 係船柱とコンクリートの摩擦係数 

Ｐｖｃ N/mm2 コンクリートの支圧力（≒0.7×ＰＨ） 

Ｈ1 mm 係船柱底板厚さ 

σｓ2 N/mm2 アンカーボルトに生じる引張応力度 

Ｒ1’ mm 中心軸からアンカーボルト位置までの距離 

τｓ N/mm2 アンカーボルトに生じるせん断応力度 

Ｎ 本 アンカーボルトの本数 

φｂ mm アンカーボルトの谷径 

ｐ N/mm2 等分布荷重 

φａ mm アンカーボルトの呼び径 
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表 2.5－1（2） 漂流防止装置（係船柱）の耐震評価に用いる記号（2/2） 

記号 単位 定義 

σｓｔ N/mm2 アンカー板に生じる曲げ応力度 

ｂ mm ナット二面幅 

ａ mm アンカー板幅 

ｔ mm アンカー板厚 

σｃ N/mm2 コンクリート（アンカー板上面）の支圧応力度 

τｃ N/mm2 コンクリート（アンカーボルト側面）のせん断応力度 

Ｌ mm アンカーボルトの埋込み長さ 
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3. 耐震評価 

3.1 評価対象部位 

漂流防止装置（係船柱）の評価対象部位は「2.2 構造概要」に示す構造上の特性を踏

まえ選定する。 

漂流防止装置（係船柱）に作用する基準地震動Ｓｓによる荷重は，係船柱，アンカー

ボルト及びアンカー板を介して周囲のコンクリートに伝達されることから，評価対象部

位を係船柱，アンカーボルト及びアンカー板とする。評価対象部位を図 3.1－1 に示す。 

また，漂流防止装置（係船柱）の周囲のコンクリートに対する評価も実施する。 

 

 

図 3.1－1 評価対象部位 

 

  

コンクリート打上げ面
EL 7000

係船柱

アンカー板
アンカーボルト

アンカーボルト

アンカー板

（平面図） （アンカー図）

（正面図）

（単位ｍｍ）
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3.2 荷重及び荷重の組合せ 

3.2.1 荷重 

耐震評価に用いる荷重を以下に示す。 

 

ａ. 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，漂流防止装置（係船柱）の自重を考慮する。 

 

ｂ. 地震荷重（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。「3.4 設計用地震力」で設定する設計

震度を用いて次式により算出する。 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

ここで， 

Ｓｓ：地震荷重(kN) 

Ｇ ：固定荷重(kN) 

ｋ ：設計震度 

 

3.2.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3.2.2－1 に示す。なお，漂流防止装置（係船柱）については，

地表面に突出する部分が僅かであることから，風荷重及び積雪荷重は考慮しない。 

 

表 3.2.2－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｓｓ 

Ｇ  ：固定荷重 

        Ｓｓ：地震荷重（基準地震動Ｓｓ） 
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3.3 許容限界 

漂流防止装置（係船柱）の許容限界は，「3.1 評価対象部位」にて設定した部位に対

し，Ⅵ-2-別添 6-1「漂流防止装置の耐震計算の方針」にて設定している許容限界を踏ま

えて設定する。 

 

3.3.1 使用材料 

漂流防止措置（係船柱）を構成する各部材の使用材料を表 3.3.1－1 に示す。 

 

3.3.1－1 使用材料 

材料 諸元 

係船柱 SC450，φ350 

アンカーボルト SS400，M56×1150 

アンカー板 SS400，225×t45 

コンクリート 設計基準強度 24N/mm2 

 

3.3.2 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-別添 6-1「漂流防止装置の耐震計算の方針」に基づき設定する。 

ａ. 係船柱 

係船柱の許容限界は，「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築

学会，2005 年改訂）」及び「ＪＩＳ Ｇ ５１０１ 炭素鋼鋳鋼品」を踏まえて

表 3.3.2－1 のとおり設定する。 

 

表 3.3.2－1 係船柱の許容限界 

材質 
許容応力度(N/mm2) 

曲げ せん断 

SC450 205 － 
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ｂ. アンカーボルト及びアンカー板 

アンカーボルト及びアンカー板の許容限界は，「各種合成構造設計指針・同解

説（（社）日本建築学会，2010 年改定）」に基づき算定した，表 3.3.2－3 のとお

り設定する。 

 

 

表 3.3.2－2 アンカーボルト及びアンカー板の許容限界 

材質 
許容応力度(N/mm2) 

曲げ せん断 

SS400 
t≦40 234 136 

40＜t≦100 215 124 

 

ｃ. コンクリート 

コンクリートの許容限界は，「コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（（社）

土木学会，2002 年制定）」に基づき,表 3.3.2－3 に示すとおり設定する。 

 

表 3.3.2－3 コンクリートの許容限界 

材質 
許容応力度(N/mm2) 

支圧 せん断 

コンクリート 

（設計基準強度 24N/mm2） 
17.5 0.67 
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3.4 設計用地震力 

漂流防止装置（係船柱）の耐震計算に用いる設計震度は，Ⅵ-2-別添 6-2「漂流防止装

置の耐震計算書」の「2. 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）についての耐震計算書」，「3. 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）についての耐震計算書」に示す地震応答解析を用いて，

漂流防止装置（係船柱）設置位置の最大応答加速度に基づき設定する。地震応答解析モ

デルの断面選定の考え方は，それぞれの耐震計算書のうち「3.1 評価対象断面」に示

す。 

表 3.4－1 に漂流防止装置基礎（荷揚護岸）及び漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）に

おける漂流防止装置（係船柱）設置位置の最大応答加速度及び震度を示す。これらの震

度を包絡するように，設計震度を設定した。 

地震応答解析に用いた断面位置の平面図及び解析モデル図を図 3.4－1 及び図 3.4－2

に，漂流防止装置基礎（荷揚護岸）及び漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の水平・鉛直

方向での最大応答加速度分布図を図 3.4－3 に示す。 

 

表 3.4－1（1） 設計用地震力（水平） 

地震動 
設置場所及び設置高さ 

(m) 
鉛直方向ｋH 

設計震度 

（水平） 

基準地震動Ｓｓ 

漂流防止装置基礎 

（荷揚護岸）：EL 6.0m 

1.6 

（1535cm/s2）＊ 
2.3 

漂流防止装置基礎 

（多重鋼管杭）：EL 7.0m 

2.3 

（2226cm/s2）＊ 

注記＊：（）内は最大地震応答加速度を示す。 

 

表 3.4－1（2） 設計用地震力（鉛直） 

地震動 
設置場所及び設置高さ 

(m) 
鉛直方向ｋＵＤ 

設計震度 

（鉛直） 

基準地震動Ｓｓ 

漂流防止装置基礎 

（荷揚護岸）：EL 6.0m 

1.8 

（1736cm/s2）＊ 
1.8 

漂流防止装置基礎 

（多重鋼管杭）：EL 7.0m 

0.6 

（508cm/s2）＊ 

注記＊：（）内は最大地震応答加速度を示す。 
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図 3.4－1 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭，荷揚護岸）の評価対象断面位置図 

  

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）
Ｎ

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）

250 500m0

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）

凡例

評価対象断面
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図 3.4－2(1) 地震応答解析モデル（漂流防止装置基礎（荷揚護岸）） 

 

 

図 3.4－2(2) 地震応答解析モデル（漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）） 
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図 3.4－3(1) 最大応答加速度分布図（漂流防止装置基礎（荷揚護岸））  

鉛直水平

加速度抽出範囲 
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図 3.4－3(2) 最大応答加速度分布図（漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）） 

  

構造スケール
0 2(m)

応答値スケール
0 2000(cm/s2)

2226 508

水平 鉛直

加速度抽出範囲 
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3.5 評価方法 

漂流防止装置（係船柱）を構成する各部材に生じる応力度が，許容限界以下であるこ

とを確認する。 

 

3.5.1 係船柱 

ａ. 係船柱の曲げ応力度 

係船柱に生じる曲げ応力度は，係船柱を片持ち梁として次式により算出し，係

船柱の許容限界以下であることを確認する。 

転倒モーメントのアーム長は，コンクリート打上面から係船柱の重心位置まで

であるが，安全側に転倒モーメントを算出するため，コンクリート打上面から係

船柱の直胴部の上端までをアーム長とした。 

係船柱のモデル図を図 3.5.1－1 に示す。 

 

σｓ＝Ｍｓａ／Ｚｓａ＋Ｐｖ／Ａｓａ 

ここで， 

σｓ ：係船柱の直胴部縁応力度（N/mm2） 

Ｍｓａ ：係船柱の直胴部転倒モーメント（N・mm） 

（Ｍｓａ＝ＰＨ・0.9Ｄ） 

ＰＨ ：基準地震動Ｓｓによる慣性力の水平成分（N） 

Ｄ ：係船柱の直胴部径 

Ｚｓａ ：係船柱の断面係数（mm3） 

Ｐｖ ：基準地震動Ｓｓによる慣性力の鉛直成分（N） 

Ａｓａ ：係船柱の断面積（mm2） 

 

図 3.5.1－1 係船柱のモデル図 

ＰH

Ｐv

：評価対象範囲

D

転倒モーメントアーム長
：直胴部長さ（=0.9D）

コンクリート打上面から
係船柱重心位置までの距離

単位：ｍｍ

コンクリート打上面より上部の
係船柱の重心位置
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ｂ. コンクリート（係船柱底板）の支圧応力度 

コンクリート（係船柱底板）に生じる支圧応力度は，「港湾技研資料 No.102 け

い船柱の標準設計（案）（運輸省港湾技術研究所，1970 年）」（以下「港湾技研

資料」という。）に基づき，コンクリートの偏心荷重を心外に受ける円形梁として

次式により算出し，底板コンクリートの許容限界以下であることを確認する。 

コンクリート（係船柱底板）のモデル図を図 3.5.1－2 に，アンカーボルト及び

コンクリートの応力計算の考え方を図 3.5.1－3 に示す。 

 

σｃ1＝Ｐｖ・（Ｒ1－ｙ）／（ｎ・Ｇｓ－Ｇｃ） 

ここで， 

σｃ1 ：コンクリート（係船柱底板）の支圧応力度（N/mm2） 

Ｐｖ ：基準地震動Ｓｓによる慣性力の鉛直成分（N） 

Ｒ1  ：中心軸から係船柱底板端までの距離（mm） 

ｙ  ：中心軸と中立軸の距離（mm） 

ｎ  ：アンカーボルトとコンクリートの弾性係数比 

Ｇｓ ：アンカーボルトの中立軸のまわりの断面 1 次モーメント（mm3） 

Ｇｃ ：コンクリートの中立軸のまわりの断面 1 次モーメント（mm3） 

 

 

 

図 3.5.1－2 コンクリート（係船柱底板）のモデル図 

 

  

ＰH

Ｐv

：評価対象範囲
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図 3.5.1－3 アンカーボルト及びコンクリートの応力計算の考え方 

（「港湾技研資料」抜粋）  
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ｃ. コンクリート（係船柱前面）の支圧応力度 

コンクリート（係船柱前面）に生じる支圧応力度は，次式より算出し，コンク

リートの許容限界以下であることを確認する。なお，安全側に基準地震動Ｓｓに

よる水平力に対し，アンカーボルトは負担しないものとして評価する。 

コンクリート（係船柱前面）のモデル図を図 3.5－4 に示す。 

 

σｃ2＝（ＰＨ－μ・Ｐｖｃ）／（Ｈ1・２Ｒ1） 

ここで， 

σｃ2 ：コンクリート（係船柱前面）の支圧応力度（N/mm2） 

ＰＨ ：基準地震動Ｓｓによる慣性力の水平成分（N） 

μ ：係船柱とコンクリートの摩擦係数 

Ｐｖｃ ：コンクリートの支圧力（≒0.7×ＰＨ）（N） 

Ｈ1 ：係船柱底板厚さ（mm） 

Ｒ1 ：中心軸から係船柱底板端までの距離（mm） 

 

  

図 3.5.1－4 コンクリート（係船柱前面）のモデル図 

 

  

▽コンクリート打上面

ＰH

Ｐv

：評価対象範囲
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3.5.2 アンカーボルト 

ａ. アンカーボルトの引張応力度 

アンカーボルトに生じる引張応力度は，「港湾技研資料」に基づき，コンクリー

トの偏心荷重を心外に受ける円形梁として次式により算出し，アンカーボルトの

許容限界以下であることを確認する。 

アンカーボルトのモデル図を図 3.5.2－1 に示す。 

 

σｓ2＝Ｐｖ・（Ｒ1’＋ｙ）／（Ｇｓ－Ｇｃ／ｎ） 

ここで， 

σｓ2 ：アンカーボルトに生じる引張応力度（N/mm2） 

Ｐｖ ：基準地震動Ｓｓによる慣性力の鉛直成分（N） 

Ｒ1’ ：中心軸からアンカーボルトまでの距離（mm） 

ｙ  ：中心軸と中立軸の距離（mm） 

Ｇｓ ：アンカーボルトの中立軸のまわりの断面 1 次モーメント（mm3） 

Ｇｃ ：コンクリートの中立軸のまわりの断面 1 次モーメント（mm3） 

ｎ  ：アンカーボルトとコンクリートの弾性係数比 

 

ｂ. アンカーボルトのせん断応力度 

アンカーボルトに生じるせん断応力度は，次式より算出し，アンカーボルトの

許容限界以下であることを確認する。 

なお，安全側にコンクリートの支圧強度及び摩擦抵抗は考慮しない。 

 

τｓ＝（ＰＨ／Ｎ）／（π／４・φｂ
2） 

ここで， 

τｓ ：アンカーボルトに生じるせん断応力度（N/mm2） 

ＰＨ ：基準地震動Ｓｓによる慣性力の水平成分（N） 

Ｎ  ：アンカーボルトの本数（本） 

φｂ ：アンカーボルトの谷径（mm） 
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図 3.5.2－1 アンカーボルトのモデル図 

 

  

：評価対象範囲

ＰH

Ｐv
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3.5.3 アンカー板 

ａ. アンカー板の曲げ応力度 

アンカー板に生じる曲げ応力度は，「港湾技研資料」及び「機械工学便覧 改訂

第６版（（社）日本機械学会編，1977 年）」（以下「機械工学便覧」という。）

に基づき，アンカー板に等分布荷重が作用するとして次式により算出し，アンカ

ー板の許容限界以下であることを確認する。 

アンカー板のモデル図を図 3.5.3－1 に，アンカー板に生じる曲げモーメントを

図 3.5.3－2 に示す。また，最大応力係数βは内外半径比（アンカー板幅ａとナッ

ト二面幅ｂの比，ｂ／ａ）によって決まる。内外半径比ｂ／ａと最大応力係数β

の対応表を図 3.5.3－3 に示す。 

 

ｐ＝ＰＶ／｛π／4・（4・φａ）2－（π／4×φａ
2）｝ 

σｓｔ＝β・ｐ・（ａ／2）2／ｔ2
 

ここで， 

ｐ  ：等分布荷重（N/mm2） 

ＰＶ ：基準地震動Ｓｓによる慣性力の鉛直成分（N） 

φａ ：アンカーボルトの呼び径（mm） 

σｓｔ ：アンカー板に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

β ：最大応力係数（＝ｂ／ａ） 

ｂ ：ナット二面幅（mm） 

ａ ：アンカー板幅（mm） 

ｔ ：アンカー板厚（mm） 
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図 3.5.3－1 アンカー板のモデル図 

 

図 3.5.3－2 アンカー板に生じる曲げモーメント（「港湾技研資料」抜粋）  

Ｐv

：評価対象範囲
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図 3.5.3－3（1） 内外半径比（ｂ／ａ）と応力係数（β）の対応表 

（「機械工学便覧」抜粋） 
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図 3.5.3－3（2） 内外半径比（ｂ／ａ）と応力係数（β）の対応表 

（「機械工学便覧」抜粋） 
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ｂ. コンクリート（アンカー板上面）の支圧応力度 

コンクリート（アンカー板上面）に生じる支圧応力度は，「港湾技研資料」に基

づき次式により算出し，コンクリートの許容限界以下であることを確認する。 

コンクリート（アンカー板上面）のモデル図を図 3.5.3－4 に，アンカーボルト

の引抜き力によるコンクリート応力を図 3.5.3－5 に示す。 

 

σｃ＝Ｐｖ／｛（π／4）・ａ2｝ 

ここで， 

σｃ ：コンクリート（アンカー板上面）の支圧応力度（N/mm2） 

Ｐｖ ：基準地震動Ｓｓによる慣性力の鉛直成分（N） 

ａ  ：アンカー板幅（mm） 

 

図 3.5.3－4 コンクリート（アンカー板上面）のモデル図 

  

：評価対象

Pv
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図 3.5.3－5 アンカーボルトの引抜き力によるコンクリート応力 

（「港湾技研資料」抜粋） 
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ｃ. コンクリート（アンカーボルト側面）のせん断応力度 

コンクリート（アンカーボルト側面）のせん断応力度は次式により算出し，コ

ンクリートの許容限界以下であることを確認する。コンクリート（アンカーボル

ト側面）のモデル図をを図 3.5.3－6 に示す。 

 

τｃ＝Ｐｖ／（Ｌ・π・ａ） 

ここで， 

τｃ ：コンクリート（アンカーボルト側面）のせん断応力度（N/mm2） 

Ｐｖ ：基準地震動Ｓｓによる慣性力の鉛直成分（N） 

Ｌ  ：アンカーボルトの埋込み長さ（mm） 

ａ  ：アンカー板幅（mm） 

 

図 3.5.3－6 コンクリート（アンカーボルト側面）のモデル図 

  

 

：評価対象

Ｐv
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4. 評価条件 

「3. 耐震評価」に用いる入力値を表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 耐震評価に用いる入力値 

対象部位 記号 単位 定義 入力値 

係船柱 

Ｍｓａ N・mm 係船柱の直胴部転倒モーメント 2524410 

Ｐｖ N 
基準地震動Ｓｓによる慣性力の鉛

直成分 
6250 

Ｄ mm 係船柱の胴部径 350 

Ｚｓａ mm3 係船柱の断面係数 2055972.3 

Ａｓａ mm2 係船柱の断面積 27397.8 

ｙ mm 中心軸と中立軸の距離 115.9 

Ｒ1 mm 
中心軸から係船柱底板端までの距

離 
420.0 

ｎ － 
アンカーボルトとコンクリートの

弾性係数比 
15 

Ｇｃ mm3 
コンクリートの中立軸のまわりの

断面 1 次モーメント 
17289181.7 

Ｇｓ mm3 
アンカーボルトの中立軸のまわり

の断面 1 次モーメント 
2108687.8 

ＰＨ N 
基準地震動Ｓｓによる慣性力の水

平成分 
8014 

μ － 係船柱とコンクリートの摩擦係数 0.3 

Ｈ1 mm 係船柱底板厚さ 70 

Ｒ1’ mm 
中心軸からアンカーボルト位置ま

での距離 
350.0 

アンカーボルト 

Ｎ 本 アンカーボルトの本数 6 

φｂ mm アンカーボルトの谷径 50.0 

φａ mm アンカーボルトの呼び径 56.0 

β － 最大応力係数 3 

アンカー板 

ｂ mm ナット二面幅 85.0 

ｔ mm アンカー板厚 45.0 

ｐ N/mm2 等分布荷重 0.17 

ａ mm アンカー板幅 225.0 

Ｌ mm アンカーボルトの埋込み長さ 850 
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5. 評価結果 

漂流防止装置（係船柱）の耐震評価結果を表 5－1 に示す。漂流防止装置（係船柱）の

各部材の発生応力度は許容限界以下であることから，漂流防止装置（係船柱）は構造健全

性を有することを確認した。 

 

表 5－1 漂流防止装置（係船柱）の照査結果 

評価対象部位 発生応力度 許容限界 照査値 

係船柱 

曲げ応力度 1.46 N/mm2 205 N/mm2 0.01 

コンクリート（係船柱底板） 

支圧応力度 
0.13 N/mm2 17.5 N/mm2 0.01 

コンクリート（係船柱前面） 

支圧応力度 
0.11 N/mm2 17.5 N/mm2 0.01 

アンカー

ボルト 

引張応力度 3.05 N/mm2 215 N/mm2 0.02 

せん断応力度 0.68 N/mm2 124 N/mm2 0.01 

アンカー

板 

アンカー板 

曲げ応力度 
3.17 N/mm2 215 N/mm2 0.02 

コンクリート（アンカー板上面） 

支圧応力度 
0.16 N/mm2 17.5 N/mm2 0.01 

コンクリート（アンカーボルト側面） 

せん断応力度 
0.01 N/mm2 0.67 N/mm2 0.02 

 

 

 



2. 浸水防護施設に関する補足説明資料 

2.5 漂流防止装置に関する補足説明 

2.5.2 漂流防止装置の強度計算書に関する補足説明 

 

目 次 

1. 概要 ······································································ 1 

2. 基本方針 ·································································· 2 

2.1 位置 ··································································· 2 

2.2 構造概要 ······························································· 3 

2.3 評価方針 ······························································· 7 

2.4 適用規格・基準等 ······················································ 11 

2.5 記号の説明 ···························································· 12 

3. 強度評価 ································································· 14 

3.1 評価対象部位 ·························································· 14 

3.2 荷重及び荷重の組合せ ·················································· 15 

3.2.1 荷重 ······························································ 15 

3.2.2 荷重の組合せ ······················································ 16 

3.3 許容限界 ······························································ 17 

3.3.1 使用材料 ·························································· 17 

3.3.2 許容限界 ·························································· 17 

3.4 評価方法 ······························································ 19 

3.4.1 係船柱 ···························································· 19 

3.4.2 アンカーボルト ···················································· 23 

3.4.3 アンカー板 ························································ 25 

4. 評価条件 ································································· 32 

5. 評価結果 ································································· 33 

 

 

 



 

2.5.2－1 

 

1. 概要 

本資料は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」に示すと

おり，漂流防止装置（係船柱）が燃料輸送船及びＬＬＷ輸送船（以下「燃料等輸送船」と

いう。）の流圧力に対する係留索の耐力（以下「係留力」という。）に対して十分な構造

強度を有していることを確認するものである。 

燃料等輸送船は，来襲までに時間的余裕がある津波の場合は緊急退避するが，来襲まで

に時間的余裕がない津波の場合は漂流防止装置（係船柱）に係留することとなる。したが

って，海域活断層に想定される地震による津波（基準津波４）の流圧力により作用する燃

料等輸送船の係留力に対して，漂流防止装置（係船柱）が十分な構造強度を有しているこ

とを確認する。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

漂流防止装置（係船柱）及び基礎の位置図を図 2.1－1 に示す。 

 

 

図 2.1－1 漂流防止装置（係船柱）の位置図 

  

Ｎ

漂流防止装置（係船柱）
漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）

漂流防止装置（係船柱）
漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）

漂流防止装置（係船柱）
漂流防止装置基礎（荷揚護岸）

250 500m0
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2.2 構造概要 

漂流防止装置（係船柱）は，漂流防止装置基礎（荷揚護岸，多重鋼管杭）に，係船柱

をアンカーボルト及びアンカー板により固定する構造である。 

よって，漂流防止装置（係船柱）は係船柱，アンカーボルト及びアンカー板から構成

され，係船柱は燃料等輸送船の係留索と接続する。 

漂流防止装置の概要図を図 2.2－1 に，構造図を図 2.2－2 に示す。 

 

 

図 2.2－1 漂流防止装置（係船柱）の概要図 

  

凡例
漂流防止装置（係船柱）

― 係留索

多重鋼管杭天端
EL 7.0

多重鋼管杭天端
EL 7.0

荷揚護岸天端
EL 6.0

Ｎ

（平面図） （断面図）

（単位ｍ）
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図 2.2－2(1) 漂流防止装置（係船柱）の構造図 

  

コンクリート打上げ面
EL 7000

係船柱

アンカー板
アンカーボルト

アンカーボルト

アンカー板

（平面図） （アンカー図）

（正面図）

（単位ｍｍ）
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2.3 評価方針 

漂流防止装置（係船柱）の各部位の役割及び性能目標を表 2.3－1 及び表 2.3－2 に示

す。 

漂流防止装置（係船柱）の強度評価は，海域活断層に想定される津波（基準津波４）

の流圧力により作用する燃料等輸送船の係留力に対し，表 2.3－3 に示すとおり，施設

の健全性評価を行い，構造強度を有することを確認する。 

漂流防止装置（係船柱）の強度評価フローを図 2.3－4 に示す 
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表 2.3－1 漂流防止装置（係船柱）の各部位の役割 

部位の名称 地震時の役割 津波時の役割 

係船柱 － ・燃料等輸送船を係留する。 

アンカーボルト ・係船柱を支持する。 ・係船柱を支持する。 

アンカー板 ・係船柱を支持する。 ・係船柱を支持する。 

 

表 2.3－2 漂流防止装置基礎（係船柱）の各部位の性能目標 

部位の名称 
性能目標 

耐震性 耐津波性 

係船柱 

構造部材の健全性を保持するた

めに，係船柱がおおむね弾性状態

にとどまること。 

燃料等輸送船を係留するために，

係船柱がおおむね弾性状態にと

どまること。 

アンカーボ

ルト 

構造部材の健全性を保持するた

めに，アンカーボルトがおおむね

弾性状態にとどまること。 

構造部材の健全性を保持するた

めに，アンカーボルトがおおむね

弾性状態にとどまること。 

アンカー板 

構造部材の健全性を保持するた

めに，アンカー板がおおむね弾性

状態にとどまること。 

構造部材の健全性を保持するた

めに，アンカー板がおおむね弾性

状態にとどまること。 
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表 2.3－3 漂流防止装置（係船柱）の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度

を有する

こと 

施設の 

健全性 

係船柱 

発生する応力（曲げ

応力及びコンクリ

ートの支圧応力）が

許容限界以下であ

ることを確認 

短期許容応力度 

アンカーボルト 

発生する応力（引張

応力，せん断応力）

が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

アンカー板 

発生する応力（曲げ

応力及びコンクリ

ートの支圧応力）が

許容限界以下であ

ることを確認 

短期許容応力度 
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図 2.3－4 漂流防止装置（係船柱）の強度評価フロー 

  

評価対象部位の設定

荷重及び荷重の組合せの設定

許容限界の設定

評価方法の設定

評価条件の設定

強度評価

強度評価結果の確認
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・港湾技研資料 No.102 けい船柱の標準設計（案）（運輸省港湾技術研究所，1970 年） 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 年改定） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年改訂） 

・コンクリート標準示方書［構造性能照査編］(（社）土木学会，2002 年制定） 

・日本産業規格（ＪＩＳ） 

・機械工学便覧 改訂第６版（（社）日本機械学会編，1977 年） 
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2.5 記号の説明 

漂流防止装置（係船柱）の強度評価に用いる記号を表 2.5―1 に示す。 

 

表 2.5－1（1） 漂流防止装置（係船柱）の強度評価に用いる記号（1/2） 

記号 単位 定義 

Ｐｐ N 係留力 

σｓ N/mm2 係船柱の直胴部縁応力度 

Ｍｓａ N・mm 係船柱の直胴部転倒モーメント 

ＰＨ N 係留力の水平成分 

Ｄ mm 係船柱の直胴部径 

Ｚｓａ mm3 係船柱の断面係数 

Ｐｖ N 係留力の鉛直成分 

Ａｓａ mm2 係船柱の断面積 

σｃ1 N/mm2 コンクリート（係船柱底板）の支圧応力度 

Ｒ1 mm 中心軸から係船柱底板端までの距離 

ｙ mm 中心軸と中立軸の距離 

ｎ － アンカーボルトとコンクリートの弾性係数比 

Ｇｓ mm3 
アンカーボルトの中立軸のまわりの断面 1 次モーメン

ト 

Ｇｃ mm3 コンクリートの中立軸のまわりの断面 1 次モーメント 

σｃ2 N/mm2 コンクリート（係船柱前面）の支圧応力度 

ＰＨ N 係留力の水平成分 

μ － 係船柱とコンクリートの摩擦係数 

Ｐｖｃ N/mm2 コンクリートの支圧力（≒0.7×ＰＨ） 

Ｈ1 mm 係船柱底板厚さ 

σｓ2 N/mm2 アンカーボルトに生じる引張応力度 

Ｒ1’ mm 中心軸からアンカーボルト位置までの距離 

τｓ N/mm2 アンカーボルトに生じるせん断応力度 

Ｎ 本 アンカーボルトの本数 

φｂ mm アンカーボルトの谷径 

ｐ N/mm2 等分布荷重 

φａ mm アンカーボルトの呼び径 
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表 2.5－1（2） 漂流防止装置（係船柱）の強度評価に用いる記号（2/2） 

記号 単位 定義 

σｓｔ N/mm2 アンカー板に生じる曲げ応力度 

ｂ mm ナット二面幅 

ａ mm アンカー板幅 

ｔ mm アンカー板厚 

σｃ N/mm2 コンクリート（アンカー板上面）の支圧応力度 

τｃ N/mm2 コンクリート（アンカーボルト側面）のせん断応力度 

Ｌ mm アンカーボルトの埋込み長さ 
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3. 強度評価 

3.1 評価対象部位 

漂流防止装置（係船柱）の評価対象部位は「2.2 構造概要」に示す構造上の特性を踏

まえ選定する。 

漂流防止装置（係船柱）に作用する係留力による荷重は，係船柱，アンカーボルト及

びアンカー板を介して周囲のコンクリートに伝達されることから，評価対象部位を係船

柱，アンカーボルト及びアンカー板とする。評価対象部位を図 3.1－1 に示す。 

また，漂流防止装置（係船柱）の周囲のコンクリートに対する評価も実施する。 

 

図 3.1－1 評価対象部位 

 

  

コンクリート打上げ面
EL 7000

係船柱

アンカー板
アンカーボルト

アンカーボルト

アンカー板

（平面図） （アンカー図）

（正面図）

（単位ｍｍ）
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3.2 荷重及び荷重の組合せ 

3.2.1 荷重 

強度評価に用いる荷重を以下に示す。 

 

ａ. 係留力（Ｐｐ） 

係留力として，海域活断層に想定される地震による津波（基準津波４）により燃

料等輸送船に作用する流圧力を考慮する。 

係留力は燃料等輸送船に作用する流圧力に対する係留索の耐力として算定し，漂

流防止装置（係船柱）に対して，θの角度で作用する場合の係留力は，「港湾技研

資料 No.102 けい船柱の標準設計（案）（運輸省港湾技術研究所，1970 年）」（以

下「港湾技研資料」という。）に基づき算定する。 

係留力の作用イメージを図 3.2.1－1 に示す。 

水平より上向きにθの角度で係留索に引張力が作用する場合，漂流防止装置（係

船柱）に作用する係留力Ｐｐは，水平方向にＰｐ・cosθ，鉛直方向にＰｐ・sinθ

に分解できるが，「港湾技研資料」に基づき，係船柱の直胴部上端から水平方向に

Ｐｐを，鉛直方向にＰｐ/２の係留力を設定する。 

 

図 3.3.1－1 係留力の作用イメージ 

  

Pp

PH = Pp・cosθ

Pv = Pp・sinθ

θ
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3.2.2 荷重の組合せ 

漂流防止装置（係船柱）の強度評価に用いる荷重としては，係留力Ｐｐのみを考

慮し，漂流防止装置（係船柱）の構造を踏まえて，風荷重及び積雪荷重は考慮しな

い。 

また，余震時の漂流防止装置（係船柱）設置位置における最大水平加速度

（410cm/s2）より，漂流防止装置（係船柱）に作用する余震荷重を算定すると，係

留力（250000N）に対して余震荷重の割合が十分に小さくなることから，余震荷重

は考慮しない。  

 

余震荷重による水平慣性力 

 Ｆ＝ｍ・ａ＝360kg×（410/100）m/s2＝1476Ｎ 

（ｍ：係船柱の質量 360kg，ａ：最大水平加速度 410cm/s2） 

 

荷重の組合せを表 3.2.2－1 に示す。 

 

表 3.2.2－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

重畳時 Ｐｐ 

        Ｐｐ：係留力 
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3.3 許容限界 

漂流防止装置（係船柱）の許容限界は，「3.1 評価対象部位」にて設定した部位に対

し，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」にて設定してい

る許容限界を踏まえて設定する。 

 

3.3.1 使用材料 

漂流防止措置（係船柱）を構成する各部材の使用材料を表 3.3.1－1 に示す。 

 

3.3.1－1 使用材料 

材料 諸元 

係船柱 SC450，φ350 

アンカーボルト SS400，M56×1150 

アンカー板 SS400，225×t45 

コンクリート 設計基準強度 24N/mm2 

 

3.3.2 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-3-別添 3-1「津波への配慮が必要な施設の強度計算の基本方針」

に基づき設定する。 

ａ. 係船柱 

係船柱の許容限界は，「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築

学会，2005 年改訂）」及び「ＪＩＳ Ｇ ５１０１ 炭素鋼鋳鋼品」を踏まえて

表 3.3.2－1 のとおり設定する。 

 

表 3.3.2－1 係船柱の許容限界 

材質 
許容応力度(N/mm2) 

曲げ 曲げ 

SC450 205 － 
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ｂ. アンカーボルト及びアンカー板 

アンカーボルト及びアンカー板の許容限界は，「各種合成構造設計指針・同解

説（（社）日本建築学会，2010 年改定）」に基づき算定した，表 3.3.2－2 のとお

り設定する。 

 

 

表 3.3.2－2 アンカーボルト及びアンカー板の許容限界 

材質 
許容応力度(N/mm2) 

曲げ せん断 

SS400 
t≦40 234 136 

40＜t≦100 215 124 

 

ｃ. コンクリート 

コンクリートの許容限界は，「コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（（社）

土木学会，2002 年制定）」に基づき,表 3.3.2－3 に示すとおり設定する。 

 

表 3.3.2－3 コンクリートの許容限界 

材質 
許容応力度(N/mm2) 

支圧 せん断 

コンクリート 

（設計基準強度 24N/mm2） 
17.5 0.67 
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3.4 評価方法 

漂流防止装置（係船柱）を構成する各部材に生じる応力度が，許容限界以下であるこ

とを確認する。 

 

3.4.1 係船柱 

ａ. 係船柱の曲げ応力度 

係船柱に生じる曲げ応力度は，係船柱を片持ち梁として次式により算出し，係

船柱の許容限界以下であることを確認する。 

転倒モーメントのアーム長は，コンクリート打上面から係船柱の重心位置まで

であるが，安全側に転倒モーメントを算出するため，コンクリート打上面から係

船柱の直胴部の上端までをアーム長とした。 

係船柱のモデル図を図 3.4.1－1 に示す。 

  

σｓ＝Ｍｓａ／Ｚｓａ＋Ｐｖ／Ａｓａ 

ここで 

σｓ ：係船柱の直胴部縁応力度（N/mm2） 

Ｍｓａ ：係船柱の直胴部転倒モーメント（N・mm） 

（Ｍｓａ＝ＰＨ・0.9Ｄ） 

ＰＨ ：係留力の水平成分（N） 

Ｄ  ：係船柱の直胴部径（mm） 

Ｚｓａ ：係船柱の断面係数（mm3） 

Ｐｖ ：係留力の鉛直成分（N） 

Ａｓａ ：係船柱の断面積（mm2） 

 

図 3.4.1－1 係船柱のモデル図 

  

PH = Pp・cosθ

Pv = Pp・sinθ

：評価対象範囲

D

転倒モーメントアーム長
：直胴部長さ（=0.9D）

コンクリート打上面から
係船柱重心位置までの距離

単位：ｍｍ

コンクリート打上面より上部の
係船柱の重心位置

θ

Pp
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ｂ. コンクリート（係船柱底板）の支圧応力度 

コンクリート（係船柱底板）に生じる支圧応力度は，「港湾技研資料」に基づ

き，コンクリートの偏心荷重を心外に受ける円形梁として次式により算出し，底

板コンクリートの許容限界以下であることを確認する。 

コンクリート（係船柱底板）のモデル図を図 3.4.1－2 に，アンカーボルト及び

コンクリートの応力計算の考え方を図 3.4.1－3 に示す。 

 

σｃ1＝Ｐｖ・（Ｒ1－ｙ）／（ｎ・Ｇｓ－Ｇｃ）） 

ここで， 

σｃ1 ：コンクリート（係船柱底板）の支圧応力度（N/mm2） 

Ｐｖ ：係留力の鉛直成分（N） 

Ｒ1  ：中心軸から係船柱底板端までの距離（mm） 

ｙ  ：中心軸と中立軸の距離（mm） 

ｎ  ：アンカーボルトとコンクリートの弾性係数比 

Ｇｓ ：アンカーボルトの中立軸のまわりの断面 1 次モーメント（mm3） 

Ｇｃ ：コンクリートの中立軸のまわりの断面 1 次モーメント（mm3） 

 

 

 

図 3.4.1－2 コンクリート（係船柱底板）のモデル図 

 

：評価対象範囲

PH = Pｐ・cosθ

Pv = Pｐ・sinθ

θ

Pｐ
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図 3.4.1－3 アンカーボルト及びコンクリートの応力計算の考え方（「港湾技研資料」抜粋） 
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ｃ. コンクリート（係船柱前面）の支圧応力度 

コンクリート（係船柱前面）に生じる支圧応力度は，次式より算出し，コンク

リートの許容限界以下であることを確認する。なお，安全側に係留力による水平

力に対し，アンカーボルトは負担しないものとして評価する。 

コンクリート（係船柱前面）のモデル図を図 3.4.1－4 に示す。 

 

σｃ2＝（ＰＨ－μ・Ｐｖｃ）／（Ｈ1・２Ｒ1） 

ここで， 

σｃ2 ：コンクリート（係船柱前面）の支圧応力度（N/mm2） 

ＰＨ ：係留力の水平成分（N） 

μ  ：係船柱とコンクリートの摩擦係数 

Ｐｖｃ ：コンクリートの支圧力（≒0.7×ＰＨ）（N） 

Ｈ1  ：係船柱底板厚さ（mm） 

Ｒ1  ：中心軸から係船柱底板端までの距離（mm） 

 

 

図 3.4.1－4 コンクリート（係船柱前面）のモデル図 

 

  

▽コンクリート打上面

：評価対象範囲

PH = Pp・cosθ

Pv = Pp・sinθ

θ

Pp

Ｒ1
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3.4.2 アンカーボルト 

ａ. アンカーボルトの引張応力度 

アンカーボルトに生じる引張応力度は，「港湾技研資料」に基づき，コンクリー

トの偏心荷重を心外に受ける円形梁として次式により算出し，アンカーボルトの

許容限界以下であることを確認する。 

アンカーボルトのモデル図を図 3.4.2－1 に示す。 

  

σｓ2＝Ｐｖ・（Ｒ1’＋ｙ）／（Ｇｓ－Ｇｃ／ｎ） 

ここで， 

σｓ2 ：アンカーボルトに生じる引張応力度（N/mm2） 

Ｐｖ ：係留力の鉛直成分（N） 

Ｒ1’ ：中心軸からアンカーボルト位置までの距離（mm） 

ｙ  ：中心軸と中立軸の距離（mm） 

Ｇｓ ：アンカーボルトの中立軸のまわりの断面 1 次モーメント（mm3） 

Ｇｃ ：コンクリートの中立軸のまわりの断面 1 次モーメント（mm3） 

ｎ  ：アンカーボルトとコンクリートの弾性係数比 

 

ｂ. アンカーボルトのせん断応力度 

アンカーボルトに生じるせん断応力度は，次式より算出し，アンカーボルトの

許容限界以下であることを確認する。 

なお，安全側にコンクリートの支圧強度及び摩擦抵抗は考慮しない。 

 

τｓ＝（ＰＨ／Ｎ）／（π／４・φｂ
2） 

ここで， 

τｓ ：アンカーボルトに生じるせん断応力度（N/mm2） 

ＰＨ ：係留力の水平成分（N） 

Ｎ  ：アンカーボルトの本数（本） 

φｂ ：アンカーボルトの谷径（mm） 
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図 3.4.2－1 アンカーボルトのモデル図 

 

  

：評価対象範囲

PH = Pｐ・cosθ

Pv = Pｐ・sinθ

θ

Pｐ
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3.4.3 アンカー板 

ａ. アンカー板の曲げ応力度 

アンカー板に生じる曲げ応力度は，「港湾技研資料」及び「機械工学便覧 改訂

第６版（（社）日本機械学会編，1977 年）」（以下「機械工学便覧」という。）

に基づき，アンカー板に等分布荷重が作用するとして次式により算出し，アンカ

ー板の許容限界以下であることを確認する。 

アンカー板のモデル図を図 3.4.3－1 に，アンカー板に生じる曲げモーメントを

図 3.4.3－2 に示す。また，最大応力係数βは内外半径比（アンカー板幅ａとナッ

ト二面幅ｂの比，ｂ／ａ）によって決まる。内外半径比ｂ／ａと最大応力係数β

の対応表を図 3.4.3－3 に示す。 

  

ｐ＝ＰＶ／｛π／4・（4・φａ）2－（π／4×φａ）｝ 

σｓｔ＝β・ｐ・（ａ／2）2／ｔ2
 

ここで， 

ｐ  ：等分布荷重（N/mm2） 

ＰＶ ：係留力の鉛直成分（N） 

φａ ：アンカーボルトの呼び径（mm） 

σｓｔ ：アンカー板に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

β  ：最大応力係数（＝ｂ／ａ） 

ｂ  ：ナット二面幅（mm） 

ａ  ：アンカー板幅（mm） 

ｔ  ：アンカー板厚（mm） 
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図 3.4.3－1 アンカー板のモデル図 

 

図 3.4.3－2 アンカー板にに生じる曲げモーメント（「港湾技研資料」抜粋）  

：評価対象範囲

PH = Pｐ・cosθ

Pv = Pｐ・sinθ

θ

Pｐ
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図 3.4.3－3（1）内外半径比（ｂ／ａ）と応力係数（β）の対応表（「機械工学便覧」抜粋） 
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図 3.4.3－3（2）内外半径比（ｂ／ａ）と応力係数（β）の対応表（「機械工学便覧」抜粋） 
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b. コンクリート（アンカー板上面）の支圧応力度 

コンクリート（アンカー板上面）に生じる支圧応力度は，「港湾技研資料」に基

づき次式により算出し，コンクリートの許容限界以下であることを確認する。 

コンクリート（アンカー板上面）のモデル図を図 3.4.3－4 に，アンカーボルトの

引抜き力によるコンクリートの応力を図 3.4.3－5 に示す。 

 

σｃ＝Ｐｖ・（π／4）・ａ2
 

ここで， 

σｃ ：コンクリート（アンカー板上面）の支圧応力度（N/mm2） 

Ｐｖ ：係留力の鉛直成分（N） 

ａ  ：アンカー板幅（mm） 

 

 

図 3.4.3－4 コンクリート（アンカー板上面）のモデル図 

  

：評価対象範囲

PH = Pｐ・cosθ

Pv = Pｐ・sinθ

θ

Pｐ
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図 3.4.3－5 アンカーボルトの引抜き力によるコンクリート応力（「港湾技研資料」抜粋） 
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ｃ. コンクリート（アンカーボルト側面）のせん断応力度 

コンクリート（アンカーボルト側面）のせん断応力度は次式により算出し，コ

ンクリートの許容限界以下であることを確認する。コンクリート（アンカーボル

ト側面）のモデル図を図 3.4.3－6 に示す。 

 

τｃ＝Ｐｖ／（Ｌ・π・ａ） 

ここで， 

τｃ ：コンクリート（アンカーボルト側面）のせん断応力度（N/mm2） 

Ｐｖ ：係留力の鉛直成分（N） 

Ｌ  ：アンカーボルトの埋込み長さ（mm） 

ａ  ：アンカー板幅（mm） 

 

 

図 3.4.3－6 コンクリート（アンカーボルト側面）のモデル図 

  

：評価対象

P

PH = P・cosθ

Pv = P・sinθ

θ
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4. 評価条件 

「3. 強度評価」に用いる評価条件を表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 強度評価に用いる条件 

対象部位 記号 単位 定義 入力値 

係船柱 Ｍｓａ N・mm 係船柱の直胴部転倒モーメント 78750000.0 

Ｐｖ N 係留力の鉛直成分 125000 

Ｄ mm 係船柱の胴部径 350 

Ｚｓａ mm3 係船柱の断面係数 2055972.3 

Ａｓａ mm2 係船柱の断面積 27397.8 

ｙ mm 中心軸と中立軸の距離 115.9 

Ｒ1 mm 中心軸から係船柱底板端までの距離 420.0 

ｎ － アンカーボルトとコンクリートの弾性係数

比 

15 

Ｇｃ mm3 圧縮側コンクリートの中立軸のまわりの断

面 1 次モーメント 

17289181.7 

Ｇｓ mm3 引張側アンカーボルトの中立軸のまわりの

断面 1 次モーメント 

2108687.8 

ＰＨ N 係留力の水平成分 250000 

μ － 係船柱とコンクリートの摩擦係数 0.3 

Ｈ1 mm 係船柱底板厚さ 70 

Ｒ1’ mm 中心軸からアンカーボルト位置までの距離 350.0 

アンカー

ボルト 

Ｎ 本 アンカーボルトの本数 6 

φｂ mm アンカーボルトの谷径 50.0 

φａ mm アンカーボルトの呼び径 56.0 

β － 最大応力係数 3 

アンカー

板 

ｂ mm ナット二面幅 85.0 

ｔ mm アンカー板厚 45.0 

ｐ N/mm2 等分布荷重 0.17 

ａ mm アンカー板幅 225.0 

Ｌ mm アンカーボルトの埋込み長さ 850 
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5. 評価結果 

漂流防止装置（係船柱）の強度評価結果を表 5－1 に示す。漂流防止装置（係船柱）の

各部材の発生応力度は許容限界以下であることから，漂流防止装置（係船柱）は構造健全

性を有することを確認した。 

 

表 5－1 漂流防止装置（係船柱）の照査結果 

評価対象部位 発生応力度 許容限界 照査値 

係船柱 

曲げ応力度 42.87 N/mm2 137 N/mm2 0.32 

コンクリート（係船柱底板） 

支圧応力度 
2.65 N/mm2 11.7 N/mm2 0.23 

コンクリート（係船柱前面） 

支圧応力度 
3.36 N/mm2 11.7 N/mm2 0.29 

アンカー 

ボルト 

引張応力度 60.91 N/mm2 143 N/mm2 0.43 

せん断応力度 21.22 N/mm2 82 N/mm2 0.26 

アンカー板 

アンカー板 

曲げ応力度 
63.44 N/mm2 143 N/mm2 0.45 

コンクリート（アンカー板上面） 

支圧応力度 
3.14 N/mm2 11.7 N/mm2 0.27 

コンクリート（アンカーボルト側面） 

せん断応力度 
0.21 N/mm2 0.45 N/mm2 0.47 

 

 



 

 

2. 浸水防護施設に関する補足資料 

2.5 漂流防止装置に関する補足説明 

2.5.3 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の耐震性についての計算書に関する補足説明 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-別添 6-1「漂流防止装置の耐震計算の方針」にて設定している構造強度

及び機能維持の設計方針に基づき，漂流防止装置（係船柱）を設置する漂流防止装置基礎

（荷揚護岸）が基準地震動Ｓｓに対して，十分な構造強度を有していることを確認するも

のである。 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）に要求される機能の維持を確認するにあたっては，地震

応答解析に基づく施設の変形性評価を行う。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の位置図を図 2.1－1 に示す。 

 

図 2.1―1 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の位置図 

 

  

Ｎ

漂流防止装置（係船柱）
漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）

漂流防止装置（係船柱）
漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）

漂流防止装置（係船柱）
漂流防止装置基礎（荷揚護岸）

250 500m0
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2.2 構造概要 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の概要図を図 2.2－1 に，構造図を図 2.2－2 に示す。 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）は岩盤上に支持され，基礎コンクリート，セルラーブ

ロック（コンクリート詰）及び上部工（無筋・有筋）から構成する。 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の上部に漂流防止装置（係船柱）を設置する。 

 

図 2.2－1 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の概要図 

  

埋戻土（掘削ズリ）

上部工（無筋）

岩盤

▽H.W.L.

上部工（有筋）

セルラーブロック
（コンクリート詰）

荷揚場（コンクリート舗装）

基礎コンクリート

漂流防止装置（係船柱）
設置位置

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）

▽EL 6.0m
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（平面図） 

 

 

（Ａ－Ａ断面図） 

 

図 2.2－2 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の構造図 
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2.3 評価方針 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）は，漂流防止装置（係船柱）を支持する。 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の各部位の役割及び性能目標を表 2.3－1 及び表 2.3－

2 に示す。 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の耐震評価は，地震応答解析の結果に基づき，表 2.3

－3 に示すとおり，施設の変形性評価を行い，構造強度を有することを確認する。 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の耐震評価フローを図 2.3－1 に示す。 

 

表 2.3－1 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の各部位の役割 

部位の名称 地震時の役割 津波時の役割 

漂流防止装置基礎 

（荷揚護岸） 

漂流防止装置（係船柱）を支持

する。 

漂流防止装置（係船柱）を支持

する。 

 

表 2.3－2 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の各部位の性能目標 

部位の名称 
性能目標 

耐震性 耐津波性 

漂流防止装置基礎 

（荷揚護岸） 

漂流防止装置（係船柱）の漂流

防止機能を保持すること。 
― 

 

表 2.3－3 流防止装置基礎（多重鋼管杭）の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度

を有する

こと 

施設の 

変形性 

漂流防止装置基礎 

（荷揚護岸） 

発生する残留変形量

が許容限界以下であ

ることを確認 

許容残留変形量 
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図 2.3－1 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の耐震評価フロー 

 

  

評価開始

評価方針

２次元有限要素法モデル
及び諸元の設定（地盤物性のばらつきを考慮）

残留変形量の算定

施設（漂流防止装置（荷揚護岸）の
変形性評価

評価終了

許容限界の設定

入力地震動の算定
（一次元波動論による地震応答解析）

評価対象断面及び解析方法の選定

荷重及び荷重の組合せの選定

基準地震動Ｓs

常時応力解析

２次元動的有限要素法解析
（有効応力解析）

許容限界の設定
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

・コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会，2002 年制定） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987(（社）日本電気協会） 

・港湾の施設の技術上の基準・同解説（国土交通省港湾局，2007 年版） 

・港湾構造物設計事例集（沿岸技術研究センター，平成 19 年 3 月） 

・コンクリート標準示方書[構造性能照査編](土木学会，2002 年制定） 
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3. 耐震評価 

3.1 評価対象断面 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の評価対象断面は，漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の

構造上の特徴や周辺地盤状況を踏まえて設定する。図 3.1－1 に漂流防止装置基礎（荷

揚護岸）の評価対象断面位置図を，図 3.1－2 に防波壁（逆Ｔ擁壁）の地質縦断面図を

示す。 

以下の理由から，Ⅵ-2-10-2-2-2「防波壁（逆Ｔ擁壁）の地震応答計算書」に示す荷揚

護岸部の⑥－⑥断面を評価対象断面とする。 

 

・漂流防止装置基礎（荷揚護岸）には，同形状の漂流防止装置（係船柱）を設置するこ

とから，漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の構造的特徴に差異はないため，評価対象断

面選定の観点として構造的特徴を考慮しない。 

・漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の設置範囲はいずれも岩盤に支持されており，第③速

度層の層厚及び岩級に若干の変化があるものの地質構造に大きな差異はない。 

 

図 3.1－3 に漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の横断面図（⑥－⑥断面）を示す。 

 

図 3.1－ 1 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の評価対象断面位置図  

  

Ｎ

⑥Ｎ

漂流防止装置
基礎（荷揚護岸）

漂流防止装置（係船柱）設置範囲

⑥
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図 3.1－2 防波壁（逆 T 擁壁）の地質縦断面図 

 

 

 

図 3.1－3 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の横断面図（⑥－⑥断面） 
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3.2 解析方法 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方

針」のうち，「2.3 屋外重要土木構造物」に示す解析方法及び解析モデルを踏まえて実

施する。 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元有限要素法を用いて，

基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振による逐次時間

積分の時刻歴応答解析により行うこととする。地震時における地盤の有効応力の変化に

伴う影響を考慮するため，解析方法は有効応力解析とする。地震応答解析手法の選定フ

ローを図 3.2－1 に示す。 

構造部材については，線形の平面ひずみ要素でモデル化する。また，地盤については

地盤のひずみ依存性を適切に考慮できるようモデル化する。 

地震応答解析については，解析コード「ＦＬＩＰ」を使用する。なお，解析コードの

検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概

要」に示す。 

 

 

図 3.2－1 地震応答解析手法の選定フロー 

  

START

質点系解析 ＦＥＭ解析

線形解析 等価線形解析 非線形解析

はり要素（線形） はり要素（Ｍ－φ） ファイバー要素
平面ひずみ
要素（線形）

双曲線モデル
（Ｈ－Ｄモデル）

指数関数モデル
（Ｒ－Ｏモデル）

線形モデル

（手法設定の考え方）

地震応答解析は，線形，等価線形，非線形解析のいずれかによる
こととし，地盤材料の強震時における非線形性を考慮する。
（ガイドにおける要求事項）

屋外重要土木構造物と地盤の動的相互作用を考慮できる連成系の
地震応答解析を用いること。（ガイドにおける要求事項）

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）を平面ひずみ要
素としてモデル化する。

・Ｄ級岩盤を除く岩盤は線形でモデル化する。
・Ｄ級岩盤，改良地盤，セメント改良土，埋戻土，基礎
捨石，被覆石，捨石及び改良地盤は地盤の非線形性を
考慮するためマルチスプリング要素でモデル化する。

・地震による有効応力の変化を考慮する。

【解析手法①】

【解析手法②】

【構造モデル】

【地盤モデル】
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3.2.1 施設 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）は，線形の平面ひずみ要素としてモデル化する。 

 

3.2.2 解析ケース 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の地震時の応答は，周辺地盤との相互作用による

ことから，地盤物性のばらつきの影響を考慮する。地盤物性のばらつきについては，

表 3.2.2－1 に示す解析ケースにおいて考慮する。 

以下の理由から，漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の応答に与える影響が大きいと

考えられる埋戻土の物性（初期せん断弾性係数）のばらつきについて影響を確認す

る。 

・広範囲に分布しており，動的変形特性にひずみ依存性があるため，地震時の繰返

し載荷により剛性低下することから，剛性の違いが地盤応答に影響し，漂流防止

装置基礎（荷揚護岸）の応答に影響する。 

・地震時の繰返し載荷により液状化し，有効応力が低下することから，剛性の違い

が漂流防止装置基礎（荷揚護岸）に対する主動土圧に影響し，漂流防止装置基礎

（荷揚護岸）の応答に影響する。 

 

表 3.2.2－1 有効応力解析における解析ケース 

解析ケース 

地盤物性 

埋戻土 

（Ｇ０：初期せん断弾性係数） 

岩盤 

（Ｇｄ：動せん断弾性係数） 

ケース① 

（基本ケース） 
平均値 平均値 

ケース② 平均値＋１σ 平均値 

ケース③ 平均値－１σ 平均値 

 

3.2.3 減衰定数 

Rayleigh 減衰を考慮することとし，剛性比例型減衰（α=0，β=0.002）を考慮す

る。なお，係数βの設定については，「ＦＬＩＰ研究会 14 年間の検討成果のまと

め「理論編」」を基に設定している。 
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3.2.4 解析ケース 

耐震評価においては，すべての評価対象断面及び基準地震動Ｓｓに対し，解析ケ

ース①（基本ケース）を実施する。すべての基準地震動Ｓｓに対して実施したケー

ス①の解析において，照査値が最も厳しい地震動を用いて，解析ケース②及び③を

実施する。 

耐震評価における解析ケースを表 3.2.4－1 に示す。 

 

表 3.2.4－1 耐震計価における解析ケース 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ 

基本ケース 

地盤物性のばらつき

（＋１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性のばらつき

（－１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

(＋＋)＊ ○   

(－＋)＊ ○   

(＋－)＊ ○   

(－－)＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ１ (＋＋)＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ２ (＋＋)＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ１ 
(＋＋)＊ ○   

(－＋)＊ 〇   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

(＋＋)＊ ○   

(－＋)＊ 〇   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

(＋＋)＊ ○   

(－＋)＊ 〇   

注記＊：地震動の位相について，（＋＋）の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」

は位相を反転させたケースを示す。 

 

  

基準地震動Ｓｓ（６波）に位相反転を
考慮した地震動（６波）を加えた全
12 波に対し，ケース①（基本ケー
ス）を実施し，曲げ・軸力系の破壊，
せん断破壊及び基礎地盤の支持力照査
の各照査項目ごとに照査値が 0.5 を超
える照査項目に対して，最も厳しい
（許容限界に対する裕度が最も小さ
い）地震動を用いてケース②及び③を
実施する。 
すべての照査項目の照査値がいずれも
0.5 以下の場合は，照査値が最も厳し
くなる地震動を用いてケース②及び③
を実施する。 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

3.3.1 耐震評価上考慮する状態 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の地震応答解折において，地震以外に考慮する状

態を以下に示す。 

(1) 運転時の状態 

発電用原子炉が運転状態にあり，通常の条件下におかれている状態。ただし，運

転時の異常な過渡変化時の影響を受けないことから考慮しない。 

(2) 設計基準事故時の状態 

設計基準事故時の影響を受けないことから考慮しない。 

(3) 設計用自然条件 

積雪を考慮する。風荷重については，漂流防止装置基礎（荷揚護岸）は風荷重の

影響を受けないことから考慮しない。 

(4) 重大事故等時の状態 

重大事故等時の状態の影響を受けないことから考慮しない。 

 

3.3.2 荷重 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の地震応答解析において，考慮する荷重を以下に

示す。 

(1) 固定荷重(Ｇ) 

固定荷重として，漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の自重を考慮する。 

(2) 積雪荷重（Ｐｓ） 

積雪荷重として，発電所最寄りの気象官署である松江地方気象台（松江市）での

観測記録（1941～2018 年）より，観測史上１位の月最深積雪 100cm（1971 年２月４

日）に平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35 を考慮した 35.0 ㎝とする。積雪

荷重については，「松江市建築基準法施行細則（平成 17 年 3 月 31 日松江市規則第

234 号）」により,積雪量１cm ごとに 20N/㎡の積雪荷重が作用することを考慮し設

定する。 

(3) 地震荷重（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓの荷重を考慮する。 
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3.3.3 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3.3.3－1 に示す。 

 

表 3.3.3－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｓｓ＋Ｐｓ 

 

Ｇ ：固定荷重 

Ｓｓ ：地震荷重（基準地震動Ｓｓ） 

Ｐｓ ：積雪荷重 
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3.4 入力地震動 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構

造物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを，

一次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。なお，入力

地震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」

のうち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

図 3.4－1 に入力地震動算定の概念図を，図 3.4－2～図 3.4－13 に入力地震動の加速

度時刻歴波形及び加速度応答スペクトルを示す。入力地震動の算定には，解析コード「Ｓ

ＨＡＫＥ」を使用する。解析コードの検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計

算機プログラム(解析コード)の概要」に示す。 

 

 

図 3.4－1 入力地震動算定の概念図 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3.4－2 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3.4－3 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3.4－4 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3.4－5 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3.4－6 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3.4－7 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3.4－8 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3.4－9 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3.4－10 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２(ＮＳ)） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3.4－11 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２(ＮＳ)） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3.4－12 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２(ＥＷ)） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3.4－13 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２(ＥＷ)） 
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3.5 解析モデル及び諸元 

3.5.1 解析モデル 

漂流防止装置（多重鋼管杭）の評価対象位置図を図 3.5.1－1 に，評価対象断面

の地震応答解析モデルを図 3.5.1－2 に，地質断面図を図 3.5.1－3 に示す。 

 

図 3.5.1－1 漂流防止装置（多重鋼管杭）の評価対象位置図 
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⑥
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図 3.5.1－2 地震応答解析モデル（⑥－⑥断面） 

 

 

図 3.5.1－3 地質断面図（⑥－⑥断面) 
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(1) 解析領域 

地震応答解析モデルは，境界条件の影響が地盤及び構造物の応力状態に影響を及

ぼさないよう，十分広い領域とする。具体的には，「原子力発電所耐震設計技術指

針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（(社)日本電気協会）」を参考に，図 3.5.1－4 に示す

とおりモデル幅を構造物基礎幅の 5 倍以上，構造物下端からモデル下端までの高さ

を構造物基礎幅の 2 倍以上確保する。なお，対象断面によって，地層形状に合わせ

てモデル化領域を調整する。 

地盤の要素分割については，波動をなめらかに表現するために，対象とする波長

の５分の１程度を考慮し，要素高さを１m 程度以下まで細分割して設定する。 

解析モデルの下端については，EL-50m までモデル化する。 

地震応答解析モデルは，検討対象構造物とその周辺地盤をモデル化した不整形地

盤に加え，この不整形地盤の左右に広がる地盤をモデル化した自由地盤で構成され

る。この自由地盤は，不整形地盤の左右端と同じ地質構成を有する一次元地盤モデ

ルである。地震応答解析における自由地盤の常時応力解析から不整形地盤の地震応

答解析までのフローを図 3.5.1－5 に示す。 

 

 

図 3.5.1－4 モデル化範囲の考え方 
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図 3.5.1－5 自由地盤の常時応力解析から不整形地盤の地震応答解析までのフロー 

 

(2) 境界条件 

ａ. 常時応力解析時 

常時応力解析は，地盤や構造物の自重及び風荷重等の静的な荷重を載荷する

ことによる常時応力を算定するために行う。そこで，常時応力解析時の境界条

件は底面固定とし，側方は自重等による地盤の鉛直方向の変形を拘束しないよ

う鉛直ローラーとする。境界条件の概念図を図 3.5.1－6 に示す。 

 

 

図 3.5.1－6 常時応力解析における境界条件の概念図 
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ｂ. 地震応答解析時 

地震応答解析時の境界条件については，有限要素解析における半無限地盤を

模擬するため，粘性境界を設ける。底面の粘性境界については，地震動の下降

波がモデル底面境界から半無限地盤へ通過していく状態を模擬するため，ダッ

シュポットを設定する。側方の粘性境界については，自由地盤の地盤振動と不

整形地盤側方の地盤振動の差分が側方を通過していく状態を模擬するため，自

由地盤の側方にダッシュポットを設定する。境界条件の概念図を図 3.5.1－7 に

示す。 

 

 

図 3.5.1－7 地震応答解析における境界条件の概念図 

 

（3）構造物のモデル化 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）は線形の平面ひずみ要素でモデル化する。漂流防

止装置（係船柱）は，漂流防止装置基礎（荷揚護岸）に比較し十分に重量が小さい

ことから考慮しない。 

 

（4）地盤のモデル化 

岩盤は線形の平面ひずみ要素でモデル化する。 

埋戻土（海底堆積物を含む）及び改良地盤は，地盤の非線形性を考慮するためマ

ルチスプリング要素でモデル化し，地下水位以深の要素は間隙水要素を重ねて定義

する。動的変形特性には，双曲線モデル（H-D モデル）を用いる。そのうち，埋戻

土は，液状化パラメータを設定することで，地震時の有効応力の変化に応じた非線

形せん断応力～せん断ひずみ関係を考慮する。 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の上部に位置する埋戻土（施設護岸背面）につい

ては，「港湾の施設の技術上の基準・同解説（国土交通省港湾局，2007 年版）」（以

下「港湾基準」という。）（図 3.5.1－8 参照）に準拠し，施設護岸の一部として，
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線形の平面ひずみ要素でモデル化し，剛性は施設護岸と同じ値を用い，背後の埋戻

土及び改良地盤との境界にジョイント要素を設定する。 

 

図 3.5.1－8 埋戻土（施設護岸背面）のモデル化について（「港湾基準」抜粋） 

 

（5）ジョイント要素の設定 

地盤と構造体の接合面の法線方向に対して地震時の引張荷重を与えると，地盤は

構造体から剥離する特徴がある。また，地盤と構造体の接合面のせん断方向に対し

て地震時のせん断荷重を与え，せん断ひずみを増加させていくと，地盤及び構造体

のせん断応力は上限に達し，それ以上はせん断応力が増加しなくなる特徴がある。 

時刻歴応答解析では，地震時における実挙動を正確に把握するために，地盤と構

造体の接合面にジョイント要素を設定し，地震時の地盤と構造体の接合面における

剥離及びすべりを考慮する。 

ジョイント要素は，地盤と構造体の接合面で法線方向及びせん断方向に対して設

定する。法線方向については，常時状態以上の引張荷重が生じた場合，剛性及び応

力をゼロとし，剥離を考慮する。せん断方向については，地盤と構造体の接合面に

おけるせん断抵抗力以上のせん断荷重が生じた場合，せん断剛性をゼロとし，すべ

りを考慮する。 

せん断強度τf は次式の Mohr－Coulomb 式により規定される。 

鉛直方向のジョイント要素の粘着力 c 及び内部摩擦角φは，港湾基準（図 3.5.1

－9 参照）に準拠し，ｃ=0，φ=15°に設定する。 
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水平方向のジョイント要素の粘着力 c 及び内部摩擦角φは，「港湾構造物設計事

例集（沿岸技術研究センター，平成 19 年 3 月）」（以下「港湾構造物設計事例集」

という。）（図 3.5.1－10 参照）に準拠し，静止摩擦係数μからｃ=0，φ=tan-1(μ)

より設定する。静止摩擦係数μの値は，「港湾基準」（図 3.5.1－11 参照）に準拠

し，隣り合う地盤等に応じた静止摩擦係数を用いる。 

ジョイント要素の粘着力及び内部摩擦角を表 3.5.1－1 に，ジョイント要素の配

置を図 3.5.1－12 に示す。 

 

τf＝ｃ＋σ ’tanφ    

ここで， 

 τf：せん断強度 

 ｃ ：粘着力 

 φ ：内部摩擦角 
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図 3.5.1－9 ジョイント要素（鉛直方向）の物性値の設定根拠（「港湾基準」抜粋） 
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図 3.5.1－10 ジョイント要素（水平方向）の物性値の設定根拠 

（「港湾構造物設計事例集」抜粋） 

 

 

図 3.5.1－11 ジョイント要素（水平方向）の物性値設定に用いる静止摩擦係数 

（「港湾基準」抜粋）  
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表 3.5.1－1 ジョイント要素の粘着力と内部摩擦力 

 

接合条件 
粘着力 

ｃ 

（N/mm

2） 

内部 

摩擦角 

φ 

（°） 

備考 

 材料１ 材料２ 

鉛
直
方
向 

境
界
１ 

埋戻土 

改良地盤①，② 

0  15.0 

構造物の壁面摩擦角の設定方

法を準用し，ｃ=0，φ=15°

と設定。 

改良地盤③ 

施設護岸 

埋戻土 

(施設護岸背面) 

水
平
方
向 

境
界
２ 

逆 T 擁壁 改良地盤①，② 

0 26.57 

剛性の高い岩盤等の境界であ

るため，「コンクリートとコ

ンクリート」及び「コンクリ

ートと岩盤」の静止摩擦係数

（μ=0.50）より，φ=tan-

1(μ)≒26.57° 

岩盤 改良地盤③ 

セルラーブロック 

（コンクリート詰） 

セルラーブロック 

（コンクリート詰） 

基礎コンクリート 
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ジョイント要素のばね定数は，「港湾構造物設計事例集」を参考に，数値解析

上，不安定な挙動を起こさない程度に周囲材料の剛性よりも十分に大きな値を設

定する。表 3.5.1－2 にジョイント要素のばね定数を示す。 

また，ジョイント要素の力学特性を図 3.5.1－13 に示す。 

 

表 3.5.1－2 ジョイント要素のばね定数 

項目 
せん断剛性ｋｓ 

（ｋN/m3） 

圧縮剛性ｋｎ 

（ｋN/m3） 

境界１ 1.0×106 1.0×106 

境界２ 0＊ 1.0×106 

注記＊：せん断剛性を保守的にゼロに設定 

 

図 3.5.1－13 ジョイント要素の力学特性 



 

2.5.3－40 

 

3.5.2 使用材料及び材料の物性値 

耐震評価に用いる材料定数は，適用基準類を基に設定する。耐震評価に用いる使

用材料を表 3.5.2－1 に，材料の物性値を表 3.5.2－2 に示す。 

 

表 3.5.2－1 使用材料 

材料 部位 諸元 

コンクリート 

漂流防止 

装置基礎 

(荷揚護岸） 

上部工（有筋） 設計基準強度：20.6N/mm2 

上部工（無筋） 設計基準強度：14.7N/mm2 

セルラーブロック 

（コンクリート詰） 
設計基準強度：20.6N/mm2 

基礎コンクリート 設計基準強度：14.7N/mm2 

 

 

表 3.5.2－2 材料の物性値 

材料 部位 

単位体積重量

（kN/m3） 
ヤング係数 

（kN/mm2） 

ポアソン

比 
飽和，湿潤 水中 

コンクリート 

上部工（有筋） 24.0＊1 - 23.3＊1 0.2＊1 

上部工（無筋） 22.6＊2 - 20.4＊1 0.2＊1 

セルラーブロック＊3 

（コンクリート詰） 
23.0＊2 12.9 23.3＊1 0.2＊1 

基礎コンクリート 22.6＊2 12.5 20.4＊1 0.2＊1 

注記＊1：コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会，2002 年制定） 

＊2：港湾の施設の技術上の基準・同解説（国土交通省港湾局，2007 年版） 

＊3：セルラーブロック及び中詰材の単位体積重量は，「港湾の施設の技術上の基準・

同解説（国土交通省港湾局，2007 年版）」より設定する。また，剛性は中詰材が

護岸と一体の挙動を示すことから，護岸材料と同様の物性とする。 
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3.5.3 地盤の物性値 

地盤の物性値は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定している

物性値を用いる。 

地盤の物性値を表 3.5.3－1～表 3.5.3－5 に示す。 

 

表 3.5.3－1 地盤の解析用物性値（有効応力解析，液状化検討対象層） 

  埋戻土＊3 

物
理
特
性 

密度        ρ＊1（g／cm3） 
2.11 

【2.00】 

間隙率       n 0.45 

変
形
特
性 

動せん断弾性係数  Ｇma
＊2 （kN／m2） 154600  

基準平均有効拘束圧 σma'＊2 （kN／m2） 98.00 

ポアソン比     ν 0.33 

減衰定数の上限値  h max 0.095 

強
度
特
性 

粘着力       c' （kN／m2） 0 

内部摩擦角     φ' （°） 40.17 

液
状
化
特
性 

変相角       φp （°） 28 

液状化パラメータ 

S1 0.005 

w1 4.080 

P1 0.500 

P2 0.990 

C1 2.006 

注記＊1 ：括弧内【】の数字は地下水位以浅の数値を表す。 

＊2 ：動せん断弾性係数，基準平均有効拘束圧及び液状化パラメータは代

表的な数値を示す。 

＊3 ：海底堆積物は，埋戻土の物性を流用し，液状化影響を考慮する。  



 

2.5.3－42 

 

表 3.5.3－2 地盤の解析用物性値（有効応力解析，非液状化層） 

 
基礎捨石及び被覆石 

物
理
特
性 

密度        ρ＊1（g/cm3） 
2.04 

【1.84】 

間隙率       n 0.45 

変
形
特
性 

動せん断弾性係数  Gma
＊2（kN/m2） 180000 

基準平均有効拘束圧 σma'＊2（kN/m2） 98.00 

ポアソン比     ν 0.33 

減衰定数の上限値  hmax 0.24 

強
度
特
性 

粘着力       c’（kN/m2） 20 

内部摩擦角     φ’（°） 35.00 

注記＊1：括弧内【】の数字は地下水位以浅の数値を示す。 

＊2：動せん断弾性係数及び基準平均有効拘束圧は代表的な数値を示す。 
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表 3.5.3－3 地盤の解析用物性値 （有効応力解析，改良地盤） 

対象施設 
防波壁 

逆Ｔ擁壁 

種別（工法，地盤種別） 
改良地盤①，② 

（薬液注入） 

改良地盤③ 

（薬液注入） 

物
理
特
性 

密度        ρ（g／cm3） 2.11 2.11 

間隙率       n 0.45 0.45 

変
形
特
性 

動せん断弾性係数  Gma
＊1 （kN／m2） 765800 956500  

基準平均有効拘束圧 σma'＊1 （kN／m2） 98.00 98.00 

ポアソン比     ν 0.33 0.33 

減衰定数の上限値  hmax 0.095 0.095 

強
度
特
性 

粘着力       c（kN／m2） 628  1140  

内部摩擦角     φ’（°） 38.00 40.54 

注記＊1：動せん断弾性係数及び基準平均有効拘束圧は代表的な数値を示す。  
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表 3.5.3－4 地盤の解析用物性値（有効応力解析，埋戻土（施設護岸背面）） 

対象施設 
防波壁 

（多重鋼管杭式擁壁） 

物
理
特
性 

密度        ρ＊1（g/cm3） 
2.11 

【2.00】 

変
形
特
性 

ヤング係数＊2     （N/mm2） 2.5×104 

ポアソン比     ν 0.20 

注記＊1：括弧内【】の数字は地下水位以浅の数値を表す。 

＊2：「港湾基準」を踏まえ，線形の平面ひずみ要素として， 

ヤング係数 2.5×104 N/mm2 を設定 

 

表 3.5.3－5 地盤の解析用物性値（有効応力解析，３号機エリア） 

  岩盤②速度層 岩盤③速度層 岩盤④速度層 岩盤⑤速度層 

P 波速度    Vp（m/s） 1710 2270 3240 3860 

S 波速度    Vs（m/s） 620 960 1520 1900 

単位体積重量    γ（kN／m3） 23.3 23.4 24.5 25.2 

動ポアソン比  νd 0.42 0.39 0.36 0.34 

減衰定数      h 0.030 0.030 0.030 0.030 

弾性係数      E(kN/m2) 2601000 6118000 15690000 24860000 
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3.5.4 地下水位 

設計地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に従い設定する。

設計地下水位を表 3.5.4－1 に示す。 

 

表 3.5.4－1 設計地下水位 

施設名称 設計地下水位 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸） 
防波壁より陸側：EL 8.5m＊ 

防波壁より海側：EL 0.58m 

注記＊：地表面が EL 8.5m よりも低い地点については，地下水位を地表面とする。 
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3.6 評価対象部位 

評価対象部位は，漂流防止装置基礎（荷揚護岸）とする。 

 

3.7 許容限界 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の許容限界は，施設の要求性能を考慮し，「港湾の施

設の技術上の基準・同解説（国土交通省港湾局，2007 年版）」に基づき設定した残留変

形量とする。表 3.7－1 に漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の許容限界を示す。 

 

表 3.7－1 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の許容限界 

評価項目 許容限界（m） 

残留変形量 0.3 

 

  



 

2.5.3－47 

 

3.8 評価方法 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の変形性評価では，地震応答解析に基づいて算定した

残留変形量が「3.7 許容限界」で設定した許容限界を満足することを確認する。 

ｘ方向（水平方向）及びｚ方向（鉛直方向）の変位量は，図 3.8－1 に示すとおり，漂

流防止装置基礎（荷揚護岸）における地震時の相対変位量とする。 

水平方向及び鉛直方向の相対変位量を用い，下式のとおり合成方向（２方向合成）の

変位量を求め，漂流防止装置基礎（荷揚護岸）における残留変形量とする。 

残留変形量δ：δ = √δ
x

2
＋δ

y

2
 

ここで， 

δx：ｘ方向（水平方向）の相対変位量 

δy：ｙ方向（鉛直方向）の相対変位量 

 

図 3.8－1 残留変形量の概念図 

  

埋戻土（掘削ズリ）

岩盤

▽H.W.L.

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）

δx

δy
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4. 耐震評価結果 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の残留変形量に対する照査結果を表 4－1 に，最も厳し

い照査値となる解析ケースでの残留変形図を図 4－1 に示す。  

この結果から，漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の残留変形量が許容限界以下であること

を確認した。 

 

表 4－1 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の残留変形量に対する照査結果 

解析 

ケース 
地震動 

残留変形量 

δ（m） 

許容残留変形量 

δa（m） 

照査値 

δ/δa 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 0.03 0.3 0.10 

（－＋） 0.04 0.3 0.14 

（＋－） 0.03 0.3 0.10 

（－－） 0.04 0.3 0.14 

Ｓｓ－Ｆ１ （＋＋） 0.02 0.3 0.07 

Ｓｓ－Ｆ２ （＋＋） 0.03 0.3 0.10 

Ｓｓ－Ｎ1 

（＋＋） 0.03 0.3 0.10 

（－＋） 0.03 0.3 0.10 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

（＋＋） 0.03 0.3 0.10 

（－＋） 0.03 0.3 0.10 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

（＋＋） 0.03 0.3 0.10 

（－＋） 0.03 0.3 0.10 

② Ｓｓ－Ｄ （－－） 0.04 0.3 0.14 

③ Ｓｓ－Ｄ （－－） 0.04 0.3 0.14 
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図 4－1 残留変形図（Ｓｓ－Ｄ（－－） 

解析ケース：③地盤物性のばらつきを考慮した解析ケース（平均値－１σ）） 

 

地震前

地震後

X

Y
水平残留変形量：-4cm
鉛直残留変形量：-1cm
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-別添 6-1「漂流防止装置の耐震計算の方針」に設定している構造強度及

び機能維持の設計方針に基づき，漂流防止装置（係船柱）を設置する漂流防止装置基礎（多

重鋼管杭）が基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度を有していることを確認するもので

ある。 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）に要求される機能の維持を確認するにあたっては，地

震応答解析に基づく施設の変形性評価を行う。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の位置図を図 2.1－1 に示す。 

 

図 2.1－1 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の位置図 

 

  

Ｎ

漂流防止装置（係船柱）
漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）

漂流防止装置（係船柱）
漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）

漂流防止装置（係船柱）
漂流防止装置基礎（荷揚護岸）

250 500m0
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2.2 構造概要 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の構造図を図 2.2－1 及び図 2.2－2 に，漂流防止装

置基礎（多重鋼管杭）への漂流防止装置（係船柱）設置図を図 2.2－3 に示す。 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）は，鋼管を多重化して鋼管内をコンクリート又はモ

ルタルで充填した多重鋼管構造とする。鋼管杭は岩盤に支持させる構造（根入れ深さ：

13.0m）とし，上部に漂流防止装置（係船柱）を設置する。 

 

（単位：mm） 

図 2.2－1 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の構造図（南側） 

  

Φ2200

（
根
入
れ
深
さ
）

内管：φ2,000＊t50内管：φ2000＊t50

外管：φ2200＊t50

埋戻土（掘削ズリ）

漂流防止装置（係船柱）

中詰コンクリート

モルタル（充填材）
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（単位：mm） 

図 2.2－2 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の構造図（北側） 

 

 

（単位：mm） 

図 2.2－3 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）への漂流防止装置（係船柱）設置図  

外管：φ2200＊t50

（
根
入
れ
深
さ
）

漂流防止装置（係船柱）

内管：φ2000＊t50

Φ2200

中詰コンクリート

モルタル（充填材）
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2.3 評価方針 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）は，漂流防止装置（係船柱）を支持する。 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の各部位の役割及び性能目標を表 2.3－1 及び表 2.3

－2 に示す。 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の耐震評価は，地震応答解析の結果に基づき，表 2.3

－3 に示すとおり，施設の変形性評価及び基礎地盤の支持性能評価を行い，構造強度を

有することを確認する。なお，施設の変形性評価にあたっては，保守的に施設がおおむ

ね弾性状態にとどまることを確認する。 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の耐震評価フローを図 2.3－4 に示す。 
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表 2.3－1 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の各部位の役割 

部位の名称 地震時の役割 津波時の役割 

鋼管杭 漂流防止装置（係船柱）を支持する。 
漂流防止装置（係船柱）を支持す

る。 

岩盤 
・鋼管杭を鉛直支持する。 

・鋼管杭の変形を抑制する。 

・鋼管杭を鉛直支持する。 

・鋼管杭の変形を抑制する。 

 

表 2.3－2 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の各部位の性能目標 

部位の名称 
性能目標 

鉛直支持 耐震性 耐津波性 

鋼管杭 ― 

漂流防止装置（係船

柱）の漂流防止機能の

保持のために，鋼管杭

がおおむね弾性状態

にとどまること。 

― 

岩盤 

鋼管杭を鉛直支持す

るため，十分な支持力

を保持すること。 

― ― 

 

表 2.3－3 流防止装置基礎（多重鋼管杭）の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度

を有する

こと 

施設の 

変形性 
鋼管杭 

発生する断面力（曲

げ・軸力）及び応力

（せん断応力）が許

容限界以下である

ことを確認 

降伏モーメント 

短期許容応力度 

基礎地盤の 

支持性能 
岩盤 

発生する応力（接地

圧）が許容限界以下

であることを確認 

極限支持力度＊ 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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図 2.3－4 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の耐震評価フロー 

  

評価方針

評価対象断面及び解析手法の選定

荷重及び荷重の組合せの選定

２次元有限要素法モデル
及び諸元の設定（地盤物性のばらつきを考慮）

常時応力解析

２次元有限要素法（有効応力解析）

基準地震動Ｓｓ

入力地震動の算定
（１次元波動論による地震応答解析）

接地圧の算定 変位量の算定

基礎地盤の支持性能評価 施設（鋼管杭）の変形性評価

評価終了

評価方針

許容限界の設定
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987(（社）日本電気協会） 

・道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）･同解説（（社）日本道路協会，平成 14

年 3 月） 

・港湾の施設の技術上の基準・同解説（国土交通省港湾局，2007 年版） 

・港湾構造物設計事例集（沿岸技術研究センター，平成 19 年 3 月） 

・コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（（社）土木学会，2002 年制定） 
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3. 耐震評価 

3.1 評価対象断面 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の評価対象断面は，漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）

の構造上の特徴や周辺地盤状況を踏まえて設定する。漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）

の評価対象断面位置図を図 3.1－1 に，断面図を図 3.1－2 及び図 3.1－3 に示す。以下

の理由から，①－①断面を評価対象断面として選定する。 

 

・①－①断面，②－②断面の漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）において，岩盤の根入

れ深さに差異はない。 

・①－①断面は②－②断面と比べ岩盤上面深さが深いため，漂流防止装置基礎（多

重鋼管杭）に作用する土圧が大きくなると考えられる。 

 

 

図 3.1－1 漂流防止装置の基礎（多重鋼管杭）の評価対象断面位置図 

  

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）
Ｎ

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）

250 500m0

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）

①

② ②

①

凡例

断面位置
（赤色は評価対象断面）
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図 3.1－2 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の横断面図（①－①断面） 

 

 

図 3.1－3 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の横断面図（②－②断面）  

杭根入れ深さ：13.0m

岩盤上面深さ：11.5m

第①層

第①層

第③層

第⑤層

第④層

第⑤層

第①層 第②層 第③層
杭根入れ
深さ：13.0m

岩盤上面
深さ：4.0m 第③層
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3.2 解析方法 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本

方針」のうち，「2.3 屋外重要土木構造物」に示す解析方法及び解析モデルを踏まえて

実施する。 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元有限要素法を用いて，

基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振による逐次時間

積分の時刻歴応答解析により行うこととする。地震時における地盤の有効応力の変化に

伴う影響を考慮するため，解析方法は有効応力解析とする。地震応答解析手法の選定フ

ローを図 3.2－1 に示す。 

構造部材については，線形はり要素（ビーム要素）でモデル化する。また，地盤につ

いては地盤のひずみ依存性を適切に考慮できるようモデル化する。 

地震応答解析については，解析コード「ＦＬＩＰ」を使用する。なお，解析コードの

検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概

要」に示す。 

 

 

図 3.2－1 地震応答解析手法の選定フロー 

  

START

質点系解析 ＦＥＭ解析

線形解析 等価線形解析 非線形解析

はり要素（線形） はり要素（Ｍ－φ） ファイバー要素
平面ひずみ
要素（線形）

双曲線モデル
（Ｈ－Ｄモデル）

指数関数モデル
（Ｒ－Ｏモデル）

線形モデル

（手法設定の考え方）

地震応答解析は，線形，等価線形，非線形解析のいずれかによる
こととし，地盤材料の強震時における非線形性を考慮する。
（ガイドにおける要求事項）

屋外重要土木構造物と地盤の動的相互作用を考慮できる連成系の
地震応答解析を用いること。（ガイドにおける要求事項）

鋼管杭を線形はり要素としてモデル化する。

・Ｄ級岩盤を除く岩盤は線形でモデル化する。
・Ｄ級岩盤，改良地盤，セメント改良土，埋戻土，基礎

捨石，被覆石，捨石及び改良地盤は地盤の非線形性を
考慮するためマルチスプリング要素でモデル化する。

・地震による有効応力の変化を考慮する。

【解析手法①】

【解析手法②】

【構造モデル】

【地盤モデル】
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3.2.1 施設 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）は，線形はり要素（ビーム要素）としてモデル

化する。 

 

3.2.2 地盤物性のばらつき 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の地震時の応答は周辺地盤との相互作用による

ことから，地盤物性のばらつきの影響を考慮する。地盤物性のばらつきについては，

表 3.2.2－1 に示す解析ケースにおいて考慮する。 

以下の理由から，漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の応答に与える影響が大きい

と考えられる埋戻土の物性（初期せん断弾性係数）のばらつきについて影響を確認

する。 

・広範囲に分布しており，動的変形特性にひずみ依存性があるため，地震時の繰返

し載荷により剛性低下することから，剛性の違いが地盤応答に影響し，漂流防止

装置基礎（多重鋼管杭）の応答に影響する。 

・地震時の繰返し載荷により液状化し，有効応力が低下することから，剛性の違い

が鋼管杭に対する主動土圧に影響し，漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の応答に影

響する。 

詳細な解析ケースの考え方は，「3.2.4 解析ケース」に示す。 

 

表 3.2.2－1 解析ケース 

解析ケース 

地盤物性 

埋戻土 

（Ｇ０：初期せん断弾性係数） 

岩盤 

（Ｇｄ：動せん断弾性係数） 

ケース① 

（基本ケース） 
平均値 平均値 

ケース② 平均値＋１σ 平均値 

ケース③ 平均値－１σ 平均値 

 

3.2.3 減衰定数 

Rayleigh 減衰を考慮することとし，剛性比例型減衰（α=0，β=0.002）を考慮す

る。なお，係数βの設定については，「ＦＬＩＰ研究会 14 年間の検討成果のまと

め「理論編」」を基に設定している。 
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3.2.4 解析ケース 

耐震評価においては，すべての基準地震動Ｓｓに対し，解析ケース①（基本ケー

ス）を実施する。すべての基準地震動Ｓｓに対して実施したケース①の解析におい

て，各照査値が最も厳しい地震動を用いて，解析ケース②及び③を実施する。 

耐震評価における解析ケースを表 3.2.4－1 に示す。 

 

表 3.2.4－1 耐震評価における解析ケース 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ 

基本ケース 

地盤物性のばらつき

（＋１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性のばらつき

（－１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

(＋＋)＊ ○   

(－＋)＊ ○   

(＋－)＊ ○   

(－－)＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ１ (＋＋)＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ２ (＋＋)＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ１ 
(＋＋)＊ ○   

(－＋)＊ 〇   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

(＋＋)＊ ○   

(－＋)＊ 〇   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

(＋＋)＊ ○   

(－＋)＊ 〇   

注記＊：地震動の位相について，（＋＋）の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」 

は位相を反転させたケースを示す。 

  

基準地震動Ｓｓ（6 波）に位相反転を
考慮した地震動（6 波）を加えた全 12
波に対し，ケース①（基本ケース）を
実施し，曲げ・軸力系の破壊，せん断
破壊及び基礎地盤の支持力照査の各照
査項目ごとに照査値が 0.5 を超える照
査項目に対して，最も厳しい（許容限
界に対する裕度が最も小さい）地震動
を用いてケース②及び③を実施する。 
すべての照査項目の照査値がいずれも
0.5 以下の場合は，照査値が最も厳し
くなる地震動を用いてケース②及び③
を実施する。 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

3.3.1 耐震評価上考慮する状態 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の地震応答解折において，地震以外に考慮する

状態を以下に示す。 

(1) 運転時の状態 

発電用原子炉が運転状態にあり,通常の条件下におかれている状態。ただし,運転

時の異常な過渡変化時の影響を受けないことから考慮しない。 

(2) 設計基準事故時の状態 

設計基準事故時の影響を受けないことから考慮しない。 

(3) 設計用自然条件 

積雪荷重を考慮する。風荷重については，漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）は風

荷重の影響を受けないことから考慮しない。 

(4) 重大事故等時の状態 

重大事故等時の状態の影響を受けないことから考慮しない。 

 

3.3.2 荷重 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の地震応答解析において，考慮する荷重を以下

に示す。 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，躯体の自重を考慮する。 

(2) 積雪荷重（Ｐｓ） 

積雪荷重として，発電所最寄りの気象官署である松江地方気象台（松江市）での

観測記録（1941～2018 年）より，観測史上１位の月最深積雪 100cm（1971 年２月４

日）に平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35 を考慮した 35.0 ㎝とする。積雪

荷重については，「松江市建築基準法施行細則（平成 17 年 3 月 31 日松江市規則第

234 号）」により，積雪量１cm ごとに 20N/㎡の積雪荷重が作用することを考慮し設

定する。 

(3) 地震荷重（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓの荷重を考慮する。  
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3.3.3 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3.3.3－1 に示す。 

 

表 3.3.3－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｓｓ＋Ｐｓ 

 

Ｇ ：固定荷重 

Ｓｓ ：地震荷重（基準地震動Ｓｓ） 

Ｐｓ ：積雪荷重 
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3.4 入力地震動 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構

造物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを，

一次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。なお，入力

地震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」

のうち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

図 3.4－1 に入力地震動算定の概念図を，図 3.4－2～図 3.4－13 に入力地震動の加速

度時刻歴波形及び加速度応答スペクトルを示す。入力地震動の算定には，解析コード「Ｓ

ＨＡＫＥ」を使用する。解析コードの検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計

算機プログラム(解析コード)の概要」に示す。 

 

 

 

図 3.4－1 入力地震動算定の概念図 

  

地下構造モデル 構造物位置地盤モデル 

▽EL 6.0m 

(地表面) 

地表面 
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(2E0) ▽EL-10m 

(解放基盤表面) 

一次元波動論 

による応答計算 

▽EL-215m 
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 (a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3.4－2 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3.4－3 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3.4－4 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3.4－5 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3.4－6 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3.4－7 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3.4－8 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3.4－9 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3.4－10 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２(ＮＳ)） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3.4－11 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２(ＮＳ)） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3.4－12 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２(ＥＷ)） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3.4－13 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２(ＥＷ)） 
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3.5 解析モデル及び諸元 

3.5.1 解析モデル 

漂流防止装置（多重鋼管杭）の評価対象位置図を図 3.5.1－1 に，評価対象断面

の地震応答解析モデルを図 3.5.1－2 に地質断面図を図 3.5.1－3 に示す。 

 

図 3.5.1－1 漂流防止装置（多重鋼管杭）の評価対象位置図 
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①
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①
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図 3.5.1－2 地震応答解析モデル（①－①断面) 

 

 

図 3.5.1－3 地質断面図（①－①断面)  

第①層

第①層

第③層

第⑤層
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(1) 解析領域 

地震応答解析モデルは，境界条件の影響が地盤及び構造物の応力状態に影響を及

ぼさないよう，十分広い領域とする。具体的には，「原子力発電所耐震設計技術指

針 ＪＥＡＧ４６０１-1987(（社）日本電気協会）」を参考に，図 3.5.1－4 に示

すとおりモデル幅を構造物基礎幅の 5 倍以上，構造物下端からモデル下端までの高

さを構造物基礎幅の 2 倍以上確保する。なお，対象断面によって，地層形状に合わ

せてモデル化領域を調整する。 

地盤の要素分割については，波動をなめらかに表現するために，対象とする波長

の５分の１程度を考慮し，要素高さを１m 程度以下まで細分割して設定する。 

解析モデルの下端については，EL-50m までモデル化する。 

地震応答解析モデルは，検討対象構造物とその周辺地盤をモデル化した不整形地

盤に加え，この不整形地盤の左右に広がる地盤をモデル化した自由地盤で構成され

る。この自由地盤は，不整形地盤の左右端と同じ地質構成を有する一次元地盤モデ

ルである。地震応答解析における自由地盤の常時応力解析から不整形地盤の地震応

答解析までのフローを図 3.5.1－5 に示す。 

 

 

図 3.5.1－4 モデル化範囲の考え方 
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図 3.5.1－5 自由地盤の常時応力解析から不整形地盤の地震応答解析までのフロー 

 

(2) 境界条件 

ａ. 常時応力解析時 

常時応力解析は，地盤や構造物の自重及び風荷重等の静的な荷重を載荷するこ

とによる常時応力を算定するために行う。そこで，常時応力解析時の境界条件は

底面固定とし，側方は自重等による地盤の鉛直方向の変形を拘束しないよう鉛直

ローラーとする。境界条件の概念図を図 3.5.1－6 に示す。 

 

 

図 3.5.1－6 常時応力解析における境界条件の概念図 

  

③不整形地盤（２次元有限
要素法）の常時応力解析

不整形地盤（２次元有限要素法）
の地震応答解析

①自由地盤の常時応力解析

②自由地盤の地震応答解析
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ｂ. 地震応答解析時 

地震応答解析時の境界条件については，有限要素解析における半無限地盤を模

擬するため，粘性境界を設ける。底面の粘性境界については，地震動の下降波が

モデル底面境界から半無限地盤へ通過していく状態を模擬するため，ダッシュポ

ットを設定する。側方の粘性境界については，自由地盤の地盤振動と不整形地盤

側方の地盤振動の差分が側方を通過していく状態を模擬するため，自由地盤の側

方にダッシュポットを設定する。境界条件の概念図を図 3.5.1－7 に示す。 

 

 

図 3.5.1－7 地震応答解析における境界条件の概念図 

 

(3) 構造物のモデル化 

鋼管杭は線形はり要素（ビーム要素）でモデル化する。漂流防止装置（係船柱）

は漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）上端に付加重量として考慮する。 

 

 

  

自

由

地

盤

側方粘性境界側方粘性境界

底面粘性境界

自

由

地

盤



2.5.4-34 

 

(4) 地盤のモデル化 

岩盤は線形の平面ひずみ要素でモデル化する。 

埋戻土（海底堆積物を含む）及び改良地盤は，地盤の非線形性を考慮するためマ

ルチスプリング要素でモデル化し，地下水位以深の要素は間隙水要素を重ねて定義

する。動的変形特性には，双曲線モデル（H-D モデル）を用いる。そのうち，埋戻

土は，液状化パラメータを設定することで，地震時の有効応力の変化に応じた非線

形せん断応力～せん断ひずみ関係を考慮する。 

施設護岸の上部に位置する埋戻土（施設護岸背面）については，港湾の施設の技

術上の基準・同解説（国土交通省港湾局，2007 年版）（以下「港湾基準」という。）

（図 3.5.1－8 参照）に準拠し，施設護岸の一部として，線形の平面ひずみ要素で

モデル化し，剛性は施設護岸と同じ値を用い，背後の埋戻土及び改良地盤との境界

にジョイント要素を設定する。 

 

 

図 3.5.1－8 埋戻土（施設護岸背面）のモデル化について（「港湾基準」抜粋） 

 

 



2.5.4-35 

 

(5) ジョイント要素の設定 

地盤と構造体の接合面の法線方向に対して地震時の引張荷重を与えると，地盤は

構造体から剥離する特徴がある。また，地盤と構造体の接合面のせん断方向に対し

て地震時のせん断荷重を与え，せん断ひずみを増加させていくと，地盤及び構造体

のせん断応力は上限に達し，それ以上はせん断応力が増加しなくなる特徴がある。 

時刻歴応答解析では，地震時における実挙動を正確に把握するために，地盤と構

造体の接合面にジョイント要素を設定し，地震時の地盤と構造体の接合面における

剥離及びすべりを考慮する。 

ジョイント要素は，地盤と構造体の接合面で法線方向及びせん断方向に対して設

定する。法線方向については，常時状態以上の引張荷重が生じた場合，剛性及び応

力をゼロとし，剥離を考慮する。せん断方向については，地盤と構造体の接合面に

おけるせん断抵抗力以上のせん断荷重が生じた場合，せん断剛性をゼロとし，すべ

りを考慮する。 

せん断強度τf は次式の Mohr－Coulomb 式により規定される。 

鉛直方向のジョイント要素の粘着力 c 及び内部摩擦角φは，「港湾基準」（図

3.5.1－9 参照）に準拠し，ｃ=0，φ=15°に設定する。 

水平方向のジョイント要素の粘着力 c 及び内部摩擦角φは，「港湾構造物設計事

例集（沿岸技術研究センター，平成 19 年 3 月）」（以下「港湾構造物設計事例集」

という。）（図 3.5.1－10 参照）に準拠し，静止摩擦係数μからｃ=0，φ=tan-1(μ)

より設定する。静止摩擦係数μの値は，「港湾基準」（図 3.5.1－11 及び図 3.5.1

－12 参照）に準拠し，隣り合う地盤等に応じた静止摩擦係数を用いる。 

ジョイント要素の粘着力及び内部摩擦角を表 3.5.1－1 に，施設護岸断面図を図

3.5.1－13 に，ジョイント要素の配置を図 3.5.1－14 に示す。 

 

τf＝ｃ＋σ ’tanφ    

ここで， 

 τf：せん断強度 

 ｃ ：粘着力 

 φ ：内部摩擦角 
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図 3.5.1－9 ジョイント要素（鉛直方向）の物性値の設定根拠（「港湾基準」抜粋） 
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図 3.5.1－10 ジョイント要素（水平方向）の物性値の設定根拠 

（「港湾構造物設計事例集」抜粋） 

 

 

図 3.5.1－11 ジョイント要素（水平方向）の物性値設定に用いる静止摩擦係数 

（「港湾基準」抜粋） 
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図 3.5.1－12 ジョイント要素（水平方向）の物性値設定に用いる静止摩擦係数 

（「港湾基準」抜粋）  
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表 3.5.1－1 ジョイント要素の粘着力と内部摩擦力 

接合条件 
粘着力ｃ 

（N/mm2） 

内部摩

擦角φ 

（°） 

備考 

 材料１ 材料２ 

鉛
直
方
向 

境
界
１ 

埋戻土 

改良地盤①，② 

0 15.0 
構造物の壁面摩擦角の設定方法

を準用し，ｃ=0，φ=15°と設定 

改良地盤③ 

施設護岸 

埋戻土 

(施設護岸背面) 

被覆石 施設護岸 

水
平
方
向 

境
界
２ 

逆 T 擁壁 改良地盤①，② 

0 26.57 

剛性の高い岩盤等の境界である

ため，「コンクリートとコンクリ

ート」及び「コンクリートと岩

盤」の静止摩擦係数（μ=0.50）

より，φ=tan-1(μ)≒26.57° 

岩盤 改良地盤③ 

上部工 
セルラーブロック 

（コンクリート詰） 

セルラーブロック 

（コンクリート詰） 

セルラーブロック 

（コンクリート詰） 

境
界
３ 

セルラーブロック 

（栗石詰） 

セルラーブロック 

（栗石詰） 
0 30.96 

セルラーブロック（栗石充填）の

境界（図 3.5.1－10 参照）であ

るため，「コンクリートと捨石」

の摩擦係数μ=0.60 より， 

φ=tan-1(μ)≒30.96° 

境
界
４ 

セルラーブロック 

（栗石詰） 
基礎捨石 0 34.99 

セルラーブロックと基礎捨石の

境界（図 3.5.1－10 参照）であ

るため，「コンクリートと捨石」

の摩擦係数μ=0.60 と「捨石と捨

石」の摩擦係数μ=0.80 の平均値

（μ=0.70）より，φ=tan-1(μ)

≒34.99（図 3.5.1－12 参照） 
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図 3.5.1－13 施設護岸断面図（①－①断面） 

  

セルラーブロック 栗石充填
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ジョイント要素のばね定数は，「港湾構造物設計事例集」を参考に，数値解析上，

不安定な挙動を起こさない程度に周囲材料の剛性よりも十分に大きな値を設定す

る。表 3.5.1－2 にジョイント要素のばね定数を示す。 

また，ジョイント要素の力学特性を図 3.5.1－15 に示す。 

 

表 3.5.1－2 ジョイント要素のばね定数 

項目 
せん断剛性ｋｓ 

（ｋN/m2） 

圧縮剛性ｋｎ 

（ｋN/m2） 

境界１，３，４ 1.0×106 1.0×106 

境界２ 0 * 1.0×106 

注記＊：せん断剛性を保守的にゼロに設定 

 

 

図 3.5.1－15 ジョイント要素の力学特性 
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(6) 杭―地盤相互作用ばねの設定 

杭と埋戻土が接している部分においては，側方境界部に杭―地盤相互作用ばねを

設けることにより，杭と地盤（埋戻土）の相互作用における３次元効果を２次元モ

デルで適切に考慮する。 

杭―地盤相互作用ばねの杭軸直角方向のばね定数は，「ＦＬＩＰ研究会 14 年間

の検討成果のまとめ「理論編」」に従い，杭径及び杭間隔より設定される値を用い

る。また，鉛直方向では，杭―地盤相互作用ばねはモデル化していない。 

杭と岩盤が接している部分においては，杭と地盤（岩盤）の各節点を水平方向に

拘束し，杭の先端部は杭と地盤（岩盤）の節点を水平及び鉛直方向に拘束する設定

とする。 

図 3.5.1－16 に①－①断面における杭―地盤相互作用ばねの配置図を示す。 

 

図 3.5.1－16 ①－①断面における杭―地盤相互作用ばねの配置図 

 

  

施設護岸
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3.5.2 使用材料及び材料の物性値 

耐震評価に用いる材料定数は，適用基準類を基に設定する。使用材料を表 3.5.2

－1 に，材料の物性値を表 3.5.2－2 に示す。 

 

表 3.5.2－1 使用材料 

材料 諸元 

鋼管杭 
φ2200mm（SM570）t=50mm＊ 

φ2000mm（SM570）t=50mm 

注記＊：「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）･同解説（(社)日本道路協

会，平成 14 年 3 月）」に基づき，腐食代 1mm を考慮する。 

 

表 3.5.2－2 材料の物性値＊ 

材料 
単位体積重量

（kN/m3） 

ヤング係数 

（N/mm2） 
ポアソン比 

鋼管杭 77.0 2.0×105 0.3 

注記＊：コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（（社）土木学会，2002 年制定） 
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3.5.3 地盤の物性値 

地盤の物性値は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定している

物性値を用いる。地盤の物性値を表 3.5.3－1～表 3.5.3－5 に示す。 

 

表 3.5.3－1 地盤の解析用物性値（有効応力解析，液状化検討対象層） 

  埋戻土＊3 

物
理
特
性 

密度        ρ＊1（g／cm3） 
2.11 

【2.00】 

間隙率       n 0.45 

変
形
特
性 

動せん断弾性係数  Gma
＊2（kN/m2） 154600 

基準平均有効拘束圧 σma'＊2（kN/m2） 98.00 

ポアソン比     ν 0.33 

減衰定数の上限値  hmax 0.095 

強
度
特
性 

粘着力       c' （kN／m2） 0 

内部摩擦角     φ' （°） 40.17 

液
状
化
特
性 

変相角       φp （°） 28 

液状化パラメータ 

S1 0.005 

w1 4.080 

P1 0.500 

P2 0.990 

C1 2.006 

注記＊1 ：括弧内【】の数字は地下水位以浅の数値を表す。 

＊2 ：動せん断弾性係数，基準平均有効拘束圧及び液状化パラメータは代

表的な数値を示す。 

＊3：海底堆積物は，埋戻土の物性を流用し，液状化影響を考慮する。  
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表 3.5.3－2 地盤の解析用物性値（有効応力解析，非液状化層） 

 
基礎捨石及び被覆石 

物
理
特
性 

密度        ρ＊1（g/cm3） 
2.04 

【1.84】 

間隙率       n 0.45 

変
形
特
性 

動せん断弾性係数  Gma
＊2（kN/m2） 180000 

基準平均有効拘束圧 σma'＊2（kN/m2） 98.00 

ポアソン比     ν 0.33 

減衰定数の上限値  hmax 0.24 

強
度
特
性 

粘着力       c’（kN/m2） 20 

内部摩擦角     φ’（°） 35.00 

注記＊1：括弧内【】の数字は地下水位以浅の数値を示す。 

＊2：動せん断弾性係数及び基準平均有効拘束圧は代表的な数値を示す。 
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表 3.5.3－3 地盤の解析用物性値 （有効応力解析，改良地盤） 

対象施設 
防波壁 

逆Ｔ擁壁 

種別（工法，地盤種別） 
改良地盤①，② 

（薬液注入） 

改良地盤③ 

（薬液注入） 

物
理
特
性 

密度        ρ（g／cm3） 2.11 2.11 

間隙率       n 0.45 0.45 

変
形
特
性 

動せん断弾性係数  Gma
＊2（kN/m2） 765800  956500  

基準平均有効拘束圧 σma'＊2（kN/m2） 98.00 98.00 

ポアソン比     ν 0.33 0.33 

減衰定数の上限値  hmax 0.095 0.095 

強
度
特
性 

粘着力       c（kN／m2） 628  1140  

内部摩擦角     φ’（°） 38.00 40.54 

注記＊1：動せん断弾性係数及び基準平均有効拘束圧は代表的な数値を示す。  
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表 3.5.3－4 地盤の解析用物性値（有効応力解析，埋戻土（施設護岸背面）） 

対象施設 
防波壁 

（多重鋼管杭式擁壁） 

物
理
特
性 

密度        ρ＊1（g/cm3） 
2.11 

【2.00】 

変
形
特
性 

ヤング係数＊2     （N/mm2） 2.5×104 

ポアソン比     ν 0.20 

注記＊1：括弧内【】の数字は地下水位以浅の数値を表す。 

＊2：「港湾基準」を踏まえ，線形の平面ひずみ要素として， 

ヤング係数 2.5×104 N/mm2 を設定 

 

表 3.5.3－5 地盤の解析用物性値（有効応力解析，３号機エリア） 

  岩盤②速度層 岩盤③速度層 岩盤④速度層 岩盤⑤速度層 

P 波速度    Vp（m/s） 1710 2270 3240 3860 

S 波速度    Vs（m/s） 620 960 1520 1900 

単位体積重量    γ（kN／m3） 23.3 23.4 24.5 25.2 

動ポアソン比  νd 0.42 0.39 0.36 0.34 

減衰定数      h 0.030 0.030 0.030 0.030 

弾性係数      E(kN/m2) 2601000 6118000 15690000 24860000 
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3.5.4 地下水位 

設計地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に従い設定する。

設計地下水位を表 3.5.4－1 に示す。 

 

表 3.5.4－1 設計地下水位 

施設名称 設計地下水位 

漂流防止装置基礎 

（多重鋼管杭） 

防波壁より陸側：EL 8.5m＊ 

防波壁より海側：EL 0.58m 

注記＊：地表面が EL 8.5m よりも低い地点については，地下水位を地表面とする。 

 

3.6 評価対象部位 

評価対象部位は，漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の構造上の特徴を踏まえ設定する。 

 

3.6.1 施設の変形性評価 

施設の変形性評価に係る評価対象部位は，鋼管杭とする。 

 

3.6.2 基礎地盤の支持性能評価 

基礎地盤の支持性能評価に係る評価対象部位は，鋼管杭を支持する鋼管杭直下の

基礎地盤（岩盤）とする。 
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3.7 許容限界 

3.7.1 鋼管杭 

鋼管杭の許容限界は，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（（社）

日本道路協会，平成 14 年 3 月）」及び「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）･

同解説（（社）日本道路協会，平成 14 年 3 月）」を基に算定した降伏モーメント

及び短期許容せん断応力度とする。 

 

降伏モーメントは次式により算定する。 

 𝑀𝑦＝∑(𝑓𝑦𝑖 −
|𝑁𝑖|

𝐴𝑖
)𝑍𝑒𝑖 

 ここで， 

Ｍy ：多重鋼管杭の降伏モーメント（kN・m） 

ｆyi：多重鋼管杭を構成する各鋼管の降伏基準点（N/mm2） 

Ｚei：多重鋼管杭を構成する各鋼管の断面係数（mm3） 

Ｎi ：多重鋼管杭を構成する各鋼管に発生する軸力（kN） 

Ａi ：多重鋼管杭を構成する各鋼管の断面積（mm2） 
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3.7.2 基礎地盤 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係

る基本方針」に基づき支持力試験により設定する。基礎地盤の許容限界を表 3.7.2

－1 に示す。 

 

表 3.7.2－1 基礎地盤の許容限界 

評価項目 基礎地盤 許容限界（N/mm2） 

極限支持力度 岩盤 
CH 級 

9.8 
CM 級 
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3.8 評価方法 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の耐震評価は，地震応答解析に基づいて算定した発

生断面力又は発生応力度が「3.7 許容限界」で設定した許容限界を満足することを確

認する。 

 

3.8.1 鋼管杭 

(1) 曲げ照査 

杭体発生曲げモーメントが降伏モーメント以下であることを確認する。 

なお，降伏モーメントは，安全側に，杭体に発生する最大軸力を用いて算定する 

 

(2) せん断照査 

杭体発生せん断応力度が許容せん断応力度以下であることを確認する。 

 

3.8.2 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能評価においては，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）･

同解説（（社）日本道路協会，平成 14 年 3 月）」に基づき，杭下端部の軸力を用

いて次式により算定される軸応力度が，基礎地盤の極限支持力度以下であることを

確認する。 

 

𝑅𝑑＝
𝑁

𝐴′
 

 

ここで， 

Ｒd ：鋼管杭下端の軸力より算定される軸応力度（N/mm2） 

Ｎ ：鋼管杭下端に発生する軸力（N） 

Ａ ’ ：鋼管杭下端の断面積（mm2） 
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4. 耐震評価結果 

4.1 解析ケースと照査値 

4.1.1 鋼管杭の曲げ照査 

表 4.1.1－1 に鋼管杭における曲げ・軸力系の破壊に対する照査の実施ケースと

照査値を示す。 

 

表 4.1.1－1 鋼管杭の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における実施ケースと照査値 

（①－①断面） 

      解析ケース 

  地震動 

鋼管杭の曲げ･軸力系の破壊に対

する照査値 

① ② ③ 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 0.58   

（－＋） 0.57   

（＋－） 0.58   

（－－） 0.52   

Ｓｓ－Ｆ１ （＋＋） 0.36   

Ｓｓ－Ｆ２ （＋＋） 0.39   

Ｓｓ－Ｎ1 

（＋＋） 0.51   

（－＋） 0.64 0.64 0.64 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

（＋＋） 0.51   

（－＋） 0.46   

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

（＋＋） 0.47   

（－＋） 0.44   

：曲げ・軸力系の破壊に対する評価のうち，照査値 0.5 

を超える最も厳しい照査 

  



2.5.4-54 

 

4.1.2 鋼管杭のせん断照査 

表 4.1.2－1 に鋼管杭におけるせん断破壊に対する照査の実施ケースと照査値を

示す。 

 

表 4.1.2－1 鋼管杭のせん断破壊に対する照査における実施ケースと照査値 

（①－①断面） 

      解析ケース 

  地震動 

鋼管杭のせん断破壊に対する 

照査値 

① ② ③ 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 0.23   

（－＋） 0.22   

（＋－） 0.23   

（－－） 0.20   

Ｓｓ－Ｆ１ （＋＋） 0.14   

Ｓｓ－Ｆ２ （＋＋） 0.16   

Ｓｓ－Ｎ1 

（＋＋） 0.20   

（－＋） 0.25 0.25 0.25 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

（＋＋） 0.20   

（－＋） 0.18   

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

（＋＋） 0.18   

（－＋） 0.17   
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4.1.3 基礎地盤の支持性能に対する照査 

表 4.1.3－1 に基礎地盤の支持性能に対する照査の実施ケースと照査値を示す。 

 

表 4.1.3－1 基礎地盤の支持性能に対する照査の実施ケースと照査値 

      解析ケース 

  地震動 

基礎地盤の支持性能照査値 

① ② ③ 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 0.12   

（－＋） 0.12   

（＋－） 0.12   

（－－） 0.12   

Ｓｓ－Ｆ１ （＋＋） 0.11   

Ｓｓ－Ｆ２ （＋＋） 0.12   

Ｓｓ－Ｎ1 

（＋＋） 0.10   

（－＋） 0.10 0.10 0.10 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

（＋＋） 0.12   

（－＋） 0.12   

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

（＋＋） 0.12   

（－＋） 0.12   
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4.2 鋼管杭の曲げ照査 

鋼管杭の曲げ・軸力系の破壊に対する照査において各解析ケースのうち最も厳しい照

査値となる結果を表 4.2－1 に示す。また，該当する解析ケースの断面力図を図 4.2－1

に示す。 

 

表 4.2－1 多重鋼管杭の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（①－①断面） 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 降伏 

モーメント 

Ｍy(kN・m) 

照査値 

Ｍ/Ｍｙ 
曲げモーメント 

Ｍ(kN・m) 

軸力 

Ｎ(kN) 

Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
② 85630 2733 134667 0.64 

 

図 4.2－1 鋼管杭の曲げ・軸力系に対する照査における 

最大照査値の評価時刻での断面力 

（①－①断面，Ｓｓ－Ｎ１（－＋），t＝7.68s） 

解析ケース②：地盤物性のばらつきを考慮した解析ケース（平均値＋１σ） 
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4.3 鋼管杭のせん断照査 

鋼管杭のせん断破壊に対する照査において各解析ケースのうち最も厳しい照査値と

なる結果を表 4.3－1 に示す。また，該当する解析ケースの断面力図を図 4. 3－1 に示

す。 

 

表 4.3－1 鋼管杭のせん断破壊に対する照査における最大照査値 

（①－①断面） 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 せん断 

応力度 

τ(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τａ (N/mm2) 

照査値 

τ/τａ 
せん断力 

(kN) 

Ｓｓ－Ｎ１ 

（－＋） 
①  32310 51 210 0.25 

 

図 4.3－1 鋼管杭のせん断破壊に対する照査における 

最大照査値の評価時刻での断面力 

（①－①断面，Ｓｓ－Ｎ１（－＋），t＝7.69s） 

解析ケース①：地盤物性のばらつきを考慮しない解析ケース（平均値） 
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4.4 基礎地盤の支持性能に対する照査 

基礎地盤の支持性能評価結果を表 4.4－1 に示す。 

この結果から，鋼管杭下端の基礎地盤に生じる軸応力度が極限支持力度以下であるこ

とを確認した。 

 

表 4.4－1 基礎地盤の支持性能評価結果（①－①断面） 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 

軸応力度 

Ｒd(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｒu(N/mm2) 

照査値 

Ｒd/Ｒu 
軸力 

Ｎ(kN) 

Ｓｓ－Ｄ（＋＋） ① 4425 1.2 9.8 0.12 
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（参考資料 1）漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の許容限界の設定 

 

1. 概要 

本資料は，漂流防止装置基礎（荷揚護岸）について，基準地震動Ｓｓによる地震応答解

析に基づく施設の変形性評価を行う際の許容限界の設定を説明するものである。 

 

2. 許容限界の設定 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の許容限界の設定にあたっては，「発電所における使用

条件から要求される許容限界」，「供用の観点から許容される岸壁の変形量の目安」を比

較し，保守的な許容限界を用いる。 

 

2.1 発電所における使用条件から要求される許容限界 

島根原子力発電所の荷揚護岸に停泊する燃料等輸送船，貨物船等の船舶については日

本海東縁部に想定される地震による津波が来襲する場合は，緊急退避に必要な時間が確

保できるため，漂流することはない。一方，海域活断層から想定される地震による津波

が来襲する場合は，緊急退避が困難であるため，荷揚護岸に係留することにより漂流さ

せない設計とする。 

海域活断層から想定される地震による津波（基準津波４）の取水口における最低水位

EL -4.3m に対して，喫水高さは 3m～5m であることから，仮に燃料等輸送船が取水口上

部に漂流した場合，取水口（上端 EL -9.0m）に到達する可能性がある。 

したがって，発電所における使用条件から要求される許容限界として，係留する船舶

が係留時に許容される最大移動可能距離約 75m（荷揚護岸と取水口との水平離隔距離）

が許容限界となる（図 2.1－1 参照）。 
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図 2.1－1 係留するする船舶・荷揚護岸と取水口の離隔距離 
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2.2 供用の観点から許容される岸壁の変形量の目安 

「港湾の施設の技術上の基準・同解説（日本港湾協会，平成 11 年 4 月）」（以下「港

湾基準」という。）において，港湾施設の地震被災後の供用状況がまとめられている。 

整理の観点としては，供用可能又は供用制限の有無，重力式又は矢板式による構造形

式の差異，前面水深-7.5m を基準とした規模の差異に着目し，岸壁の変形量の目安を表

2.2－1 のとおりとしている。 

島根原子力発電所の荷揚護岸は，セルラーブロック式による重力式係船岸であり，護

岸前面の水深は約 10m であることから，表 2.2－1 の「重量式係船岸」，「-7.5ｍ以上

の岸壁」に区分される。この区分においては，被災変形量が 30cm 以内であれば，使用

制限が行われずに供用可能とされている。 

供用制限を行う場合，被災変形量が 30 ㎝から 100 ㎝の場合においても供用可能であ

ることが示されているが，ここでは保守的に使用制限を行わずに供用可能である状態を

採用する。 

したがって，供用の観点からの岸壁の変形量から要求される許容限界として，構造規

模が類似した岸壁の被災事例から残留変形量 30 ㎝を許容限界とする。 

 

なお，「新耐震設計手法開発ワーキンググループ報告書=第 1 部構造物の許容変形量

の考え方（運輸省港湾局研究協議会，昭和 62 年 3 月）」では，表 2.2－1 の根拠となっ

た調査データの記載がある（図 2.2－1）。 

 

 

表 2.2－1 供用の観点から許容される岸壁の変形量の目安 

（港湾の施設の技術上の基準・同解説（日本港湾協会，平成 11 年 4 月）から抜粋） 
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図 2.2－1(1) 新耐震設計手法開発ワーキンググループ報告書 

＝第 1 部 構造物の許容変形量の考え方＝（抜粋）  
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図 2.2－1(2) 新耐震設計手法開発ワーキンググループ報告書 

＝第 1 部 構造物の許容変形量の考え方＝（抜粋）  
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図 2.2－1(3) 新耐震設計手法開発ワーキンググループ報告書 

＝第 1 部 構造物の許容変形量の考え方＝（抜粋）  



 

（参考）1－7 

 

 

図 2.2－1(4) 新耐震設計手法開発ワーキンググループ報告書 

＝第 1 部 構造物の許容変形量の考え方＝（抜粋） 

  



 

（参考）1－8 

 

3. まとめ 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の許容限界の設定にあたっては，表 3－1 に示すとおり，

「発電所における使用条件から要求される許容限界」，「供用の観点から許容される岸壁

の変形量の目安」を比較し，保守的な許容限界を用いることとし，漂流防止装置基礎（荷

揚護岸）の許容限界を残留変形量 0.3m とする。 

 

 

表 3－1 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の許容限界 

項目 許容限界 照査に用いる許容限界 

発電所における使用条件か

ら要求される許容限界 

水平離隔距離 

約 75（m） 許容残留変形量 

0.3（m） 供用の観点から許容される

岸壁の変形量の目安 

残留変形量 

0.3（m） 
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（参考資料 2）漂流防止装置基礎の護岸構造の詳細 

 

1. 概要 

本資料は，漂流防止装置基礎（荷揚護岸，多重鋼管杭）の位置する護岸の構造，使用材

料及び解析上のモデル化の詳細を説明するものである。 

 

2. 護岸の構造概要 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸，多重鋼管杭）の位置図を図 2－1 に示す，漂流防止装置

基礎は，荷揚護岸部，多重鋼管杭部ともに，海側に護岸を有する。漂流防止装置基礎（荷

揚護岸，多重鋼管杭）の構造図を図 2－2 に示す。 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）は，セルラーブロック式による重力式護岸である。セル

ラーブロックは５段積みであり，中詰材は全てコンクリートである。 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の海側の護岸は，セルラーブロック式による重力式護

岸である。セルラーブロックは３段積みであり，中詰材はコンクリート及び栗石である。 

各護岸の詳細は「3. 護岸の使用材料，材料の物性値及びジョイント要素の設定」に示

す。 

 

図 2―1 漂流防止装置基礎（荷揚護岸，多重鋼管杭）位置図 

  

Ｎ

漂流防止装置（係船柱）
漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）

漂流防止装置（係船柱）
漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）

漂流防止装置（係船柱）
漂流防止装置基礎（荷揚護岸）

250 500m0
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（平面図） 

 

 

 

 

（正面図） 

 

図 2－2(1) 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の構造図 
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図 2－2(2) 漂流防止装置基礎（荷揚護岸，多重鋼管杭）の鳥観図 

  

漂流防止装置
（多重鋼管杭上に設置）

漂流防止装置
（荷揚護岸上に設置）

A

A

B

B
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荷揚護岸部断面（Ａ－Ａ断面） 

 

多重鋼管杭部護岸断面（Ｂ－Ｂ断面） 

図 2－2(3) 漂流防止装置基礎（荷揚護岸，多重鋼管杭）の護岸の構造図  

セルラーブロック
（コンクリート詰）

上部工（有筋）

上部工（無筋）

漂流防止装置
（係船柱）

セルラーブロック
（コンクリート詰）

セルラーブロック
（栗石詰）

上部工（有筋）

上部工（無筋）
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3. 護岸の使用材料，材料の物性値及びジョイント要素の設定 

護岸部の使用材料を表 3－1 に，材料の物性値を表 3－2 に示す。材料の物性値のうちセ

ルラーブロックの単位体積重量は，漂流防止装置基礎（荷揚護岸）解析モデルと漂流防止

装置基礎（多重鋼管杭）解析モデルにおいて，ブロックの寸法及び中詰材が異なることか

ら，図 3－1 に詳細を示す。 

また，これらの使用材料を踏まえたジョイント要素の設定を表 3－3 及び表 3－4 に示

す。 

なお，上部工（有筋）及び上部工（無筋）については，表 3－2 に示す配筋図の通り十分

な定着長が確保されていることから，一体としてモデル化する。 

 

表 3－1 使用材料 

材料 部位 諸元 

コンクリート 

漂流防止 

装置基礎 

(荷揚護岸，多重

鋼管杭） 

上部工（有筋） 設計基準強度：20.6N/mm2 

上部工（無筋） 設計基準強度：14.7N/mm2 

セルラーブロック 設計基準強度：20.6N/mm2 

基礎コンクリート 設計基準強度：14.7N/mm2 
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表 3－2 材料の物性値 

材料 部位 

単位体積重量

（kN/m3） 
ヤング係数 

（kN/mm2） 

ポアソン

比 
飽和，湿潤 水中 

コンクリート 

上部工（有筋） 24.0＊1 - 23.3＊1 0.2＊1 

上部工（無筋） 22.6＊2 - 20.4＊1 0.2＊1 

セルラーブロック＊3 

（コンクリート詰） 
23.0＊2 12.9 23.3＊1 0.2＊1 

セルラーブロック＊3 

（コンクリート詰） 
23.0＊2 12.9 23.3＊1 0.2＊1 

基礎コンクリート 22.6＊2 12.5 20.4＊1 0.2＊1 

注記＊1：コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会，2002 年制定） 

＊2：港湾の施設の技術上の基準・同解説（国土交通省港湾局，2007 年版） 

＊3：セルラーブロック及び中詰材の単位体積重量は，「港湾の施設の技術上の基準・

同解説（国土交通省港湾局，2007 年版）」より設定する。また，剛性は中詰材が

護岸と一体の挙動を示すことから，護岸材料と同様の物性とする。 

 

 

【漂流防止装置基礎（荷揚護岸）

解析モデルのうち護岸部抜粋】

【漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）

解析モデルのうち護岸部抜粋】

上部工(有筋)

上部工(無筋)

セルラーブロック

(コンクリート詰)

基礎コンクリート

上部工(有筋)

上部工(無筋)

セルラーブロック

(コンクリート詰)

基礎捨石

セルラーブロック

(栗石詰)

(単位：㎜)

(海側)
(海側)

(海側)
(海側)

上部工

(有筋)

上部工

(無筋)

上部工

(有筋)

上部工

(無筋)
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図 3－1(1) 材料の物性値のうちセルラーブロックの単位体積重量 

（漂流防止装置基礎（荷揚護岸）解析モデル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1(2) 材料の物性値のうちセルラーブロックの単位体積重量 

（漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）解析モデル） 
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表 3－3 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）解析モデルのうち護岸における 

ジョイント要素の粘着力と内部摩擦力 

 

  

【漂流防止装置基礎（荷揚護岸）解析モデルのうち護岸部抜粋】

上部工(有筋)

上部工(無筋)

セルラーブロック

(コンクリート詰)

基礎コンクリート

接合条件 
粘着力 

ｃ 

（N/mm2） 

内部 

摩擦角 

φ 

（°） 

備考 

 材料１ 材料２ 

鉛
直
方
向 

境
界
１ 

埋戻土 施設護岸 0  15.0 

構造物の壁面摩擦角の設定方法

を準用し，ｃ=0，φ=15°と設

定。 

水
平
方
向 

境
界
２ 

セルラーブロック 

(コンクリート詰) 

セルラー 

ブロック 

（コンクリ

ート詰） 

0 26.57 

剛性の高い岩盤等の境界である

ため，「コンクリートとコンク

リート」の静止摩擦係数（μ

=0.50）より，φ=tan-1(μ)≒

26.57° 
基礎コンク

リート 
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表 3－4 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）解析モデルのうち護岸における 

ジョイント要素の粘着力と内部摩擦力 

接合条件 
粘着力ｃ 

（N/mm2） 

内部摩

擦角φ 

（°） 

備考 

 材料１ 材料２ 

鉛
直
方
向 

境
界
１ 

埋戻土 施設護岸 

0  15.0 

構造物の壁面摩擦角の設定方法

を準用し，ｃ=0，φ=15°と設

定。 

被覆石 施設護岸 

水
平
方
向 

境
界
２ 

上部工 
セルラーブロック 

（コンクリート詰） 

0 26.57 

剛性の高い岩盤等の境界である

ため，「コンクリートとコンク

リート」の静止摩擦係数（μ

=0.50）より，φ=tan-1(μ)≒

26.57° セルラーブロック 

（コンクリート詰） 

セルラーブロック 

（栗石詰） 

境
界
３ 

セルラーブロック 

（栗石詰） 

セルラーブロック

（栗石詰） 
0 30.96 

セルラーブロック（栗石詰め）

の境界であるため，「コンクリ

ートと捨石」の摩擦係数μ

=0.60 より， 

φ=tan-1(μ)≒30.96° 

境
界
４ 

セルラーブロック 

（栗石詰） 
基礎捨石 0 34.99 

セルラーブロックと基礎捨石の

境界であるため，「コンクリー

トと捨石」の摩擦係数μ=0.60

と「捨石と捨石」の摩擦係数μ

=0.80 の平均値（μ=0.70）よ

り，φ=tan-1(μ)≒34.99° 

 

 
【漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）解析モデルのうち護岸部抜粋】

上部工(有筋)

上部工(無筋)

セルラーブロック

(コンクリート詰)

基礎捨石

セルラーブロック

(栗石詰)
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（参考資料 3）杭－地盤相互作用ばねモデルの概要 

 

1. 概要 

本資料は，漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の地震応答解析モデル（ＦＬＩＰ）におい

て設定している杭－地盤相互作用ばね要素について，その概要を説明するものである。漂

流防止装置基礎（多重鋼管杭）の評価対象断面位置図を図 1－1 に，漂流防止装置基礎（多

重鋼管杭）の地震応答解析モデルを図 1－2 に，地盤のすり抜け効果を考慮する杭―地盤

相互作用ばねのモデル図を図 1－3 に示す。 

 

図 1－1 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の評価対象断面位置図 

 

図 1－2 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の地震応答解析モデル（①－①断面） 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）
Ｎ

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）

250 500m0

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）

①

② ②

①

凡例

断面位置
（赤色は評価対象断面）

多重鋼管杭と地盤の接続部に杭－地盤相

互作用ばねをモデル化する
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注：『杭基礎のモデル化方法の検討  平成 14 年度成果報告書 p.8-5 第 2 期 FLIP 研究会』より抜粋  

 

図 1－3 地盤のすり抜け効果を考慮する杭－地盤相互作用バネのモデル図  

 

2. 杭－地盤相互作用ばねモデルの概要 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）は，単杭として設計するため，杭を土がすり抜ける現

象を考慮する。２次元有効応力解析による地震応答解析において，杭間を土がすり抜ける

３次元的現象を考慮できる手法として，杭－地盤相互作用ばねが提案されており，本解析

では，この杭－地盤相互作用ばねを採用している。 

ＦＬＩＰにおける杭－地盤相互作用ばねのモデル化は，「FLIP 研究会 14 年間の検討

成果のまとめ」によると，以下のとおりとされている。（図 2-1 文献抜粋） 
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図 2－1(1) 杭－地盤相互作用モデルの参考文献 
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図 2－1(2) 杭－地盤相互作用モデルの参考文献 
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図 2－1(3) 杭－地盤相互作用モデルの参考文献 
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図 2－1(4) 杭－地盤相互作用モデルの参考文献 
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図 2－1(5) 杭－地盤相互作用モデルの参考文献 
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2.6 強度評価における鉛直方向荷重の考え方 

 

床ドレン逆止弁の鉛直方向に作用する荷重については，自重，積雪荷重，余震荷重及び

津波荷重を組み合わせて評価を行う。荷重の組合せについては，荷重が作用する向きを考

慮し，安全側の評価となるように適切に組み合わせる。それぞれの荷重が作用する向きは

表 2.6－1 及び図 2.6－1 に示す向きとなることから，津波荷重及び鉛直上向きの余震荷

重を考慮し，自重，積雪荷重及び鉛直下向きの余震荷重は考慮しないこととする。 

表 2.6－1 に床ドレン逆止弁に作用する鉛直方向荷重一覧，図 2.6－1 に床ドレン逆止

弁に作用する鉛直方向荷重の概念図を示す。 

 

表2.6－1 床ドレン逆止弁に作用する鉛直方向荷重一覧 

 荷重の種類 荷重の向き 評価上の扱い 

① 自重 鉛直下向き（↓） 考慮しない 

② 積雪荷重 鉛直下向き（↓） 考慮しない 

③ 
余震荷重 

鉛直上向き（↑） 考慮する 

④ 鉛直下向き（↓） 考慮しない 

⑤ 津波荷重 鉛直上向き（↑） 考慮する 

 

 

 

 

図2.6－1 床ドレン逆止弁に作用する鉛直方向荷重の概念図 

②積雪荷重 
積雪 

③余震荷重（鉛直上向き） 

④余震荷重（鉛直下向き） 
①自重 

⑤津波荷重 

床ドレン逆止弁 
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2.7 津波の流入防止に係る津波バウンダリとなる設備の評価 

(1) 概要 

津波の流入防止に係る津波バウンダリとなる設備とは，地震時及びその後の津波に対し

て構造強度を有することで，浸水防護重点化範囲の境界における浸水対策（内郭防護）を

期待する設備である。従って，これらの設備に関して，耐震評価，津波に対する強度評価

を行い，津波バウンダリの維持を説明する。 

 

(2) 評価方針 

津波の流入防止に係る津波バウンダリとなる設備について抽出し，これらの系統におけ

る地震時及び津波時の影響を考慮した評価を実施する。 

a. 評価対象施設は，浸水防護重点化範囲への浸水防止の観点から，取水路及び放水路

から津波の影響を受ける範囲の設備とする。 

b. 津波の影響として，津波バウンダリとなる部位の形状等を考慮して，評価を実施す

る。 

 

(3) 評価結果 

津波の流入防止に係る津波バウンダリとなる設備について抽出し，これらの系統におけ

る耐震評価（基準地震動Ｓｓ）及び津波に対する強度評価（津波荷重＋弾性設計用地震動

Ｓｄ）を実施した。いずれの設備についても構造強度を有することで，津波バウンダリを

維持することを確認した。確認結果について，表 2.7－1に示す。 
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2.7.1 原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの津波に対する強度

評価 

 

(1) 概要 

原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプについて，津波及び余震に

より設備が損傷した場合，津波が敷地へ流入する可能性があるため，津波及び余震に対し

て健全性を維持する必要がある。本資料は，原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ

補機海水ポンプが，津波及び余震を考慮した荷重に対し，十分な構造強度を有しているこ

とを説明する。 

なお，計算方法ついては「Ⅵ-3-別添 3-2-8隔離弁，機器・配管の強度計算書」に示すタ

ービン補機海水ポンプ及び循環水ポンプと同様であることから，本資料には評価条件及び

結果のみ示す。 

 

(2) 評価対象機器 

評価対象機器について表 2.7.1－1に示す。 

 

表 2.7.1－1 評価対象機器 

機器名称 設置場所 

原子炉補機海水ポンプ 取水槽海水ポンプエリア 

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ 取水槽海水ポンプエリア 

 

(3) 構造強度評価 

評価部位としてコラムパイプ（ディスチャージケーシング含む）及びポンプ基礎ボルト

を選定する。なお，ポンプ取付ボルトについては，ボルトの総断面積がポンプ基礎ボルト

より大きいことから，基礎ボルトの評価に包絡される。表 2.7.1－2に荷重の組合せを，表

2.7.1－3及び表 2.7.1－4に許容応力を，表 2.7.1－5に使用材料の許容応力評価条件を示

す。
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(4) 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 2.7.1－6及び表 2.7.1－7に示す。 

弾性設計用地震動Ｓｄは，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設

定する。また，減衰定数はⅥ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用い

る。 

 

表 2.7.1－6 原子炉補機海水ポンプ 設計用地震力 

据付場所及び 
床面高さ(m) 

取水槽 EL 1.1＊1 

固有周期(s) 水平：0.118＊2  鉛直：0.05以下 

減衰定数(％) 水平：1.0  鉛直：― 

地震力 弾性設計用地震動Ｓｄ 

モード＊3 
固有周期

(s) 
応答水平震度＊4 応答鉛直震度＊4 

1次 0.118 4.25 ― 

動的震度＊5，＊6 0.95 0.63 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1次固有周期について記載 

＊3：固有周期が 0.050s以上のモードを示す。なお，0.020s以上 0.050s未満のモー

ドに対しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊4：設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計用床応答ス

ペクトルにより得られる震度 

＊5：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計震度 

＊6：最大応答加速度を 1.2倍した震度 
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表 2.7.1－7 高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ 設計用地震力 

据付場所及び 
床面高さ(m) 

取水槽 EL 1.1＊1 

固有周期(s) 水平：0.168＊2  鉛直：0.05以下 

減衰定数(％) 水平：1.0  鉛直：― 

地震力 弾性設計用地震動Ｓｄ 

モード＊3 
固有周期

(s) 
応答水平震度＊4 応答鉛直震度＊4 

1次 0.168 4.80 ― 

2次 0.052 1.30 ― 

動的震度＊5，＊6 0.95 0.63 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1次固有周期について記載 

＊3：固有周期が 0.050s以上のモードを示す。なお，0.020s以上 0.050s未満のモー

ドに対しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊4：設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計用床応答ス

ペクトルにより得られる震度 

＊5：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）を上回る設計震度 

＊6：最大応答加速度を 1.2倍した震度 

 

(5) 評価結果 

評価結果を表 2.7.1－8に示す。算出応力は許容応力以下であり，評価部位が構造健全性

を有することを確認した。 

 

表 2.7.1－8 評価結果 

機器名称 部材 材料 応力 算出応力 許容応力 

原子炉補機 

海水ポンプ 

コラムパイプ 
一次一般 

膜応力 
94 240 

ポンプ基礎ボルト 
引張 49 153 

せん断 19 118 

高圧炉心スプレイ 

補機海水ポンプ 

コラムパイプ 
一次一般 

膜応力 
170 240 

ポンプ基礎ボルト 
引張 53 153 

せん断 12 118 

 

  

（単位：MPa） 
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2.7.2 原子炉補機海水系配管及び高圧炉心スプレイ補機海水系配管の津波に対する強度

評価 

 

(1) 概要 

原子炉補機海水系配管及び高圧炉心スプレイ補機海水系配管について，津波及び余震に

より設備が損傷した場合，津波が敷地へ流入する可能性があるため，津波及び余震に対し

て健全性を維持する必要がある。本資料は，原子炉補機海水系配管及び高圧炉心スプレイ

補機海水系配管について，津波及び余震を考慮した荷重に対し，十分な構造強度を有して

いることを説明する。 

なお，計算方法ついては「Ⅵ-3-別添 3-2-8 隔離弁，機器・配管の強度計算書」に示す

配管と同様であることから，本資料には評価条件及び結果のみ示す。 

 

(2) 構造強度評価 

本資料において評価する対象配管の概略系統図及び鳥瞰図については耐震評価での内

容と同じため，Ⅵ-2-5-7-1-6(2) 管の耐震性についての計算書（原子炉補機海水系）「2. 

概略系統図及び鳥瞰図」及びⅥ-2-5-7-2-6(2) 管の耐震性についての計算書（高圧炉心

スプレイ補機海水系）「2. 概略系統図及び鳥瞰図」に示す。 

評価条件として表 2.7.2－1に荷重の組合せを，表 2.7.2－2に許容応力を，表 2.7.2－

3に使用材料の許容応力評価条件を示す。 
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(3) 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力についてはⅥ-2-5-7-1-6(2) 管の耐震性についての計算書

（原子炉補機海水系）「3.5 設計用地震力」及び「4.1 固有周期及び設計震度」，また，Ⅵ

-2-5-7-2-6(2) 管の耐震性についての計算書（高圧炉心スプレイ補機海水系）「3.5 設計

用地震力」及び「4.1 固有周期及び設計震度」のうち弾性設計用地震動Ｓｄの項目に示す

とおりであることから本資料への記載を省略する。 

 

(4) 評価結果 

評価結果を表 2.7.2－4に示す。算出応力は全てのモデルの評価点のうち，最も裕度の小

さい箇所を示す。算出応力は許容応力以下であり，対象機器が構造健全性を有することを

確認した。 

 

表 2.7.2－4 評価結果 

機器名称 応力 
鳥瞰図 

番号* 

最大応力

評価点* 
算出応力 許容応力 

原子炉補機水系配管 一次応力 RSW-T-1 1N 101 245 

高圧炉心スプレイ 

補機海水系配管 
一次応力 HPSW-T-1 2 100 245 

注記＊：鳥瞰図番号及び最大応力評価点についてはⅥ-2-5-7-1-6(2) 管の耐震性についての

計算書（原子炉補機海水系）「2. 概略系統図及び鳥瞰図」及びⅥ-2-5-7-2-6(2) 管

の耐震性についての計算書（高圧炉心スプレイ補機海水系）「2. 概略系統図及び鳥

瞰図」に示す。 

 




